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この報告書 は,日 本 自転車振興会か ら競輪収益の一部である

機械工業振興資金の補助 を受けて昭和53年 度に実施 した 「海外

における情報処理および情報処理産業の実態調査」の一環 とし

て とりまとめ たものであ ります。
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当財団では,わ が国の情報産業の発展に資す るため に,海 外 の情報処理お よび

コンピュータ産業の動向 を取 りまとめ,毎 年各種の調査報告書 を発行 してお りま

す。

本報告書 「海外の情報 産業」 は,海 外情報処理産業の実態調査 の一環 として,

当財団が入手 した資料あ るいは海外調査団の派遣などを中心 に,海 外各国政府の

施策,コ ンピュー タおよび関連サービス産業の動向,問 題点な どについて分析 し

たものです。

本書が広 く各方面 に利 用 され,読 者各位のご参考 となれば幸甚 に存ず る次第で

す。

昭和54年3月

財団法人 日本情報処理開発協会

会 長 上 野 幸 七
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第1部 世界の コンピュータ界

その動向と課題





第1章 ハー ドウェア産業界の動向

1新 世代の幕開け

1978年,コ ン ビュー汐 産業 は全般 的に前年

を上回 る順調 な伸びを達成 した 。IBMの303

Xシ リーズの出荷が始 まったこ とで大型 ・超

大型機市場 は活 況 を呈 し,ま たIBM8100,

シ ス テム/38は 小型 機市 場 に大 きな刺激 を与

えて い る。中型 機市 場は,78年 は 当初予想 さ

れ た程の進 展をみせなか った が,79年1月 に

IBMか ら発表 された新 シ リーズ,4300が 新 し

い息吹 きをふ き込んだため,79年 は急 速 な展

開 をみせ る とみ られて いる。

SBC(ス モ ール ・ビジネス ・コ ンビ。ユー タ),

い わ ゆ るオフ ィス ・コ ン ピ ュー タや,ミ ニ

コン ピュータは,汎 用 メインフ レーム本体 を

上 回る伸 びを示 してお り,79年 も大 きな伸 び

が予想 されてい る.PCMM(プ ラ グ ・コンパ

テ ィブル ・メ インフレーム ・マニ フ ァクチ ャ

ラー)あ るいはPCMV(プ ラ グ ・コ ンパ テ ィ

ブル ・メイ ンフレーム ・ベ ンダ ー)と 呼 ばれ

る,い わゆ るブラコンCPUサ プ ラ イヤ ー達

も順調 に業績 を伸ば して お り,こ の分野へ の

新 たな参入 企業 もふ えて いる。

周辺 ・端 末機器市場 は,分 散 処理 とSBC

の 成 長の影響 を受 け,好 調 な推移 をみせ てい

る。IBMが8100で 分 散処理 を公 的に認知 した

ことは,こ の分野の メーカーを よ り一層力づ

けて いる。 各社 の受注残 もふ えてお り,79年

は78年 以 上 の好 況が期待 され てい る。 しか し
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IBMコ ンパテ ィブル ・デ ィスクや ア ドオ ン ・メ

モ リ ー は,IBMの 技 術革 新や大幅値下 げの

脅 威 に さらされ始 めて お り,ビ ジネス環境 の

厳 しさは増 しつっ あ る。

半導体 産業 の78年 は好 調で あった が,こ の

好調 が続 くの も79年 上 半期位 まで ではないか

とみ られて い る。しか しEDP関 係 需要 は順 調

であ ろ う。LSIは その集 積 度 が増 す に 従 っ

て装置 価格 が急激 に高 ま り,ま た継続 して多

額 の研究関発投 資を必 要 とす るな ど,資 本 集

約性 を強 めてい るため,中 小 メーカーの再編 ・

淘汰の可能性 もあ る。

旧いイメージか らの脱却

上 に述べ たよ うに,コ ン ピュータ関連機 器

産業 は順調 な展開をみせて い るが,そ の内容

は時 とと もに大 きく変化 して きている。例 え

ば コンピ ュータをとってみて も,ミ ニ コン ピ

ュー タ,SBC,汎 用 コン ビ。ユ一 夕(超 小型

～超大型)間 の境 界 はます ます曖昧 にな って

きてお り,さ らに ミニコンの下位 で もマイ ク

ロコン ピュータとの区別 は判然 としな くな っ

て いる。 また8100に み られるよ うに,小 型汎

用 コン ピュー タとして も,ネ ッ トワー ク ・コ

ン トロー ラとして も用 い られ る製 品 も出て い

る。分散処 理の進 展は,タ ー ミナル とコン ピ

ュータの 区別 を も暖昧 に して い る。

コン ピュー タ市 場 を,伝 統 的な イメージに,

固 執 して 論 じることは困難 にな って きて い る



のだ。最近 とみに関心が高 まって きた オフ ィ

ス ・オー トメーシ ョンは,一 言 でい えば,今

まで"象 牙 の塔"に こ もって いたコ ン ピュー

タ ・"パ ワー"を,(企 業)組 織 全 体 に拡 散 さ

せ よ うとい うもの(少 な くとも装置 の面 か ら

は こ う言 って いいだろ う)で あ るが,こ れは

"コ ンピ
ュータ"の イメージを さ らに発 散 さ

せ る もので もある。

コン ピュー タ ・メーカーの事業 内容 も当然

'変化 してゆ く
。80年 代 へ向 け,大 手 各社 は総

合的な システムの開発 を目指 して お り,そ の

守備範囲 は各種専用 プロセ ッサ ー,通 信機器,

そ して事務機器へ と拡が って いる。 また,技

術革新 によ り装置価格の低下 が続 く一 方,労

働集約的 なソフ トウェアの開発 コス トが増大

の一途 を辿 っていることに対 拠す るた め,ソ

フ トウェアの有料化やサ ポー ト体制 の効率 化

も進め られている。つ ま り,全 収 入 に占め る

ソフ トウ ェア収入の比率の増大 が図 られ てい

るので ある。最大の コンピュー タ・システム・

メーカー,IBMは,同 時 に最大の ソ フ トウェ

ア ・サ プ ライヤーで もあるの だ。

分散処理,ネ ッ トワーク,オ フ ィス ・オー

トメーシ ョン等,通 信の果たす役 割は ます ま

す増大 してい るため,大 手サ プ ライヤーの中

に は通信事業 その ものに も手 を染 め よ うとい

うところ も出てきてい る。

アメ リカの著 名な調査/コ ンサル タン ト会

社,ADL(ArthurD.Little)は,伝 統 的 な

意味 でのEDPマ ー ケ ッ ト需要 は1980年 代 半

ば まで に頭打 ちにな り,か わって新 しいマ ー

ケ ッ トが拡 が ってゆ くだろ う,と 予想 してい

るが,こ の言葉 はま さに市場構造 の変化 を指

摘 レた もの とい えよ う。各社 の将 来戦略 とは,

この変化へ の対 応策 に他 な らない。
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78年 はPCMの 年

IBM製 品 と直接接続 で きる互換機器 をつ く

り,彪 大 なIBMユ ーザー ・サイ トに切 り込 ん

でい こうとす る試 み は,1960年 代 末に周辺機

器の分野 か ら始 ま り,75年 の プラグ ・コンパ

テ ィブル ・メ インフ レー ムの登場でその頂点

を迎 えた。IBMは,ブ ラコン周辺機器に対 し

ては一連のいわゆ る小 判鮫 追 い落 し作 戦一

新製品の発表,長 期 リース契約 の採 用,PC

M製 品 をっけた システムのメ ンテ ナンス制 限

等一 一を展開,そ の抑制 を図 った。 またブ ラ

コンCPUに 対 しては,新 製 品の発表 やソ フ ト

ウェアのマ イクロコー ド化 等に よ り対応 を図

って きた。

しか し78年 はPCM(プ ラグ ・コンパテ ィブ

ル ・マニ フ ァクチ ャラー),特 にPCMV(ブ ラ

コンCPUサ プ ライヤー)の 活動が非常 に活 発

で,ユ ーザー ・ベ ースを倍 以上 に拡大す ると

と もに,新'規 参入 も相 次いだ。

77年 末 時点 で は,Amdahl,Itelそ してCDC

の3社 がIBMコ ンパティブル ・メイン フレー

ムを販売 して いただ けだ ったが,78年 に入 る

と,ま ずTwoPi(Co.)がOEMベ ー スで この

分野 に参 入,続 いてNationalSemiconduc-

torがItelと の 提携 とは別個 に独 自でエン ド・

ユ ーザ ー市場 開拓 に乗 り出 した。5月 にはMa-

gnusonSystemsが 柔 軟性 に富む独特の ア ー

キテクチ ュアを持 つ新製品 を発表 した。財政

難か ら,子 会社IPLSystems(CDCのOme・-

gaシ リーズのOEMサ プ ライヤ ー)と 別行動

をと らざるを得な くな ったCMI(Cambridge

MemoriesInc.)も,夏 に な る とIPLの プ ロ

セ ッサーをベース と した独 自製品 を発表,O
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EMベ ー ス で ブ ラ コ ン 事 業 を 開 始 し た 。 そ し

て10月 半 ば に は,NanodataCorp.が マ ル チ ・

バ ス,マ ル チ プ ロセ ッサ ー ・ ア ー キ テ ク チ ュ

ア のIBMエ ミ ュ レ ー タ を 発 表 。 同 じ10月,今

度 はCitel(ComputerInformationTecnol-

ogyEngineeringLaboratoriesCorp.)が

名 の り を あ げ た 。

こ う し た 新 規 参 入 組 は 勿 論,先 発 各 社 も新

し い モ デ ル を 追 加 す る な ど し てIBMユ ー ザ
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一 ・ベー スの切 り崩 しに努 め ,今 まで にかな

りの成功 を納 めて い る。78年 末 まで にこれ ら

PCMVが ア メ リカのIBMベ ー スに食 い込 んだ

程度 をみ ると,超 大型機分野 ではAmdahlが10

%(IBM+PCMV=100と す る),大 型 で は1-

telが5%,Amdahlが1%,中 大 型 分 野 で は

Itelが2%とCDC,Magnusonが わ ずか に,

そ して中型機分野 で はCDCが1%とItelが

わずか に市場蚕 食 を果 た して いる(い ずれ も



台数 比)。

79年 は 製品発表組の 出荷 が始 ま ること もあ

り,IBM対PCMVの 闘 いは一 層激 しい もの と

なろ う。 しか しIBMが 小 中～中型機 で4300シ

リーズ を発表,予 想 をはるかに超 えた低 価格

が設定 された ため,こ の クラス を狙 うPCMV

は か な りの苦戦 が強 い られ よ う。発表 されて

い る4300と 競 合 しない レベルを狙 う各社 に し

て も,4300の 性 能/価 格比体系 は大 きな影 響

を与 える。4300の 上 下両方 向へ の拡張 が79年

中 と予想 され ること,そ して その後 にはいわ

ゆ る"Hシ リーズ"が ひか えて いるためで あ

る。

IBMの 低 価格攻勢 とと もに,ソ フ トウ ェア

戦略へ の対応 も重 要で ある。IBMに よ るOSの

一 部 マ イクロコー ド化や有料化 は
,今 後 もま

すます進 展す ると見 られ,PCMVは そ の生存

のために対応策の検討 を迫 られている。Amd-

ah1の よ うに力 をつけて きた企業 や,Itel,CD

Cの よ うに,資 金力,開 発力 を特 つベ ンダーは,

独 自のソ フ トウェアの提供へ 向か うもの と思

われ る。 これはIBMの ソ フ トウ ェア戦略へ の

対抗策 であ ると同時に,よ り秀 れた ソ フ トウ

ェアが開発 された場合 には,新 規 ユ ーザーの

獲得 とともに 自己の カス トマ ー ・ベ ースの引

きとめに も大 い に役立 つ もの だ。 つ ま り,I

BMか ら奪 ったユ ーザ ーを(IBMが 新 しい製

品 を発表 した として も)IBMの も とに は帰 れ

な くす る とい うことで あ り,PCMVが システ

ム ・ベンダー としてIBMの 傘 の下 か ら[ls/x'/1す

る とい うことで もある。

ブ ラコン周 辺機器 ベ ンダー も奪聞 している。

78年 末 段階で3350デ ィス ク市 場の23%,370メ

モ リー市 場の23%,3420テ ー プ市場 の45%,

そ して3330デ ィスク市場 では48%をPCM各 社
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が 占 め て い る(台 数 比,メ モ リ ー は 容 は 比,

IBM十PCM=100と し て 算 出)。

し か し,有 力 ベ ン ダ ー は,PCM生 成 期 の

頃 と は 若 干 入 れ か わ っ て い る 。70年 代'初 期 に

お い て は,Telex,Potter,Memorex,Marsha-

111ndustries,Ca1Comp,Ampexと い っ た と

こ ろ が 有 力 ベ ン ダ ー だ っ た が,78年 で はST

C(StorageTechnologyCorp.),Memorex,

Itel,そ し てTelexが 大 手 サ プ ラ イ ヤ ー と し

て 数 え ら れ て い る 。 ま た70年 代 半 ば か ら 注 目

さ れ る よ う に な っ た ア ド オ ン ・メ モ リー ・サ

プ ラ イ ヤ ー で は,当 時 のFabritek,AMS(Ad-

vancedMemorySystems),CMI,EM&M

(ElectronicMemoriesandMagnetics)の

四 天 王 は,AMS,EM&M,Intel,NS(Nation-

alSemiconductor)と い う 風 に 変 っ て き た 。

ア ドオ ン ・メ モ リ ー ・サ プ ラ イ ヤ ー の 新 し

い 標 的 とな っ て い る の は,受 注 累 計12,000と

も14,000と もい わ れ るIBM303Xシ リ ー ズ で

あ る 。 す で に こ の 分 野 に はIntersil,NS,C

DC,Memor6x,Itel,STC,Ampex,CMI,E

M&Mそ してIntelの10社 が 名 の りを あ げ て い

る 。303Xの 膨 大 な 受 注 残,そ し て そ の 高 い 買

取 り比 率(あ る 調 査 で は70・-90%),そ の 一 方

で のIBMの 持 つ 製 造 能 力 の 限 界 。こ う し た 事

が こ れ ら サ プ ラ イ ヤ ー に 有 利 に 働 い て い る 。

78年 末 時 点 で 独 立 系 ア ド オ ン ・メ モ リ ー ・

サ プ ラ イ ヤ ー が 納 入 し て い る の は,合 計60メ

ガ バ イ トに し か す ぎ な い が,IBMが303Xの

納 入 に 余 裕 が で き る よ う に な る ま で は ユ ー ザ

ー 側 の 需 要 と 独 立 系 サ プ ラ イ ヤ ー の 納 期 だ け

が 要 因 と な る 売 手 市 場 を 形 成 し て い る と い っ

て よ く,少 な く と も こ こ 当 面 は 安 定 し た 事 業 推

移 が 見 込 ま れ て い る 。 売 手 市 場 とな っ て い る

た め,78年12月 にIBMが 行 っ た303Xの 増 設



メモ リー価格大 幅引 き上 げに もかかわ らず,

各 社はIBM製 品 と殆 どかわ らないfl1`tl段で 販

売 して い る。 しか しいずれは,IBMの リス ト

価 格の50-一一60%に まで下 って ゆ くだ ろ うとみ

られてい る。

新世代の幕開け

コンビ。ユー タ産業界の進展 は,事 実上IBM

の 企業戦略 の進展 に大 きく左右 されて い ると

い って いいだ ろ う。1968年 以 来最 高の収入 増

を果 したIBMは,78年 に注 目すべ き動 きをい

くつか みせ,こ れは コンピ ュー タ産業界全体

に大 きな影 響 を及ぼ して いる。

納入 が始 ま った303Xの78年 の 全世 界出荷

は総 計約20億 ドルにのぼ り,そ の高 い 買 い取

り比率 によ り,IBMに 多 くの収入 を もた らし

た。 しか しこれ は"高 速 ・低 廉な370"の 域

を出る もので はない とみ られてい る。最 も注

目すべ き事 は,'10月 に発表 された8100情 報 シ

ステムで あ る。IBMは この発表 で分散処理 を

初めて公的 に認知 す ると ともに,80年 代 へ 向

けてのIBMの 企業 戦略の転換 を暗示 したので

ある。 これ とともに,ソ フ トウ ェア戦略 が前

面に出 されて きた。79年1月 の4300の 発 表 で,

ソ フ トウェア戦略 の将 来戦略 に占める重大性

が改 めて示 されたの であ るが,こ の点 につ い

ては次節 で詳 し く展開 す る。

同 じ10月 にIBM・GSD(ゼ ネ ラル ・システム

ズ部 門)が 発表 した システム/38は,ベ ス ト

セ ラー機,シ ステム/3の 上 位 モデ ル・ユ ーザ

ーの吸収 を目 ざす もので
,シ ステム/34で 打

出 された ワー ク ・ス テーシ ョン ・システ ムと

い う形態 が さらに一歩 進 め られている。 しか

しよ り重 要 な ことは,リ レーシ ョナル ・デ ー

タベースに近 い機能 を持 つ データベースを採

り入れ た とい う点 だ。IBMは,80年 代 の 小 型

機の向か う方 向性 を示 したの であ る。

表170年 代 のlBMの 重大発表

＼ シ ス テ ム 周 辺 機 器 コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン

1970 370/145-155-165 3211/3330/3420

1971 370/135 FTP 3270

1972 370/125-158-168(VS) ETP 3705

1973 370/115-158MP

168MP(TLP)

System3/15

3740/3420HD

3340/3330DD

36XX(AT)

3704VTAM

SDLC

1974 3850 3790-3760/3770SBS申 請

1975 158-3168-3

Sys/325100

3800/3344/3350 3705-n

1976 168-AP158-AP

138/148S/1
SNA

1977 3031/3032/3033

Sys/34 SBS認 可3270機 能強化

1978 3033-MP3031-AP

Sys/385110

(8100)

8100

1979 4331/4341 3370
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シ リーズ/1の 動 きも見逃 せない。76年11

月 に発表 された時は,殆 どプロセ ッサーのみ

とい う形 であ ったが,そ の後 次 々とソ フ トウ

ェアや周 辺機器 が整備 され,SNA向 け の プv

セ ッサー として発展 して きてい る。 ここで培

われた プロセ ッサー と基本 ソフ トウ ェアの完

全価格分離は8100で もその まま引きつ がれた。

80年 代 へ向 けての情報処理の新 しい方向づ

けは,78年 の こ うした動 きによ り提 示 された

とい うことがで きよう。そ して79年1月 の4300

が 新 世代への扉 をたたいたの であ る。4300に

つ いて は,ま だまだ不 明の ところが 多 く,そ

の位置づ けの分析 は困難 であるが,少 な くとも

新 しいコ ンピュー タ利用の姿へ 導いて ゆ く も

の である とい っていいだろ う。

新 しい コンピュー タ利用 の道 を拓 く推進力

とな るのは,機 能の向上 とと もに価格 の低下

であ る。最近 のIBMの 一連 の値下 げには 目を

みは る ものが あ り,性 能/価 格比体 系 は次 々

と書 き換 え られて いる。他 メーカー も対抗上

IBMと 同 等の コス ト・パ フ ォーマ ンスを打 ち

出 してい る。

メモ リー ・コス トが引 き下 げ られれ ば,カ

ス トマーはよ り大容量の メモ リーを導入 しよ

うとい う気 になって くる。IBMに と っては,

この ことが決定 的に重要 な ことなの だ。つ ま

り,例 えばMVS－ つ を とってみて も,こ の た

めには最 低1MBの 主 メモ リーを要す るといわ

れてい る。 これにTSOを つ ければさ らに1MB

を必 要 とし,IMS/VSを 加 えれば もう1MB,

そ してVTAMを 必 要 とするな らさらにまた1M

Bを 追 加 しな けれ ばな らな い といわれて い る。

8100で 分 散処理 ネ ッ トワークを構 築 しよ うと

す るユ ーザ ー も,そ の ネ ッ トワー クの程度 に

応 じて よ り以上 のメモ リーを必 要 とす るので
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あ る。

価格引下 げ と同時 に性能 の向上 をち らつ か

せれ ば,ユ ーザーは必ずの って くる。303Xシ

リーズの実績 が何 よ りもこれを物語 ってい る。

そこでよ り高度 なソ フ トウェアを(有 料 で)

売 込 み,高 度 な アプ リケ ーシ ョンへ と誘 い を

かける。 そ して新たな装置の需要 を喚起 して

ゆ く……ので ある。

具体例 として,主 メモ リー とデ ィス ク ・メ

モ リーの価格 動向 をみて みよ う。1964年 に発

表 され た360/30の メ モ リー価格 は,1メ ガバ

イ ト当 り200万 ドル もした。 しか し69年 の シ

ス テム/3-10で は100万 ドルにまで下が り,

翌 年の370/155で は60万 ドル にな った。71年

の370/135で は64万 ドル と若干上昇 した が,

73年 の370/115で は30万 ドル に引 き下 げ られ

た。76年5月 そ して77年3月 のMOSメ モ リ

ー値下 げで ,370の メモ リー価格 は1メ ガバ イ

ト当 り11万 ドル とな った。1メ ガバ イ ト当 り

12万 ドルで登場 したシ リーズ/1は,77年4

月 の値下 げの結果7万4,000ド ル にな った。

78年10月 に 発表 され た8140で は5万 ドル とい

う値札 がつ け られ,同 時 に発表 され64Kビ ッ

ト・チ ップ実装 で話 題 を集め た8130で は一 挙

に1万8,000ド ル に まで下 げ られた。12月 に

は303Xを 含 むMOSメ モ リ・一一の値下 げが行わ

れ,7万5,000ド ル と された 。そ して79年1

月 の4300で は つい に1万5,000ド ル とい う価

格 にな った。15年 足 らず の間に,主 メモ リー

の価格 は実 に133分 の1に な ったのであ る。

デ ィスクの 場合 は これ程 ではないが,そ れ

で も目 をみはるよ うな値下 げが続 いて きた。

1ド ルで何バ イ トのデ ィス ク容量が手 に入 る

か をみ ると,64年 の2311で は300バ イ トだっ

た ものが65年 の2314で は一挙 に1,300バ イ ト



と な り,70年 の3330で は3,800バ イ ト,73年

の3330ダ ブ ル ・ デ ン シ テ ィ ・モ デ ル で は5,300

バ イ トに,75年 の3350で は12,800バ イ ト に,

そ して4300と と も に 発 表 さ れ た3370で は24,4

00バ イ ト と な っ た 。15年 の 間 に デ ィ ス ク ・メ

モ リ ー は81分 の1に な っ た と い う わ け だ 。

次 第 で は,IBMの 新 し い ソ フ トウ ェ ア.戦 略

を み て ゆ く が,そ の 前 に 新 シ リ ー ズ,4300の

概 要 と 各 社 の 対 応 策 を み て お こ う。

4300の 発表

79年1月30日(ア メ リカ東部時 間),IBMは

従 来の機種 に比べ,性 能価格比 を・飛躍 的 に向

上 させ た2種 類の ニ ュー ・モデル を発表 した。

4331,4341の2機 種 で従来 か らいわ ゆ るEシ

リーズと してその存在 が噂 されてい た ものの

うち,Inca-1お よ びMaya1の コー ド・ネ ーム

で開発 が進 め られて きた もの とみ られて いる。

4331は370/115に 比べ 命令実行速 度 が約4

倍 速 く,4341は370/138に 比 べ同 じ く約3.2倍

速 い とい うもので,し か も価格 は対 応370モ

デ ルよ りも安 くな って い る。両 プ ロセ ッサ ー

共370と 互換性 があ り,IBMの プ ロセ ッサー

の中では最 も高密度 の論理 回路 および メモ リ

ー回路 を実装 している。また主 記憶容 量 も大 き

く拡張 されてい るため,よ り経済的 に高速 処

理 が可能 である と,IBMは 説 明 して い る。

4331は,IBMに よ れ ば,独 自にデー タ処理

能力 を必要 とす る大企業 の各部 門ない し,新

しいユーザーで使 われ ることを特 に意 識 して

い る。4331は,ス タ ン ドアロー ン装置 として

使 うこともで きるが,他 の4300シ リーズ とリ

ンクす ることもで き,ま たセ ン トラル ・シス

テムとしてのホス ト ・コ ンピ ュータに接続 し

て使 うこと もで きる。 と うした機能 は,エ ン

ド・ユ ーザ ーが独 自の ア プ リケー シ ョンを実

行す る上で,大 きな柔軟性 を与 えてい る。な

お統合通信 アダプターは,個 々の通信 コン ト

ロールの必要性 を削減 して い る。

表24300の 構 成

モデル名 メ モ リ ー OS 周 辺 装 置

0.5メ ガ バ イ ト レ3278モ デ ルAデ ィス レ3262ラ イ ン プ リン タ ー その他両モデル用に

プ レ イ ・コ ン ソール(650行/分) レ3370ダ イ レ ク ト ・

(1,920キ ャ ラ ク ター)レ3289モ デ ル4
ア ク セ ス ・ス トー

およびキーボード(400行/分) レ ジ(最 大571M

4331 (コ ンソール3台 まで)レ8809MT(8100で 発 表 。 キ ャラ ク ター,転

レ3110ダ イ レ ク ト ・ア 最 大6台) 送 速 度1,859Mキ

1メ ガ バ イ ト
DOS

ク セ ス ・ス トー レ ジ ヤ ラク ター/秒)

/VSE
(64.5Mキ ャ ラ ク タ ー 最 大16台 →4331

で16台 まで接続可能) 最 大32台 →4341

2メ ガバ イ ト レ3287プ リン タ ー レ3203モ デル5

VM370 プ リンタ ー

リ リー ス6 レ3880ス トー レ ジ ・コ ン ト ロ ー ラ ー (1,200行/分)

4341

4メ ガバ イ ト OS/

VS1

リ リー ス7
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4341プ ロ セ ッ サ ー の ほ う は,こ れ ま で のD

Pパ ワ ー を 増 大 させ,分 散 処 理 ア プ リケ ー シ

ョ ン か ら も っ と 利 益 を 引 き出 そ う と い う 経 験

の 高 い シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー に む け て と く に 発

表 され た もの だ 。4331と 同 様 に,4341は,既

存 のIBMの1/Oと 通 信 装 置 を採 用 して い る 。

4341は,現 行 め 中 型 シ ス テ ム ・ユ ー ザ ー に,

性 能 と 容 量 の 両 面 で 新 し い 成 長 の 機 会 を 提 供

し て い る。 そ し て 両 モ デ ル は デ ー タ ベ ー ス/

デ ー タ ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン や 会 話 型 分 散 処

理 機 能 を 享 受 で き る よ う設 計 さ れ て い る 。 メ

モ リー お よ び 機 構 構 成 は 表2の とお りで あ る 。

価 格 は24ヵ 月 リ ー ス 契 約 の4331の 場 合,0.5

メ ガ バ イ ト ・モ デ ル で1,585ド ル/月,1メ

ガ バ イ トで は1,775ド ル/月 と な る 。 ま た 標、

準 レ ン タ ル の 場 合 は そ れ ぞ れ1,862ド ル,2,086

ドル と な る 。 買 い 取 り価 格 は,同 じ く6万5,0

00ド ル,7万2,500ド ル で あ る 。

4341プ ロ セ ッサ ー の 場 合 は,24ヵ 月 リ ー ス

の 月 間 使 用 料 金 は,5,975ド ル(2メ ガバ イ ト・

モ デ ル),6,725ド ル(4メ ガ バ イ ト ・モ デ ル)

と な る 。 標 準 レ ン タ ル の 月 額 料 金 は,そ れ ぞ

れ,"7,021ド ル,7,902ド ル と な る 。 買 い 取 り

価 格 は,2メ ガ で24万5,000ド ル,4メ ガ で は

27万5,000ド ル で あ る 。

3月1日,日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム に よ り発

表 され た と こ ろ に よ れ ば,日 本 で のIBM4331

プ ロゼ ッサ ー の 価 格 は,24ヵ 月 の リ ー ス 契 約

の 場 合,主 記 憶 容 量0.5メ ガ バ イ トの もの で

月 額37万1,000円,同1メ ガ バ イ トの もの で 月

額 約41万5,000円 。 標 準 レ ン タ ル で は そ れ ぞ

れ 月 額43万6,000円,約48万8,000円 で,買 い

取 り価 格 は そ れ ぞ れ 約1,490万 円,約1,660万

円 と され て い る 。

IBM4341プ ロ セ ッサ ー は,24ヵ 月 の リ ー ス

14

契 約 の 場 合,2メ ガ バ イ トの も の で 月 額 約140

万 円,4メ ガ バ イ トの もの で 月 額157万4,000

円 で,標 準 レ ン タ ル で は そ れ ぞ れ 月 額164万

3,000円,月 額185万 円 。 買 い 取 り価 額 は,そ

れ ぞ れ 約5,600万 円,約6,300万 円 と な っ て い

る 。

24ヵ 月 リ ー ス,標 準 レ ン タ ル,買 い 取 り と

も に,ア メ リ カ で の 発 表 と比 較 し て み る と,

1ド ル230円 内 外 の レ ー トに設 定 され て い る 。

な お,導 入 に 際 し て の 具 体 的 な 価 格 と し て,

日 本 ア イ ・ ピ ー ・エ ム で は,次 の よ う な モ デ

ル を 示 し て い る。

レ4331プ ロ セ ッ サ ー に よ る シス テ ム:メ イ ン ・

メ モ リー==512KB,3310磁 気 デ ィ ス ク=6ス

ピ ン ドル,8809磁 気 テ ー プ=1台,3278デ ィス

プ レ イ=2台,プ リ ン タ ー=1台 の 構 成 で160

万 円/月(内 訳,ハ ー ド=135万 円,ソ フ ト=

15万 円,保 守 料=7.7万 円)。

レ4341プ ロ セ ッ サ ー に よ る シス テ ム:メ イ ン

メ モ リ ー=2MB,3880磁 気 デ ィ ス ク制 御 装 置

=1台 ,3370磁 気 デ ィス ク=3台,3340磁 気

デ ィス ク=8台,3203/5プ リ ン タ ー,3704通

信 制 御 装 置,3420/5磁 気 テ ー プ=2台 の 構

成 で640万 円/月(内 訳,ハ ー ド=560万 円,ソ

フ ト=51万 円,保 守 料=26.2万 円)。

客 先 出 荷 は,4331が79年 第2四 半 期 か ら,

4341が 同 第4四 半 期 か ら と され て い る 。日 本 で

の 出 荷 開 始 は,4331が79年6月,4341は80年

第2四 半 期 と発 表 さ れ て い る 。

な お,両 プ ロ セ ッ サ ー と 同 時 に 発 表 さ れ た

新 し い 周 辺 装 置 は,64.5メ ガバ イ ト/ス ピ ン

ドル の3310磁 気 デ ィス ク,571メ ガ バ イ トの33

70デ ィス ク,3880デ ィス ク 制 御 装 置,650行/

分 の3262ラ イ ン プ リ ン タ ー,1,200行/分 の32

03-5ラ イ ン プ リ ン タ ー,400行/分 の3289一



4ラ イ ン プ リ ン タ ー の 各 種 で あ る 。

技術的特徴

プ ロセ ッサーの論理回路部は,既 に発表 し

たシステ ム/38に 採 用 してい るの と同 じレベ

ルの,704ゲ ー ト・マスター ・ス ライス方 式 の

TTLを 採 用,主 記憶 に は8100,シ ス テ ム/38

と同 じ64Kビ ッ トのMOSRAMを 採 用 して

いる。

ただ し,3880ス トー レジ ・コン トロー ラー

には,1,400ゲ ー ト(1万4,000素 子)・ マス タ

ー ・ス ライス方式 の新 チ ッフ。を使 ってい る。

新チ ップはTTLコ ンパテ ィブル だが,内 部 は

電流切 り替 え型の ロジックを使 ってお り,ゲ ー

ト遅延は1.5ns,毎 秒500万 命 令 を実行す る。

マイク ロ命令長16ビ ッ ト,デ ー タ語長8ビ ッ

トで,エ ラー検出回路が組 み込 まれて い る。

チ ップ ・サイズは5.7mm角,+5,+1.7Vの

2電 源 で動作 し,941/Oラ イ ンとい う。

実装技術 としては,CPU部 で は前記704ゲ

ー トの チ ップを最大9個 実装で きるセ ラ ミッ

ク基板 を使 う。 この基板は最高23層 で,配 線

長 は33フ ィー ト(10m)に 及 ぶ。 サイズは35mm

角 と50mm角 の2種 類 あ り,前 者 は196ピ ン,後

者 は361ピ ンで ある。チップを実装 したセ ラ ミ

ック基板 をモ ジ ュールと呼ん でい るが,従 来

の 同社 のモ ジ ュールが両面配線 だ ったの に比

べ,新 機 種で はチ ップの3層 配線 に加 えて,

モ ジュール ・レベルでの高密度実 装が 目に付

く。 このモ ジ ュールを搭載す るカー ド(エ ポ

キ シ ・ガラス ・プリン ト板)が8層,カ ー ド

を搭載 す るボー ドが16層 だ とい う。 カー ドは

268ピ ン。

一方 ,メ モ リー ・モジ ュールの実装 密度 は,

システ ム/38の そ れの2倍 とい う。つ ま り,
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64Kチ ップを4個 載せ た25mm角 の 基板 を2枚

重 ね,512Kビ ッ ト/モ ジュールに してい る。

同モ ジ ュール搭 載用 カー ドは,12.4×19cmの

大 きさで,こ の カー ド1枚 が実 に0.5Mバ イ

トの容量 になる。 メモ リーは最大72チ ッ プ並

列読 み出 し可能 とい う。

IBMに よ れば、主 に この高 密度実装 によ り,

消 費電力 と冷却 は,370/138に 比 較 して4331

プ ロセ ッサ ーが70%,4341プ ロセ ッサ ーが54

%,そ れ ぞれ少 な くて済 む とい う。

各社の4300対 応策

IBMの 新 シ リー ズ4300に 対 し,ま っ先 に対

抗 機を発表 したの は,日 本の 日本電気,そ し

て三菱 電機 だった。 日電 は2月6日,三 菱 は

2月14日 の 発表 となったのだが,実 は この時

点 では 日本 アイ ・ピー ・エムはまだ4300を 発

表 して いなかったの であ る。 アメ リカ本 国 で

は,ま ず ブラコンCPUサ プ ライヤーItelが 新

機種 を発表,本 体 メー カー ではBurroughs

が 反 撃 の口火を切 った。

日電 が発 表 したのは,ACOSシ ス テム250

モ デ ル40,同60の2機 種。 ハー ドウェアの仕

様 は表3の とお りで ある。技 術的な特徴 とし

て は,最 高3,300ゲ ー ト/チ ップの高 密度LSI

論 理 素子 の採用,プ ロセ ッサ ーの機能分 散方

式 の採 用,そ して基本 ソ フ ト(ACOS-2)の

フ ァー ムウェア化 によ る主記憶 の ユーザーへ

の全面的解放,な どが あげ られ る。

そのほか,CODASYLタ イ プのデー タベー

ス ・マネ ジメン ト・システ ム(DBMS),AD

BSが サ ポー トされて い る点 も注目 され る。

最近では,大 型機分野 と並ん で小型 機分野 に

おいて もDBMSの 利 用が 目ざま しい。大型機



表3ACOSシ ステム250の 仕 様

項 目 ACOSシ ス テ ム250モ デ ル40 ACOSシ ス テ ム250モ デ ル60

命 令 形 式 0,1,2ア ド レ ス

中 ア ド レ ス 形 式 直接/間 接/相 対/イ ンデックス

央 デ ー タ 形 式 10進 デ ー タ ・ 同 左

処 2進 固 定小数点データ

2進 浮動小数点データ
理
入出力チャネル数 9 12

装 チャネル転送速度 2Mバ イ ト/秒 4Mバ イ ト/秒
,

置 適 用 回 線 特定通信/公 衆通信/DDX網 回線 同 左

収 容 回 線 16 32

主
装記
置憶

サ イ クル タ イム

容 量

580ナ ノ秒/4バ イ ト

256K～1Mバ イ ト

同 左

256K～2Mバ イ ト

ワ ー ク ス テ ー シ ョ ン 最高32台 最高64台

と比 べ て導入が容易な こと もその普 及 を促す

一因 と考 え られ る。

一般 にDBMSの 効 用 としては
,フ ァイルの

一元 管理
,プ ログ ラム/デ ータの独 立性,シ

ステ ム維持の容易化(シ ステ ムの柔軟 な成 長)

等 々が あげ られているが,小 型機 の場合 は,

エ ン ド ・ユーザーに対 して システ ムをバ ーチ

ャル化す る とい う意味 で大 きな意 義 を もっ と

考 え られ る。

また,最 近 の1つ の流 れで もあ る自動運転

システ ム も採 用 されている。 タイマ ーを使 用

して ジ ョブを 自動 的に開始,終 了 させ た り,

端 末側か らホス ト・コンピュー タの,ま た ホ

ス ト ・コ ンピュータか ら端 末の,そ れぞれ電

源の オン/オ フを行 うな ど遠隔操作 を可 能 に

して いる。また,日,週,月 間の ジ ョブの予

約 もで きる。これ らによ り,専 任の オペ レー タ

が不要 にな り,省 力化が図れ ると同時 に,融

通性 に富 む システム運用がで きる とい うメ リ

ッ トが得 られ る。

ACOS250は4331対 抗 とい うこ とで,「4331

に比 べ1～2割 程度性能が上」(田中忠 雄社長)

と してい る。話題の64Kビ ッ ト・チ ップに し
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て も,8100の それ はア クセス ・タイムが1,400

--1 ,500ナ ノ秒,シ ステ ム38で1,100ナ ノ秒,

それがACOS250で 来 年1月 か ら実装 を予定

してい る分については200ナ ノ秒 で ある と,

技 術の優秀性 を誇示 して いる。

しか し,ワ ー クステー シ ョン ・サ ポー ト,

デ ー タベース本位 システ ム等 の点か らみれ ば,

IBMシ ステ ム/38と よ く似た思想 を持 って お

り,実 際の市 場で はむ しろ システム/38と の

競合が主流にな るの ではないか ともいわれ て

い る。 ただ,こ れ は 「結 果的」 とい うこ とで

あ り,4300対 抗 機 と して見劣 りがす る とい う

わ けで はな い。

もちろん,ACOS250はEシ リーズ対抗 のた

めだけに出 され た もので はない。 もラ1つ の

開発の背景 に,ACOS200の 顧 客 ベースか ら

得 られ た経験 も大 き く働 いて い る。すなわ ち

納入実績900台 とい うシステ ム200ユ ー ザ ーの

中には,次 第 に利用が高度化 し,も う少 し性

能 の高 い システ ムを求 めるユーザ ーが増 えて

きてい るとい う事実 で ある。今後,小 型機ユ

ーザーの利用 が進む に したが って,ACOS250

クラ スのマ シンの市 場 は,さ らに拡大す るこ



とにな る とい うのである。

さらに,エ ン ド・ユーザー指向の シス テム

が求め られ るよ うにな って きた とい う一 般的

な背景 もあ る。 システム250に お いて,こ れ

は ワークステー シ ョン ・サポー トとい う形 で

具 現化 され てい る。またソ フ トウ ェア ・サ ポ

ー ト,オ ペ レー シ ョンの 自動 化 とい った面 に

もこ うしたね らいがあ らわれて いる。

価格は,レ ンタル月額 で70万 ～300万 円 で,

1∋語 プロセ ッサー,DBMSな ど基本 ソ フ トの

一 部 は有償化 されてい る。出荷 は,4331に あ

わせた形 で,79年7月 か らとされた。デ ィス

ク,テ ー プ,プ リンターな ど周辺装 置 もい く

つか同時 に発表 されてい る。

なお,主 メモ リーには16Kビ ッ ト/チ ップ

の ものが使 われてい るが,80年1月 以降の出

荷 分 につ いては64Kビ ッ ト ・メモ リーを実装

す る とい う異例 の発表 が行 われて いる。

三 菱 は,MELCOM-COSMOモ デ ル700皿,

同700Sと い う4341,4331両 プ ロ セ ッサ ー 対

抗 機 を 揃 え,中 ・小 型 機 市 場 で はIBMに も譲

ら ず と い う気 迫 を み せ た 。

700田,700Sは 中 型 機 と し て は 初 め てMP

(マ ル チ ・ プ ロ セ ッ サ ー)を 実 現 す る な ど,従

来 のCOSMOシ リー ズ と比 べ て も,ハ ー ド ウ

ェ ア ・ア ー キ テ ク チ ュ ア上,ま っ た く 新 し い

マ シ ン と い え る 。 そ の 機 能 を4300と 比 べ る と,

三 ・菱に よ れ ば,MI.PS(100万 イ ン ス ト ラ ク シ

ョ ン/秒)で700皿(MP)は4341に 比 べ 約2倍

(2MIPS)の 性 能,700S(MP)は4331に 比 べ

約4倍(1.2MIPS)の 性 能 を 有 す る と い う 。

従 来 の1司 社 の 機 種 と比 較 し て み て も,700Sが

700nと 同 等 の 機 能 を 持 ち,コ ス ト ・パ フ ォ ー

マ ン ス 的 に は700Sが 約3倍,70010が 約4倍,
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そ れ ぞれ700nを 上 回 るとい う。

ハー ドウ ェアの主 な仕様 は 表4の とお りで

ある。最大の特徴 は,何 とい って もバ ス構 造

に よるマル チ ・プ ロセ ッサ ー(MP)の 実 現 。中

型機にMPの 思想 を採 り入れ た理 由 として,

三 菱電機で は,「 機能分散 プロセ ッサーが,80

年 代 の システム ・アーキ テクチ ュア とな る」

「フ ィール ド・ア ップ グレー ドが容易」 「信頼

性の向上」 といった ことをあげてい る。

三菱 は,従 来か ら科学 技術計算 や問題解決

処理機能 といった分野 に は強 か ったが,700皿,

700Sで は これに加 えて ワークステーシ ョンに

よる業 務(事 務)処 理 機 能 を取 り入れ た とい

うことも特筆すべ きだろ う。 これは,'高 速 浮

動小数点演 算処理装 置お よび内蔵 アレイ ・プ

ロセ ッサー といった科学 技術計算 向 けの機 構

を搭 載 しなが ら,日 本 語情報処理 機能 を本格

導入す るといった ところ に も見て とれ る。

分 散処理への指 向 も注 目 され る。 コン ピュ

ー タ ・パ ワーの現場へ の開放 ,ネ ッ トワー ク・

コス トの高騰 に対処 で きる'効率的な システ ム

の構築 とい う時代 の流れ を とらえ,自 社 のM

NAは もちろん,IBMのSNAを もサポー トす

る。また,DCNAへ の 接続 も配 慮 され てい る。

価格 は レンタノy月額で,700皿 が400万 ～

表4COSMOモ デル700皿,700Sの 仕様

モ デ ル7・ ・田1モ デ ル7・ ・S

主 記 憶 素 子 Nチ ャネルMOSLSI

主 記 憶 容 量

512キ ロバ イ ト～4,096キ ロバ イ ト

ぱ 託}釈蒜綴 羅)
サ イ クル ・タ イム 560ns/8バ イ ト

中央処理装置台数 1ま たは2台

命 令 数 213種

デ ー タ 形 式 2進,10進,浮 動,論 理,文 字 デ ー

タ

入 出 力 制 御 最大8入 出力処理 装置,10メ ガバ イ
ト/秒

ワークステ ーシ ョン 最大128台1駄64台



1,500万 円,700Sが250万 一ー700万 円 。 ソフ ト

ウェアは,OS(UTS/VS)を 除 き有 償。 出

荷 は,IBM対 抗 の意 味で早め られ,79年6月

か らと発表 された。

なおメモ リー ・チ ップは,日 電 と同 じ く80年

出 荷分か らは64Kビ ッ トを実 装す るとい う。

これ も変則 的な発表 の仕方 で ある。'

本 国 ア メ リ カ で ト ッ プ を き っ たIte1は,43

41対 抗 機 と し てAS/3-5を 発 表 し た 。 こ

れ は,既 存 のAS/5-3の パ フ ォ ー マ ン ス

をAS/3-4よ り も安 い 価'格 で 提 供 す る と

い う もの 。4341と の 比 較 は,Itelに よ れ ば,

最 大22%パ フ ォー マ ン ス が 向 上 し て い る と い

う。 新 モ デ ル の 発 表 に 伴 い,Ite1は 当'初 発 表

のAS/4お よ びAS/5,そ し て 最 近 に な

っ て 発 表 し たAS/3-3お よ び,AS/3-

4の 製 造 を 中 止 す る 旨 明 らか に し て い る 。 こ

の 結 果,ItelのASシ リ ー ズ は,4341対 抗 の

AS/3-5,3031対 抗 のAS/7031そ し て

3032対 抗 のAS/6の3機 種 と な っ た 。

8メ ガ バ イ トの 最 大 主 記 憶 容 量,115ナ ノ 秒

の プ ロ セ ッサ ー ・サ イ ク ル ・タ イ ム,16KBの

キ ャ ッ シ ュ ・メ モ リー,29ナ ノ 秒 の リ ロ ー ダ ブ

ル ・コ ン ト ロ ー ル ・ス ト ー レ ジ な ど,AS/

3-5はAS/5-3と 同 様 な 仕 様 と な っ て

い る が,あ く ま で もAS/3の 強 化 バ ー ジ ョ

ン で あ り,AS/5やAS/4と は 異 な っ た

フ ァ ミ リー ・ ラ イ ン で あ る と い う 。 た だ し,

開 発 製 造 は 従 来 通 りNationalSemiconduc-

torが 行 っ て い る(AS/6は 日 立 が 製 造)。

4341と の 互 換 性 に つ い てItelは,パ フ ォー

マ ン ス も メ モ リ ー …容 量 も4341よ り上 で あ り,

DOS/VS,DOS/VSE,OS/VS1,SV

S,VM/370は 勿 論,MVSの 採 用 に も不 安 は
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全 く な い,と 語 っ て い る 。 特 にDOS/VSE

に つ い て は,IBM自 身 が370お よ び コ ン パ テ

ィ ブ ルCPUで サ ポ ー トさ れ る と述 べ て い る と

い う。 た だ,3370デ ィ ス ク の シ ン グ ル ・レ ベ

ル ・ア ド レ ッ シ ン グ お よ び ペ ー ジ ン グ に つ い

て は 例 外 と な る た め,ItelはMVS/SEの 時

と同 じ よ う に,シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・ コ ー ド ・

パ ッ ケ ー ジ を 開 発 し,ユ ー ザ ー に 提 供 し て ゆ

く意 向 で あ る 。

価'格 は,2メ ガバ イ ト ・メ モ リー,バ イ ト ・

マ ル チ プ レ クサ ー,ブ ロ ッ ク ・マ ル チ プ レ ク サ

ー(4本) ,シ ス テ ム ・ コ ン ソ ー ル お よ び コ ン

ソ ー ル ・ プ リ ン タ ー の 構 成 で60万 ドル,増 設

メ モ リ ー は1メ ガ バ イ ト 当 り7万5,000ド ル

で あ る 。ソ フ ト ウ ェ ア ・サ ポ ー トは ハ ー ドウ ェ

ア 価 格 に 含 ま れ る 。 出 荷 は 直 ちに 始 め られ た 。

ビ ッ グ6の 最 初 と な っ たBurroughsはB

2930お よ びB3950の2機 種 を 発 表,4331,43

41の 対 抗 を打 ち 出 し た 。 こ れ ら新 機 種 はB28

00,3800,お よ び4800の 後 継 機 と な る もの で

あ る が,機 種 番 号 か ら み て,1965・-71年 の

"500"フ
ァ ミ リー,71～76年 の"700"フ ァ ミ

リー,そ し て75年12月 に 最 初 の3モ デ ル が 発

表 さ れ た 現 行 機 種"800"フ ァ ミ リ ー の 次 に く

る新 フ ァ ミ リ ー の 第1弾 と み ら れ る 。"800"フ

ァ ミ リー で は 一 度 に3機 種 が 発 表 され た に も

か か わ ら ず,"900"フ ァ ミ リ ー で は2機 種 に と

ど ま っ た 理 由 は,IBM4300の 第3の モ デ ル が ・

夏 に も発 表 さ れ る,と 予 期 して の こ と で あ る と

言 わ れ て い る 。

"900"フ
ァ ミ リ ー の 内 部 ア ー キ テ ク チ ュ ア

の 特 徴 と し て は,デ ー タ 通 信 専 用 プ ロ セ ッサ ー

が 別 に 設 け ら れ て い る こ と や,周 辺 機 器 の 制

御 は デ ー タ ・ リ ン ク ・プ ロ セ ッ サ ー に よ り行



わ れ る 点 な ど で あ ろ う 。 ま た,論 理 回 路 に,

800フ ァ ミ リ ー で 使 わ れ て い たBCML(Burr-

oughsCurrentModeLogic)と 呼 ば れ るE

CL(エ ミ ッ タ ・カ ッ プ ル ド ・ ロ ジ ッ ク)を や

め,TTL(ト ラ ン ジ ■ タ ・ ト ラ ン ジ ス タ ・ ロ

ジ ッ ク)を 採 用 し た こ と が 特 筆 さ れ る 。 こ の

TTLチ ッ プ は,最 高800ゲ ー トの 集 積 度 を もっ

て い る 。ま た,メ モ リ ー に は16Kビ ッ ト ・チ ッ

プ が 採 用 さ れ て い る 。

ス ル ー プ ッ ト ・パ フ ォ ー マ ン ス は,B2930

がB2835に 比 べ 倍,4331と 比 べ て も大 幅 に 上

回 って い る と い う。B3950は,B3845に 比 べ

約3倍,4341と 同 じ パ ワ ー を 持 っ て い る 。 価

格 はB2930がB2835に 比 べ30%安,4331と の

比 較 で は わ ず か な が ら上 回 っ て い る 。B3950

コ

はB3845と ほ ぼ 同 等 の 価 格 で,4341よ り は わ

ず か な が ら安 く な っ て い る 。

Burroughsに よ る価 格 例 は 表5の 通 り。

Burroughsの 新 シ リー ズ で 特 に 注 目 さ れ る

表5"900"フ ァ ミリーの価格例

こ と は,ソ フ トウ ェ ア が 完 全 に 分 離 価 格 と な

っ て い る と い う点 で あ る 。B80,1800と い っ

た 超 小 型,小 型 機 で は す で に 実 施 し て い る と ・

は い え,よ り上 位 機 種 で シ ス テ ム ・ソ フ ト を

含 め て の 完 全 ア ン バ ン ド リ ン グ に 踏 み 切 っ た

こ と は 注 目 に 価 す る 。"900"フ ァ ミ リ ー 全 体 に

わ た っ て こ の 政 策 が 貫 れ る こ と が 予 想 さ れ る。

分 離 価 格 と な っ た シ ス テ ム ・ソ フ トは,S

FP(SoftwareFacilitiesprogram)と 呼

ば れ る パ ッ ケ ー ジ で 提 供 され る こ と に な っ た 。

基 本SFPは,MCP(MasterControlPro-

gram:オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・シ ス テ ム),NDL

(NetworkDefinitionLanguage)拡 張 バ ー

ジ ョ
.ン,GEMCOS(GeneralizedMessage

ControlSystem)お よ び コ ン パ イ ラ1種

RPGII,ANSI'74COBOL,FORTRAN,

BASICの う ち い ず れ か 一 か ら成 り,月 間

ラ イ セ ン ス 料 は700ド ル と さ れ て い る 。 そ の

他 の シ ス テ ム ・ ソ フ ト ウ ェ ア は,プ ロ ダ ク ト

モデル 主記憶容量
デ ー タ ・リ ン ク ・

プ ロ セ ッ サ ー
その他仕様 買取価格(ド ル)

1年 リース

月間料金(ド ル)

B2930

512KB 7
デ ー タ通 信 プ ロセ ッサ

ー ,デ ィス ク ・コ ン ト ロ

ー ラ
,シ ス テ ム ・コ ン ソ

ー ル
,メ ン テ ナ ン ス用

ミニ ・デ ィス ク

140,000 4,250

1MB 8 151,500 4,635

B3950

2MB 7

同 上

230,000 7,200

5MB 32 399,650 13,145

メ モ リー増設(256KB毎) 3,750 120
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ごとに値 段がつけ られ てい る。月 間 ライセ ン

ス料 は75～400ド ル と幅広 い。

客先 出荷 は79年 第4四 半期 か らとされて い

る。

NCRは,対 抗機 として4モ デ ルを発表 して

いる。V-8585M,V-8575M,V-8565M,

V-8555Mの4モ デルで,現 行 のV-8500の

後 継機 となる もの。 これ ら4つ の基 本 モデル

のそれぞれ に,マ ルチプ ロセ ッサ ー(デ ュアル

構成)バ ージ ョンが用意 されて い る。

モデル名の前 につ け られたVは,従 来 通 り

仮想 記憶 システムを意味 して い る。新 たに最

後 につ け られたMは,最 大4台 の プ ロセ ッサ

ーを連結 して使 うこ とがで きる とい うことを

意 味 してい る。連結で きるプ ロセ ッサー は,

同 じモデルの ものは当然 だが,最 後 にMの つ

いた ものな らどれで も接続 で きるの が特徴 。

各モ デルのマルチ(デ ュアル)プ ロセ ッサー ・

バ ー ジ ョンは,ナ ンバーの後 がMPと な る。

各 モデルは いずれ も,い わゆ るCriterion

ア ー キテ クチ ュアと呼ば れ る内部転 送母線構

造 を採 って お り,論 理 回路に はECLが 使 われ

てい る。主 メモ リーには16Kビ ッ ト・チ ップが

256KBモ ジ ュールで使われて お り,こ の 新 技

術採 用の結果 メモリーのサイクル ・タイムが従

来 のV-8500の475ナ ノ秒に比べ370ナ ノ秒 と

高 速化 されている(い ずれ も読 取 速度)。

NCRに よれ ば,V-8585MはV-8580に 比

べ パ フ ォーマンスは65%上 回 って い る一方,

値 段 は20%安 くな って い るとい う。4341と の

比'較では,パ フ ォーマ ンスは39%上 回 り,価

格 は27%高 くな ってい る。メモ リー容量 は2～

6MBで,価 格は買取 りで37万5,000ド ル か

ら,3年 リースで月間9,792ド ル か ら。MP
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バ ー ジ ョ ン の 価 格 は,そ れ ぞ れ,81万 ドル,

2万1,139ド ル と な る 。

V-8575Mは,2～4MBの メモ リー を持 ち,

パ フ ォ ー マ ン ス はV-SS70ec比 べ24%上 回 る

が,価 格 は37%安 い 。4341と 比 べ る と,パ フ

ォ ー マ ン ス は17%下 回 る が,価 格 も27%安 く

な っ て い る と い う。 価 格 は 買 い 取 りで22万

5,300ド ル か ら,3年 リー ス で 月 間5,884ド ル

か ら 。MPの 場 合 は,買 い 取 りで51万600ド

ル,リ ー ス で1万3,323ド ル/月 と な る 。

1～3MBの メ モ リー と な るV-8565Mは,

V-8560に 比 べ,45%の パ ワ ー ・ア ッ プ と37%

の 価 格 ダ ウ ン が う た わ れ て い る 。 価 格 は,14

万 ドル か ら で,リ ー ス の 月 間 料 金 は3,451ド ル

か ら で あ る 。MPの 場 合 は そ れ ぞ れ,34万 ド

ル,8,457ド ル と な る 。

新 し い4モ デ ル の う ち,最 小 のV-8555M

は0.5--1MBの メ モ リー を 持 ち,価 格 は8万

8,035ド ル か ら,そ して リー ス 料 金 は 月 間2,363

ドル か ら とな る 。MPは23万6,070ド ル,リ ー ス

で は6,281ド ル/月 。 パ フ ォ ー マ ン ス を 比 べ

る と 既 存 のV-8550よ り30%上 回 り,IBM43

31と で は47%上 と な る 。 価 格 はV-8550よ り

36%安 く な る が,4331よ り は30%高 く な る 。

NCRは 新 機 種 の メ モ リ ー の1MB当 り 価 格

を2万 ドル に 設 定 し た が,同 時 に8400お よ び85

00の メ モ リー 価 格 を8万2,000ド ル/MBか

ら4万6,000ド ル/MBに 引 き下 げ た 。

新 シ ス テ ム で は,一 部 の シ ス テ ム ・ ソ フ ト

の ア ン バ ン ド リ ン グ も実 施 さ れ,VRX下 で 必

要 と さ れ る フ ァ ー ム ウ ェ ア は 有 料 と な っ た 。

新 シ ス テ ム の 客 先 出 荷 は,V-8555Mが79年

第3四 半 期 か らで,そ の 他 は 同 第2四 半 期 か

ら と な っ て い る。4300対 抗4モ デ ル と 同 時 に,

よ り下 位 の モ デ ル,V-8455も 発 表 さ れ た 。



こ れ は4331に 比 べ27%安 い が,パ フ ォ ー マ ン

ス も10%下 回 る と い う もの 。

28100,4300に み るIBMの 新

しい ソ フ トウ ェ ア戦 略

ソフ トウェア主体となった新機種発表

昨年秋 に発表 された8100は,業 界 関係者 に

様 々な受 け とめ方 を されてい るが,こ の マ シ

ンが分散処理 アプ リケー シ ョンむけに出 され

た本格 的なプ ロセ ッサーであるという点 で は,

意 見の一致 をみている。

事実IBMも8100シ ス テムをネ ッ トワーク ・

プロセ ッサー,3790リ プ レース ・モ デル とし

て位置 づ け る説 明 を行 って お り,現 場 部 門

の非DP専 門家 に も使 用で きるマ シン と宣伝

してい る。またIBMは 特 に強 調 して はいない

が,8100シ ス テ ムは構 内オ ンライ ン用の プロ

セ ッサー としての 性格 を もち,分 散 処理 への

布石 とな るよ うなセールス もこのニ ュー ・モ

デ ルで展開 しようとしてい る。

この8100情 報 システ ムを,ソ フ トウ ェアの

面か らみ ると,こ れまでのニ ュー ・モデル発

表 にはみ られない特 徴がい くっ か 指摘で きる。

その最 も大 きな点は,こ のモデルが性格 の異 な

った2つ のオペ レーテ ィング ・シス テム をサ

ポー トす るよ うなハー ドウェア設計 を とって

いる ことであ る。 これに よって,ユ ーザ ーは

どち らかの基 本 ソフ トウェアを選択 す る こと

で全 く異 なった機能 の実 行 を8100に 行 わせ る

ことが で きるよ うにな るのだ。

た とえば,8100む け に発表 された新 しい シ

ステム制 御 プログラムとしてDPPX(分 散 処

理 エグゼ クテ ィブ)とppcx(分 散 制御 エ グ

ゼ クテ ィブ)の2種 類 のソフ トウ ェアがあ る。

12

DPCXは 従 来 の3790イ ンテ リジェン ト ・ター

ミナル ・ユーザ ーの グ レー ド ・ア ップ ・パ ス

とな る機能 を提供す ることを目的 として出 さ

れた ソフ トウェアであ る。DPCXは,従 来 の

3790ア プ リケ ーシ ョン ・プログラムを全 く修

正 す ることな しにそのま ま実行す るこ とがで

きるよ うにな って お り,最 高31個 までの業 務

を,同 時 に管理す ることがで きる。 また8100

シス テムをセ ンター側か ら稼動 で きる リモ ー

ト ・バ ッチ ・ステー ション として も使用 で き

るよ うに なって い る。 しか しプログラム開発

にはホス ト機能 が必要で ある。

DPPXは,ホ ス ト ・サ ポー トのネ ッ トワー

クの ノー ドとして,ま た ロー カル ・プロセ ッ

サ ーとして使用 で きる機能 を提供す る他,81

00シ ス テ ムを相互結 合 したネ ッ トワー クとし

て も,ま たスタ ン ドア ロー ン ・システ ムと し

て も利用 で きるソ フ トウ ェア機能 を提 供す る

もので ある。

DPPXは,核 とな る制 御 プログラムを中心

に,各 種の プ ログラ ミング ・エ イ ド,言 語 プ

ロセ ッサ ー,シ ステ ム管 理パ ッケ ージを組 み

合わせて利用す るこ とがで きる高度なモ ジ ュ

ラー構成 を とってお り,各 プログラムは完全

に価格分離 されてい る。

IBMで は,DPPXは,バ ーチ ュアル ・マ シ

ン/370に よ く似た概 念 にもとついてい ると説

明 して い る。またDPPXの コ ア ・プログ ラム

と トランザ クシ ョン管理 パ ッケージの組 み合

わせ ば,CICS/VSに よ く似た機能になると

もされて い る。

セン ター側の オペ レー シ ョン・システ ムは,

OS/VS1,0S/VS2,MVS,DOS/VS

の いずれ で もランす るとされてい る。MVS

リ リース3.7お よ びVS1リ リース6.0の 場 合に



は,CICS/VS,IMS/VS,ACF/VTAM,

BTAM,TCAM,TSOな どのサブシステムと

インタフェースで きる。

結局8100のDPPXの ソ フ トウ ェアの ユ ーザ

ーー一は
,370シ リーズない し303Xシ リーズ と リ

ンクした場合,次 の図2の ようなオプション・

プログラムを組 み合 わせ て使 うよ うにな る。

なお この オプシ ョン ・プログラ ムの うち,デ

ー タベ ース/ト ランザ クシ ョン管 理 システ ム

は,シ ステ ム内のフ ァイル管理 でCICS/>

SのDB/DC概 念 に似 た もの を持 って お り,

共 用 デ ータベースに対す るアクセス,管 理,

機 密保護機 能を提供す る。 また もうひ とつの

注 目す べ きオプション ・プログ ラム と して,

プ ログ ラム開発 管理 シス テムがあ る。 この プ

ログラムは,専 門知識 のない人 で もプ ログラ

ム開発 がで きるよ うにす るた めの プ ログ ラ ミ

ング ・エ イ ドで,ユ ーザ ーが,英 語に ちかい

表現 で処理 内容 を指示す ると,そ れが 自動 的

にCOBOLに 変 換 され る とい うもの。

図28100用DPPXと オプシ ョン ・プログ ラム
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この 他 ホス ト側の ライセ ンス ・プログラム

として,セ ンターの要 員が ネ ットワー ク内の

8100シ ス テ ム の サ ポ ー トを行 うホス ト・コ

マン ド・プログラムとか,中 央で管理 されて

いる ライ ブラ リーや デー タを ネ ットワー ク内

の各8100シ ス テムにバ ッチ転送す る分散処理

管理 プ ログラムな どが あ る。

以上の よ うな8100ソ フ トウェアの内容 か ら,

新 しいソ フ トウェア戦略 の特 徴 を要 約す ると,

次 の よ うにい えよ う。

8100シ ス テ ムは分散処 理ア プ リケー シ ョン

を前提 とした アーキテ クチ ュアを とってお り,

そのた めの ソフ トウ ェア を様々なかた ちで選

択的 に提 供 してい る。 オペ レーテ ィング ・シ

ステムの モ ジュール化 がかな りすすんでい る

ので ある。そ して それか らの各種の オプシ ョ

ン ・プ ログラムは,い ずれ もデ ィスケ ッ トに

収 め られ有 料で提供 され るのだ。

8100で は ハ ー ドウ ェアか ら完全 に基本 ソ フ

トウ ェアが分 離 され,ソ フ トウェアの独立化

が 行 われ た。 ユ ー ザ ー は,こ の ソフ トウ ェ

アを商品 として選択 する ことに よって,次 の

表 に示す よ うな3種 類 の分野で8100を 利 用す

るこ とがで きる。換言 すれば この新 型 プロセ

ッサーは,基 本 ソフ トウェアを変 えることに

よ り,全 く異 なった3つ のプ ロセ ッサーに変 身

す るので あ り,従 来 のニ ュー ・モ デル とは全

くちがい,ソ フ トウ ェアがマ シンの機能 と用

途 を きめ,ユ ーザーは どの ソフ トウェアを買

表6ソ フ トウェアによ り変わる8100の 用途

用 途 OS コメ ン ト

小型汎用コンビ。一 夕 DPPX lBM370/115-2,125-2
などの リプレース可能

ネ ッ トワ ー ク ・プ ロセ ッサ ー DPPX 分散処理ネットワーク用

3790の 機能強化/リ プレース DPCX センター依存型ネッ トワーク

用



うかを決定 してからハー ドウェアの構成をき

めるとい う発想に変わ りつつあ る。

ソ フ トか らみ たlBMの 分 散 処理ア プ

ロー チ

8100シ ス テ ムは,IBMの これまでの分散処

理へ の'歩みの頂点 を示す マ シンであ るとい え

る。

IBMの 分 散 処理への取 り組 みは1974年 、よ り

本格化 した。 表7(IBM・OSの 発 展)に もう

かが われ るよ うに,こ の年IBMはSNAの コ ン

セ プ トを発表 し,オ ンライン ・システ ムの標

準 化 と通 信ソ フ トウェアのパ ッケー ジ化 を実

行 した。 そ して これ にと もな い,い っき ょに

大 量の イ ンテ リジェン ト・ター ミナルが発表

された。

これ らの,い わゆ るSNAプ ロダク トは,い

ず れ もホス ト ・コンピュー タの負荷の軽 減 を

はか る もの で,ロ ーカル ・サ イ ドでの処理 能

力 の向上 をめ ざした ものであ った。IBMは,

ロ ー カル処理 の実現 を,ま ず3790デ ー タ通 信

/デ ー タ入力構 成で,デ ー タ ・エン トリー処

理 の ノー ドへ の分 散化 とい うかた ちで は じめ

る とともに,1975年 よ り次々 と新型 の ミニ コ

ン ピュー タない しマイ クロコン ピュータ応用

の ロー カル ・プロセ ッサーを発表 したの であ

うた。

システ ム/32か らは じまるスモール ・ビジ

ネス ・コンピ ュータ ・フ ァ ミリーは,ソ フ ト

ウェア的には シングル ・ローカル処理 か ら次

第 に マルチ ・ローカル処理機能 に移 行 し,S

/38で は は っ きりとSNAロ ー カル・プロセ ッ

サーの役割 りを鮮明 にして きたの であ った。

この間,ワ ー クステ ーシ ョン ・システムが定

着す ると ともに,構 内オ ンラインを含めた ロ
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一 カル ・ネ ットワー ク化 の推 進 がはか られて

ゆ く。 システム/38は,こ うしたスモ ール ・

ビジネ ス ・コンピュータの ネ ッ トワー クの 中

におけ る役割 りを,DB/DCで ま とめ あげた

もの とい え る。

シス テム/38は,シ ステ ム/34の 上 位機種

であ り,そ れ以前の バ ッチ ・タイプの小型 ビ

ジネス機,シ ステム/3の グ レード'ア ップ'

モ デルで もある。 システ ム/38は,34以 上 に

ワー クステーシ ョン処理指 向 を強 くうち出 し

て きてい るが,こ れ は新 しいデ ータベース ・

マネ ジメン ト機能の活用 と も密接 にか らん で

い る。これ までIBMはDB/DCで あ ま り評 判

がよ くなか った。デ ータ ・コ ミュニ ケー シ ョ

ンでは,SNAを 発 表 して不満 を解消 した もの

のデー タベ ースではIMSに 対 して依然根強 い

不満 があ る。IMSは もと もと特 定のユ ーザ ー

のデー タ管理用につ くられ た もので,そ の後

様 々 な機 能 改 良が 行 われ たが,機 能 の 重 複

が めだつ な ど効率 があま りよ くない と されて

いる。 また現 在の中心的 オペ レーテ ィング ・

システムで あるMVSと の インタフェース が う

ま くゆか ず,運 営 がや っか いであ る。

システム/38で は,こ うしたIBMのDBに

対 す る.不満 を解消す るための'根本 的'努力が ほ

の めか されている。IBMは,は っきりと リ レ

ーシ ョナル ・データベー ス ・モデル とS/38

を規 定 していない ものの,そ め方 向へ 発展 す

る'可能性 を秘 めた マシン とい うことは認 めて

い る。

システ ム/38は ワ ー クステ ーシ ョン機能 の

強化 によ って 多 くの ユーザーが様 々な業務 で

コン ピュー タを利 用す るよ う設計 され てい る

が,こ の場合最 も必要 と され るこ とはデ ー タ

ベース ・マネジメン ト機能 の充実で あ る。従



来で は ローカル ・サイ ドでそ うしたDB機 能 を

編成 し維持 す るこ と自体大 きな負担 にな って

いた し,な かなか むずか しいこ とで あったが,

IBMは コス トの安 いメモ リーをふんだん につ

けたニ ュー ・モ デルで,そ れを実現 しよ うと

したのであ る。S/38で は,1KBあ た りメ

モ リー価格がシステム/34の 半 分以下 とい う極

安 の値 段で,1.5MBと い うこれ までの スモ ー

ル ・ビジネス ・システ ムの常識 をやぶ るボ リ

ュー ムの主記憶容量 を実現 した。それ に と も

ない単一 レベル記憶 とい うコンセ プ トを導入,

デ ィス ク も単純 に メモ リー として取扱 うよ う

な フ ァイル ・スペース管理の手法 を採 用 した。

ユーザ ーは これに よ り,一 時域,プ ログラム・

オ ーバ ー レイ,区 画,ボ リューム ・ラベル な

どの記憶機構 管理 に対す るわず らわ しい配慮

か ら自由にな ると され る。

システ ム/38は ま た,マ シン設計 とマイ ク

ロコー ド化 を大胆 にすす め,ハ ー ドウェア→

フ ァー ムウェア→ ソ フ トフ ェア を実 現 してい

る。(図3参 照)こ れによ ってオペ レーテ ィン

グ ・システム機能 のい っそ うの改 善 がめ ざさ

れてお り,デ ー タ ・ベ ース管理の新 しい考 え

方 とと もに,今 後 のマ シン開発の方 向を示 す

もの とみ られてい る。

ところで8100情 報 システムの ソフ トウェア

戦略 は,1974年 以 降のIBMの 大 きな分散処理

アプ リケー シ ョン ・アプローチの 申に あって,

S/38と 別 の もうひ とつの系統 のア プ ローチ

を継承 してい るよ うに思 われ る。

8100シ ス テムは,S/38が デ ータベース処

理 システ ムと して出現 してい るのに対 して,

む しろハ ー ドウェアか らソフ トウェアを切 り

離 したプロセ ッサーとしてユーザーに提供 され

る とい うセールス ・イメー ジを強 くもって い
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図3シ ステム/38の 基本設計
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る。 この方式の もとは,1976年 に 発表 され た

ミニ コ ン ピ ュー タ,シ リー ズ/1に あ る。

シ リー ズ/1は,発 表 当初 完全 なハ ー ドウェ

アだけの商品,つ ま りプロセ ッサ ー商 品 とし

て出 され た。 こうしたや り方 は,従 来 のIBM

に は なか った発想 で あった。

S/1は,EDP経 験 の深いユ ーザ ーむ け と

い うキ ャッチ フレー ズで,ほ とん どノーソフ

トウ ェア ・サポ ー トで,し か も周 辺装 置 も完

備 しない プロセ ッサ ー商 品 として登場 した。

しか し,翌77年,78年 で,OSと 言 語(PL/I

FORTRANIV)が サ ポー トされ,次 に通 信ソ

フ トウェアまわ りの追加 が行 われSNAむ け

プ ロセ ッサ ーの条件 がつ け られ てい った。 こ

うした ソフ トウ ェアの追 加 は,完 全 なOSの

価 格 分離 とい うかた ちで行 われたので ある。

8100情 報 システ ムは,シ リーズ/1の プ ロ

セ ッサ ー と基 本 ソフ トウ ェアをわけ る とい う

戦略 をそのま ま引 きつ いだ。そ して シ リーズ

/1で み きわめた分散処理 む けソフ トウ ェア



の条件 を しっか り検討 した うえで,そ の 条件

にあ う基本 ソ フ トウェアを完全 な別価格 でサ

ポー トし,ユ ーザ ーはその ソフ トウェアの選

択 によ って プロセ ッサ ーの機能 を使い わけ る

とい うところまで発展 させて いたので あ る。

汎用機OSの モジュール化 と価格分

離の進行

IBMは,し ば しば小型機種 ない し汎用 ロー

エ ン ド・モデ ルで革新技 術の実 験,新 しい マ

ーケテ ィングの試行 を行 って きた。 この意味

で ワー クステーシ ョンの確立 とDBの 新 方 向

をめ ざす システム30シ リーズ,と りわ けシス

テ ム/38の 動 向 とね らいについて は深 い読み

が必要 とみ られてい る。すなわ ちシステ ム/

38のDBコ ン セ プ トは,近 い将 来の汎 用上位

機 種でサ ポー トされ る可能性 が強 い とみ られ

てい る。

また シ リーズ/1に は じま り,8100情 報 シ

ステ ムに いた る分 散処 理 プロセ ッサーの動 向

も,汎 用 メイ ンフレー ム ・プロダ ク トに影響

を与 えて ゆ くもの とみ られ て い る。 事実,今

回発表の4300シ リーズの市場戦略,設 計方針

に もすで に影響 が出て いるとみて よい だろ う。

4300シ リーズの発表で注 目され るこ との ひ

とつ は,上 位機種 とみ られ る4341と 下 位機種

4331と の 価格 およ び性 能,ア ーキテ クチ ュア

の ちが いが大 きい とい うこ とで あ る。た とえ

ば4331は,4341に 比 べ,単 純 に1MBあ た り

レンタル料 でみ ると,半 分 ちか く安 く設 定 さ

れて お り,設 計 内容 も4331が 統 合通 信 アダ プ

ターを有 し,入 出力面 ではアダ プター中心型

の プ ロセ ッサー とな って いるの に対 し,4341

プ ロ セ ッサーのほ うは,チ ャネル中心型 の プ

ロセ ッサーであ る。4331は4341に 比 べ システ
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ム構 成 に制 限があ り,小 規模 システム用 にな

ってい る。また4331は,シ ス テム/3と もデ

ータ交換而 で互換性 を持 たせ るな ど,エ ン ト

リー ・レベルの グレー ド・ア ップをね らい,

しか も全体的には分散処理,ネ ットワーク ・

プロセ ッサーの イメージが強 い。一方の4341

は システ ム370と の 互換性 が強調 され汎用 モ

デル と位 置づけ られ る。

事実IBMも,4331はDB/DC,イ ン タ ラク

テ ィブ ・アプ リケ ーシ ョンを めざ し,4341は,

370中 型 モデルの グ レー ド ・ア ップ機 と宣 伝

してい る。同 じ4300シ リーズ とい って も,31

と41と で はね らいが ちが うの であ る。つ ま り,

両 モデル は,こ れ までの汎用機 シ リーズのパ

フ ォーマンス差 によ るモデル 区分 でな く,用

途,分 担 によるモデル設 定 とい うかた ちに な

ってい る。実際 に4331は,汎 用 ラインと して

は,は じめて ネ ッ トワー ク ・プロセ ッサ ーの

性格 を持 ったモ デルで もある。 この点 は8100

モ デ ルの キ ャラ クターに ちか い ものが ある。

しか し,こ の2つ の プロセ ッサーは,市 場 ニ

ーズによる使いわ けが行われ る もの とみ られ

て いる。業 界関係者 は,80年 代 には汎用 コン

ピュータの役 割 は フ ァー ム ウ ェア機能 の拡

大 とともに次第 に分 解 し,ネ ッ トワークにつ

らな る目的別 プロセ ッサ ーの発表が多 くな る

だろ うとみ るむ き もあるが,そ の傾向 が8100

や4331モ デ ルにみ られ るので はなか ろ うか。

4300シ リーズで,も うひとつ注 目 され るの

は フ ァー ムウェア作戦 の本格 的展 開 と,こ れ

に と もな うOSの 機 能 の部分 的価格 分離の進

行で ある。

4300で は3つ の新 しいOSが 発 表 された。

DOS/VSE,VM/370リ リー ス6,0S/VS

1リ リース7が それ で,い ずれ もシステ ム/



370用 ソ フ トウ ェアの機能拡張版 であ る。DO

S/VSEは,従 来 のDOS/VSリ リー ス34か

らVSE/VSAM,VSE/POWERな ど を分

離 しライセ ンス ・プログラム とした もので43

00の 中心 的OSと して,マ ル チプ ログラ ミン

グ機能,ダ イナ ミック ・デ ィスク・スペー ス'

ア ロケー シ ョン機能な どが強化 されて い る。

(4300で は この他OS構 成 用の新 しい ライセ

ンス ・プログラム群 としてBTAM-ES,VS

E/AF,ACF/VTAM,VSE/ICCF等 を

加 え,利 用に際 しては,こ れ らの モジ ュール

化 された プログラム群の中か ら必 要な もの を

選 び出 し,個 々のDP環 境 に マ ッチす るOS

をつ く り出すよ うにな ってい る。)

DOS/VSEの 機能拡張 部分 は,フ ァー ム 』

ウェア ・ルーチ ンの集 合体で あるECPS(拡

張 制御 プログラム ・サポー ト)に よ って実現

され る。 従 ってDOS/VSEは 実 質 的 に2つ

のバ ージ ョンの プロダク トとな る。つ ま り,

IBMの 説 明に よれ ば,4300プ ロセ ッサ ーは「シ

ステム/370モ ー ド」 と 「ECPS:VSEモ ー

ド」 の2つ のオペ レーシ ョン ・モー ドで働か

せ るこ とがで きるとい うのだ。ECPS:VS

Eモ ー ドは,DOS/VSEの 機 能 をフルに使

用す る場合 のモー ドで,4300上 の マイ クロコ

ー ドの利点 を増大 させ大 きな性 能改善 を もた

らす とい う。 た とえば,機 能拡 張制御 プログ

ラムで あるVSE/AFと 呼 ばれる新 しい プ ロ

ダク トによ って,マ ルチ プログラ ミン グ機 能

な ど大 きく改 善で きるのであ る。 そ して この

場 合,VSE/AFは 有 料(ラ イセ ンス料130

ドル/月,保 守料44ド ル/月)で 提供 され る。

4300シ リーズでは,当 初一部 で予想 され た

よ うな オペ レーテ ィング ・ソ フ トウ ェアの全

面 的価 格分離(シ リーズ/1か らは じま り,
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8100シ リーズで完成 したよ うな〉は行われ な

かった ものの,マ イク ロコー ドによ る機能改

良部 を中心に徐々 に価格分 離 を行 うとい う方

法が とられた。換言 すれ ば,IBMは マ イ クロ

コー ド化に3つ のね らいを持 ってい るの だ。

価格分離 と機能改 良,そ れ に ブラコン対 策が

それであ る。

IBMのOS機 能 の一部 の フ ァームウェア化

は1976年OS/VS2(MVS)リ リース3.7にSU

(セ レ クタブル ・ユニ ッ ト=無 料)を 導入 した

のが最初 で,次 いで77年 に303Xプ ロセ ッサー

発表 に と もない システ ム/370拡 張 機構168の

オ プションとして発表 した。この拡張機構(E

F)は303Xの 標 準装備 とな り,同 時期に発表 さ

れた プログラム ・プロダク トOS/VS2(MVS)

/SystemExtension(MVS/SE)と 対 に

な って,MVS下 で 働 くシステ ムの処 理性 能 を,

通 常の370/168や303Xの 性 能1と比べOS部

で20%,全 体 でほぼ14%向 上 させた もので あ

った(表7参 照)。

このMVS/SEは,プ ログ ラム ・プロダク

トとして発表 され,OSの 有 料化 がは じまっ

たの であ る。 また こ うした傾 向は,今 回のD

OS/VSEに 先 だ った,従 来 のDOS/VSで

も行 われてお り,77年 のDOS/VSリ リース

34機 能 拡張時 に,機 能拡張 部分 をプ ログ ラム ・

プロダク トとして発表 して い る。今回の4300

シ リーズでは,フ ァームウ ェア化 とOSの 価

格分離 とい うこの傾向が は っき りと定着 した

もよ うであ る。

いかにしてソフトウェアを使わせるか

コン ピュー タの発展 は,演 算 スピー ド,メ

モ リー容量 の増大 として表 わ され るが,そ れ



表71BMオ ペ レーティング ・システムの 発展

ソ フ トウ ェア(シ ス テ ム制

年 ハ ー ドウ ェ ア 御 プログ ラム)お よ びサボ
一 ト ・サ ー ビ ス

1954 IBM305 プ ログ ラム記憶方 式第1号

機

700シ リー ズ AutoCoder

1401 BPS

7000シ リー ズ OS

1964 360シ リー ズ BOS/TOS

OS/PCP

OS/MFT,OS/MVT,DOS

360-65MP WT/MP,TSO

1970 370/155,165 PSCE(プ ロ グ ラ ム ・サ ボ
一 トCE制 度)

1972 370/158,168 VS1,VS2-1

VM/370

1973 370/158MP,168MP DOS/VS

(RETAINデ ータバ ンク ・

サ ー ビス)

1974 SNAイ ンテリジェン ト MVS(OS/VS2-2以 降)

ター ミナルおよびFEP SNA(VTAM,NCP)

(3600,3650,3270,
3790etc.)

(3705)

3705-2,S/32 ACF/VTAM(サ ポ ー ト ・

プログラムNOSP)

1976 S/34,シ リー ズ/1 ACF/NCP

(ノ ー ソ フ トウ ェ ア)

370/158APS OS/VS1-6
ニ ュ ー リ リー スIMS-VS

CICS/VS

(遠隔サ ポー ト機能)

1977 303Xシ リー ズ WS/SE,S/370EF

1978 8100シ リーズ DPPX,DPCX

S/38 IDU,CPF

1979 4300シ リーズ DOS/VSE

OS/VSlリ リー ス7

VM/370リ リー ス6

(ソ フ トウ ェ ア ・サ ポ ー ト

セ ンター設立)

はまた オペ レーテ ィング ・システム巨大 化へ

の あゆ みで もある。 コン ピュータの運転 を 自

動 化 して ゆ く目的 を持 って 自己増殖 す るOS

は,EDPス ペ シャ リス トの作 業活 動 を次 々 と

マ シンの側 に吸収 してい った。初期 のOS,

つ ま り7000シ リーズ初期 の時の基本 ソ フ トウ

ェアでは,ま だ1つ の仕事 ごとにオペ レータ

が手 を下 し,判 断 してい たが,次 第に改良 さ

れ たIBSYS/IBJOB制 御 プログラムよ り要
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員 の 介入度 は減少 して ゆ く。そ して タス ク管

理 とい う概 念を持 ち,多 重 プログラ ミングを

め ざした360/OS体 系 では,機 械 がそれ自身

の作業管理 にむか って歩 き出 したので あ る。

OSの こ うした 自己増殖 に と もない,当 然

それ を構成す るプログラ ム命令数 は増大 し,

OS/PCP・R1・ で は30万 ぐ らいであった もの

がOS/MVT・R12で は100万 に ちか く,さ ら

にMVSで は400万 の ラインに ちか くな って き

た。汎用 オペレーテ ィン グ ・システム ・プ ロ

ダ ク トの この ような 巨大化 とそ こ か ら必然化

す る内容 の複雑化 は,コ ンピュータ ・メー カ

ーIBMに とって頭 の痛い課題 で もあ る。OS

の 巨大化 は,機 能 の増大 を示 す もので はあ る

が,開 発が複雑 とな り,機 能変更,ユ ー ザー・

ニーズの くみ あげが柔軟化 で きず,ま た開発

効率 もステ ップ数 の増大 とと もに低下 す る。

さ らに何 よ りも,ユ ーザ ーにそ うした複雑 高

度化す るソフ トウェアの機能 を どのよ うに理

解 させ,使 わせてゆ くか,ま た ソフ トウェア・

トラブル が起 きた場 合 ど う対 応 してゆ くか と

い ったセールスおよびサ ポー ト上の問題 が 出

て きたので ある。

OSの 複 雑化 と柔 軟性の欠如 につい ては,

モ ジュール方式 とい う発想 が と り入れ られ,

ユ ーザ ーの問題 ごとに,そ れにぴ った りした

オペ レーテ ィング ・システム環境 をつ くって

ゆ くとい う方向が出て きた。8100お よ び4300

シ リーズの ソフ トウェア ・プ ログラムの発表

のかた ちが それであ る。 こ うした傾向 は,ユ

ーザ ーにオペ レーテ ィング ・ソフ トウ ェア ・

プロダク トの選択 の範 囲 を拡大 させ る ことに ・

な るが,そ れは逆 にい えばIBMの ソ フ トウ ェ

ア製 品の種類がふ えるこ・とで もあ る。事実,

表7か らもわか るとお り,1974年 以 降IBMの



ソフ トウェア ・プロダ ク トの種類 は急速 にふ

えて い る。表 にはな いそのっ ど行われ た機能

強化 プ ログ ラム も含 める と,そ の数 は もっと

多い。事 実今回の4300のOSで も数 多 くのオ

プシ ョン ・プロダク ト(ラ イセ ンス・プ ログラ

ム群)が 出 されて いる。

ユ ーザーは,こ の よ うな多様化 した ソフ ト

ウェア ・プロダク トを最 も効果 的に選択 して

ゆかね ばな らな いわ けだが,IBMは こ う した

作 業で積極 的にユ ーザ ーをサ ポー トして ゆ く

ための体制 をつ くった。 システ ム導 入時生産

性 向上拡張 機能(SIPO/E)ど 呼 ばれ るサー

ビス体制 がそれ である。 この システ ムのね ら

いは,複 雑高 度化す るオペ レーテ ィング ・シ

ス テムを含む ソフ トウ ェア ・プ ロダ ク トの導

入 をいかに短期間で,か つ効果 的に低コス ト

で実行 す るか とい うところにあ り,こ の ため

ユ ーザ ーの問題分析,最 適の ソ フ トウェアの

選択 と教 育訓 練,導 入 スケジ ュールの設定 な

どの面 でユ ーザ ーをサ ポー トす るので あ る。

たと えば4300シ リーズでは,DOS/VSE

の ユ ーザー は,DB/DC,シ ス テ ム制御 ライ

セ ンス ・プロダク ト群,'言 語 な どソ フ トウェ

アをどのよ うに組み合 わせて ゆけば よいか を

IBMに 相 談 す るが,こ のよ うな場合,適 切 な

ア ドバ イスとと もに標準 的にサポー トで きる

パ ッケー ジ化 されたソフ トウ ェアの提供 が常

に用意 されて いる。 そ してその プロダク トの

組 み合 わせで,ユ ーザーに最適 なオペ レーテ

ィング ・システム環境 がつ くられてゆ くので

あ る。

SIPO/Eは4300の 新OSむ けに組まれた体

『制
だが,そ の前身 は1975年 にOS導 入 支援 と

して生 まれ た(DOS/VSリ リース31の と き

の)IPOで あ る。 この方式 は76年 以 降,MVS
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やOS/VS1に も適 用 され,OSの バ ー ジ ョ

ン ・ア ップとと もに この内容が拡充 されて き

た。その名称 も,IPOか らSIPOそ し てSI

PO/Eへ と移 って きてい る。IBMは,複 雑

化 し多様化 して ゆ くソフ トウェア ・プロダ ク

トの導入 を,い か にユーザーに抵抗 な く行わ

せ るか という努力 をっみか さねて きたので ある。

こうしたソフ トウ ェア ・サ ポー ト体制 を80

年 代 のセ ール スにむけて再構成 したのが新 し

いサ ポー ト ・セ ンターの設 立であ るとみる こ

と もで きよ う。 このサポ ー ト・セ ンターには,

単 な る電話以上の ものがあ る。た とえばシカ

ゴでの実験 では,新 し くOSを 導 入 したユー

ザ ーが,コ ンバ ージ ョンとか グレー ド・ア ッ

プ時の トラブルが出た場 合セ ンターに連絡 す

ると,そ の ための適 切な ア ドバイス,手 続 き

が電話 で伝 えられるとともに,必 要 な らPSCE

(プ ログ ラム ・サ ポー ト要 員)が 派遣 され,問

題の解決 にあた るの だ。

IBMで は こ うしたサ ー ビス体制 を支障な く

実行す るため,各OSの 種 類 ごとに相談員 を

置 き,さ らにそのサ ポー トをす るスペシ ャリ

ス トと問題解決 支援 のた めのRETAINと 呼

ば れ る巨大 な デー タバ ンクが設けられている。

RETAINの 存 在 は,こ れ まで表面化 して い

なか ったが,1973年 ごろか らオペレー シ ョン

に 入 って い た と され て お り,IBMの 全 世 界

の設置 コン ピュータの ソフ トウェア/ハ ー ド

ウェア ・トラブル状況,生 産開発 の問題情 報

な どが刻 々 と集 約 され,世 界各国 での経験 を

相互 に交流,役 立て よ うとい う もので ある。『

具 体的 にい えば,IMSに 関す る西 ドィッのユ

ーザ ーの特 定の問題 と解決 は ,日 本の ユーザ

ーの トラブルに も役立 て ることが可 能 で,し

か もその情報は サテ ライ トを使 って わずか十



数 分 で入手可能 なの であ る。 アメ リカの シカ

ゴで も,サ ポー ト ・セン ターの各OS担 当 者

は,ユ ーザーか らの相談 を,こ のRETAINに

オ ン ラインで問 い合 わせ なが ら行 って い る。

また4300,303Xフ 。ロセ ッサ ーの遠 隔か ら行 わ

れ るハー ドウェア ・トラブルの解決 に もこの

RETAINの デ ー タが活用 され るとと もに,シ

ステ ムの マイク ロコー ドの トラブル とか機能

修正 な どにつ いては,遠 隔 サポー ト・シス テ

ムを通 じ,セ ンターか ら(ま たは工場 か ら)

直 接 マ イクロコー ド修正 が実行 され るので あ

る。

図4新 しいサポート・センターの機構
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IBMの この新 しいサポー ト体 制は,グ ロー

バルな規模 で実行 されてい るのが特 徴で,た

とえば 日本の場合4300の ユ ーザーの ソフ トウ

ェア ・トラブル がサポー ト・セ ンターで解 決

で きぬよ うな性格 の場合,ア メ リカお よび ヨ

ー ロッパに設置 されてい るRETAINデ ー タ

バ ンクに問 い合 わせ がな され,こ の中か ら,

も しくは特定の 開発 グルー プか らの解決 法が

オ ンラインで返 送 されて くるとい う仕組 みに
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な ってい る。 ター ミナルな どの システ ム ・ト

ラ ブルで はその部 分を切断すれ ば ことた りる

が,ソ フ トウェアの トラブル は影響が甚大 で

あ るだ けに,こ のよ うな万全 な体制 が必要 な

わ けで あろ う。 と同時 に,IBMは こ うした支

援 体制の もとで,導 入か ら保 守,グ レー ド・

ア ップ全体 にわた るサ ー ビスを行 い,ソ フ ト

ウ ェア ・セールスを促進 しよ うとして い るの

だ。そ して これまでに蓄積 された ノウハウ を,

コ ンサ ルテーシ ョン ・サ ービスにまで拡大 し

てセ ールス しよ うとして いるの だ

3明 日の オ フ ィス市 場 を 目指

して

未開の大市場

生誕 以来,比 類のない技術進歩 と市 場拡大

を続 けて きたコンピュー タ産業 ではあ るが,

市 場 は成熟の度合い をとみに増 してお り,伝

統 的な意味でのEDP需 要が頭打 ちになるの も

そ う遠 い将来で はない といわ れてい る。例 え

ば,ADL(ArthurD・Little)社 は,そ の 時

期 を1980年 代半 ば ごろ とみて い る。

しか しこれは,EDPベ ンダーの事業 規模 が

小 さ くな るとい うこ とで はない。 オフ ィス ・

オー トメー ション等の新 しいマ ーケ ッ トが急

速 に拡大 してゆ くこ とで,"EDPシ ス テ ム"

ベ ンダーは,"ソ ル ー シ ョン"ベ ンダー として

新 たな成長 が期待 されてい る。

尾大 な潜在需要が 見込 まれ るオフ ィス市 場

に対 し,ベ ンダー各社 は種々の製品や サ ー ビ

ス を携 えて乗 り込ん でい る。 トータルな意味

での オ フ ィス ・オー トメ ーシ ョン ・シス テム

は,現 実 にはまだ出現 してい ないが,こ れへ

向 けて の試 みは各社 か ら出 されてい る。 オフ



イス ・オー トメー シ ョンは,オ フ ィスの コ ミ

ュニケ ーシ ョン・フローを円滑 に効 率的 に し,

生 産性 を向上 させよ うとい うもので,具 体 的

な個 々の製品 としては,ワ ー ド ・プロセ ッサ

ー
,テ レプ リンター,フ ァクシ ミリ,電 子複

写,電 子写 植,マ イ クログ ラフ ィックス,P

ABX,オ フ ィス ・コン ピュー タ,デ クテー シ

ョン機器,電 子郵便,さ らにはオフ ィス環境

その ものの コ ン トロールや保安 システ ムな ど

も含 まれ る。

オフ ィスの生産性 を高 めよ うとす る試 みが,

これ までの事務合理化の歴 史の中で絶 えず行

われて きた こ とは勿論 である。 それが最近 に

な って ことさ ら注 目 され るよ うにな った わけ

は,技 術革 新 が新 しい可能性 を示 す一 方,工

場 等で の生 産性の著 しい向上 の結果 オフ ィス

の低生産性 が問題 となって きた ことに あ る。

つ ま り,企 業活動 を トータルな姿 でみ た場 合,

オ フ ィス部門の労働集約 的構造の強 化が 目立

ち,問 題化 しつつ ある一方 で,コ ン ピュー タ

お よび関連 技術 の進歩 がその解決 の可 能性 を

提示 したた め,急 速 に注 目 され るよ うにな っ

て きた とい うことだ。

しか し,オ フ ィス ・オー トメーシ ョン とい

うこ とで,あ るべ き将来 のオフ ィス像 とい う

ものが,ひ とつ の完成 された姿 として論 じら

れて い るわけではない。事業所毎 に異 なったニ

ー ズが あ るよ うに
,将 来 のオフ ィス像 とい っ

た もの は無数の選択肢 の中に置かれて い るの

で あ る。 オ フ ィス ・オー トメー シ ョンの概

念が示 して いるのは,そ の方 向性 に他な らな

い。

将来 のオ フ ィス市場制覇 に向けて コン ピュ

ー タ本体 メーカー各社 が錆 を削って いるの は

勿 論で あ るが,こ こではコン ピュー タ市場 と
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は ま た若干異 な った競争 が展開 されている。コ

ンピュータ市場 では圧 倒的な力 を持 ってい る

IBMも,こ こでは大 きな影響力 を有 してい る

とはい え,ま だ他 を圧す る勢力 とはな って い

ない。そ してかつ て コンピュータ本体 ビジ ネ

スか ら撤 退 して話題 をまいたXerox,世 界 最

大 のメー ジ ャー(国 際石油資本)のExxonな ど

が有 力企業 とし て顔 を出 して くる。

ここで,ト ータルなオ フ ィス情報 システム

の構築 とその市場制覇 を目指 した企業群の横

顔 を概観 して みよ う。

lBMの 戦略

年 間211億 ドルを売上 げ,31億 ドルの利 益

をあげるコン ピュー タ界の巨人,IBMは,こ

の分野 で も最大の 影響力 を持 って いる。 オ フ

ィス市場 を目指す とい うことで あれ ば,事 業

分 野の配分か らしてOPD(オ フ ィス ・プ ロダ

クツ部門)が 中心 とい うことになるが,GSD

(ゼ ネ ラル ・システ ム部門)そ してDPD(デ

ー タ ・プロセシ ング部 門)も 協同 して
,あ る

いは独 自に事業 を展 開 してい る。

OPDは,高 度 システ ムを扱 うOSG(オ フ ィ

ス ・システムズ ・グル ープ)と,日 常 的な事

務機器 を扱 うOPG(オ フ ィス ・プロダクツ ・

グル ープ)に 分 かれてい る。 ここでい う高 度

シス テム とは,デ ィスケ ッ トとか磁気 カー ド

の よ うな取 りはず しの き く記録 メデ ィアを備

えた もの であ る。

具体 的な製 品 としてOPGは,セ レク トリッ

ク ・タイプ ライ ター,メ モ リー ・タイプライ

ター,モ デル50お よ び60電 子 タイ プライター,

複 写機,デ クテー シ ョン機器,そ して消耗 品

を扱 い,OSGは 各 種磁気 カー ド装置,OS/6



(OfficeSystem/6),ド キ ュメン ト・プ リ

ンタ,シ ス テム/32WPな どを扱 ってい る。

OPDの 事 業 は ここ数年 低迷 を続 けて きた。

売 上 げは順調 に推 移 して いるとい うものの,

プ ロフ ィッ ト・マ ージンが5年 ほ ど前 と比べ

大幅 に落 ちてお り,デ ータ ・プ ロセ シング事

業 と比べ て も遜色が著 しい。OPDの 中 で も,

OSGの 事 業 内容 が よ くな い といわれてい る。

78年7月 半ば に,IBMはOPDの トップJames

J.Forese氏 を 本社の アシス タン ト・トレジ

ャラーに据 え,報 道担 当副 社長J.Richard

Young氏 を後釜 にす るとい う人事 を発表 した

が,業 界筋や証券筋の見方 では,こ れ はForese

氏 の 社内格付 けを1～2ラ ンク下 げる降等人

事 で,OPDの 低 迷打 破 に向 けて の動 きで あろ

うとい う。

IBM・OPDは,ノ ン デ ィ ス プ レ イ ・ タ イ プ

の ワ ー ド ・プ ロ セ ッサ ー 市 場 で 圧 倒 的 な 市 場

シ ェ ア を 有 して い る 。 し か し ワ ー ド ・ プ ロ セ

ッ サ ー 市 場 は,デ ィ ス プ レ イ ・ タ イ プ お よ び

シ ェ ア ド ・ ロ ジ ッ ク ・シ ス テ ムへ の 移 行 傾 向

を み せ て い る た め,現 在 有 す る市 場 を い か に

グ レ ー ド ・ア ッ プ し て ゆ く か が 問 題 と な っ て

い る 。こ の 目 的 を 果 た し,ワ ー ド ・プ ロ セ シ ン

グ と デ ー タ ・プ ロ セ シ ン グ の 統 合 を 図 ろ う と

す る の がOS/6で あ り,そ の 方 向 性 は 評 価

さ れ て は い る が,市 場 ニ ー ズ を 読 み ま ち が え

た 失 敗 作 と 評 す る ア ナ リ ス ト も い る 。

しか し79年2月 に 発 表 され たOS/6フ ァ ミ

リ ー の 最 新 メ ン バ ー,6670イ ン フ ォ メ ー シ ョ

ン ・デ ィ ス ト リ ビ ュ ー タ は,各 方 面 か ら高 く

評 価 さ れ て い る 。 こ れ は,レ ー ザ ー ・ プ リ ン

図56670の 構 成
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タ とコ ピヤー とをあわせ たよ うな もの で,"イ

ン テ リジ ェン ト・コピヤー"あ るい は"イ ン

テ リジ ェン ト・プ リンター"と で も呼ぶべ きも

の。WangLaborat。ries社 が これ よ り先 に

発表 した同種の製品 と比べ る と,価 格 は高 い

ものの,は るか に高度 な機能 を有 す る もの で

ある といえる。IBMは 当面販売地 区 をニ ュー

ヨー ク,シ カゴ,ロ サンゼル スの3地 区に限

定 して い る。 これは製造 と要員訓練 を勘案 し

ての結果,と 説 明 されて いるが,IBM自 身 も

は っ き りとは算定で きな いこの新製 品の市場

需 要 を探 るた めではないか と も'言われ てい る。

買取 り/リ ース価格比が高 く設定 されて い る

の も,こ のため だと言われてい る。 と もあれ

6670は オ フ ィス ・オー トメー シ ョン市 場へ 向

けだ意欲 的な,そ して有力な製品 であ る とい

えよ う。

OPDと 同 じGBG(ゼ ネ ラル・ビジネス ・グ

ルー プ)に 属 す るGSD(ゼ ネ ラル ・シス テム

ズ部門)も 重 要な存 在だ。 システム/3,同

32,同34,同38,5100,5110,シ ス テ ム/7

そ して シ リー ズ/1な ど を担 当す るGSDは,

ス モー ル パビジネス ・コンピュー タそ して ミ

ニ コン ピュー タとい う側面か らオ フ ィス市場

を目指 して い る。

78年7月 にGBGの 分 離 ・独立 問題が論 じら

れた こ とがあ ったが,GBGは 独 立で きる程,

言 いか えれ ばIBMの 中 の ミニIBMと 呼 べ る程

の総 合力 を有 す る部 門であ り,GSDとOPD

の製 品群 を背景 とした今後 の事業 展開 に は大

いに注 目すべ き ものがあ る。

従 来大型 シス テムを担 当 して きたDPD(デ

ー タ ・プ ロセ シング部 門)も
,分 散処 理 シス

テムを志向 して きた ことによ り,GSD,そ し

てOPDの 領 域 に も侵入 し始めて いる。その典

32

型 は8100情 報 システム,そ して3730オ フ ィス ・

コ ミュニケ ーシ ョン ・システ ムであ る。 オフ

ィス ・オー トメーシ ョン市場 は,DPDの 事 業

拡大 の必然的帰結 と して も位 置づけ られて い

るのだ。

8100はGSDの 製 品 ラインと競合 し,そ して

3730はOPDの 製 品 レンジに入 るべ きものとい

える。8100は370発 表 以来 の頂大発 表 といわ

れてお り,ま た3730も 注 目 されてい る。 しか

し3730に つ いて,例 えば調査会社TheYan-

keeGroupな どは,そ の限 られた機能 やそれ

に比 しての高価格,そ して8100の 存 在 な どか

らして,3730を 導 入す るメ リッ トは小 さい と

厳 しい見方を してい る。

GBGが ボ トム ・アップの方 向で製 品を拡 張'

してい く一方,DPDの ト ップ ・ダウ ン戦 略の

結果,蔀 門間に製品 間の重複が生 まれ,一 企

業 内での事業部 間競争 といった事態 も出て き

てい るが,IBM全 体 か らみれ ばGSDが 売 れ

よ うがDPDが 売 れよ うが同 じことなので ある。

つま り,GSDとDPDが 両 輪 とな ってIBMの

発 展 を支 え,将 来の オ フ ィス市場 を目指 して

い くとい うことで ある。

IBMは,オ フィス ・オー トメー シ ョン市 場

へ 向けての もう1つ の大 きな力 を持 って い る。

ComsatGeneral,AetnaLife&Casualty

との合弁事業,SBS(SatelliteBusiness

System)で あ る。この こと によ りIBMは 電

子郵便の技術 ノウハウを持 つ ことにな り,そ

の総体 とレて の潜在力 は さ らに大 きな もの と

なる。

広汎 な技術力 と十二分 な資金力 を有す るI

BMは,オ フ ィス ・オー トメーシ ョン市場 を

め ぐる競争 において も,リ ーダー シップを と

り続 ける ことは間違 い あるまい。



オ フ ィス市 場 にか けるXerox

1975年7月21日,コ ン ピュータ本 体事業 か

らの撤退 を発表 したXeroxだ っ たが,そ の後

も各種周辺機器事業,そ して コ ン ピュー タ ・

サー ビス事業 には引続 き大量の リソ ースを投

入 し続 けて きた。 この背景 には,将 来 のオ フ

ィス情'報システムの提供者 とな って いかな け

れば,小 規模 な事業所 を対 象 とした一 介の複

写 機 メーカーに成 り下 が って しま う,と い う

一種の危機感 と もい うべ き基 本認識 が あった。

シ ェアは低下 しつつあ るとは い え,複 写機

分野 では他 を圧す る力を持 って い ることには

か わ りはない し,今 後 も事業 の中心 で あ り続

ける ことは間違 いないだろ う。 その他の オフ

ィス関連 機器 では,フ ァクシ ミリ,特 に低速

機(グ ルー プ1)で 最大 の シェア を有 し,ま

たワー ド・プロセ ッサーでは ノンデ ィス プレ

イか らシェア ド・ロジ ックまで幅 広い製品 を

備 えてい る。

Xeroxの パ ロアル ト研究センター(PARC)

で 開発 された オフ ィス情'報 システ ムは,統 合

情報 シス テムへ向 けての意欲的な もの として

評価 され る。 この実験 システムは,ワ ー ド ・

プロセ シング,電 子メ ッセ ージング,写 植,

自動植字 な どの マルチフ ァン クシ ョン ・シ ス

テ ムで,印 刷,フ ァイ リング,ド キ ュメン ト

配布 な どを自動的 に処理 しよ うとい う もの。

個 々の技 術 は目新 し くない が,既 存 あ るい は

開発 中の ハー ドウ ェア技術 を統合 し,こ れ を

高度 な ソフ トウ ェアで 肉付 け して い る点が 評

価 されて いる。

Xeroxの 意 欲 的な試 みは これだ けで はない。

ます ますその重要性が増大 して い るデー タ通
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信 分 野 へ の 働 きか け が そ れ だ 。78年11月 に は

国 内 衛 星 通 信 網XTEN(XeroxTelecommu-

nicationsNetwork)の 計 画 を 発 表,79年 に

入 る とWUI,lnc.の 買 収 で 国 際 通 信 事 業 に も

か か わ っ て ゆ く方 向 を 示 し て い る 。

複 写 機,フ ァ ク シ ミ リ,ワ ー ド ・プ ロ セ ッ

サ ー(DaconicsCorp.),高 速 プ リ ン タ ー,'

デ イ ジ ーー一・ウ ィ ーーーール ・ プ リ ン タ ーー一(Diablo

Systemlnc.),ハ ー ド ・デ ィ ス ク(Diablo),

フ ロ ッ ピ ー ・デ ィス ク(ShugartAssociates),

静 電 プ リ ン タ ー お よ び プ ロ ッ タ ー(Versatec),

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス(XeroxComputer

Services),さ ら に,デ ジ タ ル 通 信 サ ー ビ ス

(XeroxCommunicationslnc.?1),そ し

て 国 際 通 信 サ ー ビ ス(WUI)と,幅 広 い 製 品

と シ ス テ ム を 持 つXeroxは,そ の 豊 富 な 資 金

量(現 ・預 金 資 産 だ け で 約7億 ドル)と 順 調 な

業 績(78年 決 算 で1株 当 り営 業 利 益5.77ド ル)

推 移,そ し て 意 欲 的 な 姿 勢 を 併 せ 考 え る と,

将 来 の オ フ ィス ・ シ ス テ ム 市 場 に,IBMと 共

に 最 短 距 離 に あ る 企 業 で あ る と い っ て い い だ

ろ う。

情報産業を志向するExxon

日本 では エ ッソ(Esso)の 名 で知 られ るE-

xxonは,い わず と知 れた最大の 国際石 油資本 。

Fortune誌 によ るアメ リカ工 鉱業企業番 付で

は,売 上 げはGM(G'eneralMotors)に 次 ぐ

2位,資 産で は1位 に ランク されてお り,I

BMに ま さると も劣 らない資金力 を持 って い

る。

Exxonの 事 業 多角化 は,そ の子会社Exxon

Enterprises,Inc.に よ り進 め られているが,

情 報処理関連事業 では傘下 に15社 を有 し,す



で に7,600万 ドル の 資 金 を 投 入 し て い る と い

わ れ て い る 。C.C.ガ ー ビ ンExxon会 長 は,

非 石 油 関 連 事 業 へ1980年 ま で に 総 額10億 ド ル

を投 じ る 意 向 で あ る と 語 っ て い る が,こ の う

ちの3分 の1が コ ン ピ ュ ー タ 関 連 事 業 に 投 資

さ れ た と す る と,そ れ が 及 ぼ す 影 響 は 決 し て

少 な く な い と い え る 。

傘 下 の 有 力 企 業 と し て は,Qyx(イ ン テ リ

ジ ェ ン ト ・ タ イ プ ラ イ タ ー),Vydec(ワ ー ド・

プ ロ セ ッ サ ー),Qwip(フ ァ ク シ ミ リ),Peri-

phonics(フ ロ ン トエ ン ド ・コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ

ン ・プ ロ セ ッサ ー お よ び 音 声 応 答 シ ス テ ム),

Delphi(電 話 応 答 シ ス テ ム),Dial。gSys-

tems(自 動 音,lf認 識 シ ス テ ム),そ し てZilog

(マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ ー)な ど が あ り,こ の 他

今 後 の 動 き が 注 目 され る新 興 企 業 と し てOp-

ticalInformationSystems(エ レ ク トロ ・

オ プ テ ィ カ ル ・コ ン ポ ー ネ ン トお よ び シ ス テ

ム),DataScreen(液 晶 デ ィ ス プ レ イ)な ど

が あ る 。

ExxonEnterprisesは,か つ て デ イ ジ ー ・

ウ ィー ル ・ プ リ ン タ ー のOEMサ プ ラ イ ヤ ー と

し て 名 高 いQumeCorporationの 株 式 の10

%を 保 有 し て い た が,コ ン グ ロ マ リ ッ ト と し

て 名 高 いITT(lnternationalTelephone&

TelegraphCorp.)が78年9月 に 全 株 取 得

を 画 策,12月16日 のQume株 主 総 会 の 議 決 を

経 て 最 終 的 にITTの ビ ジ ネ ス ・シ ス テ ム お よ

び コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ・グ ル ー プ の 傘 下 に 組

み 込 ま れ た 。 ま た,光 ダ イ オ ー ド事 業 を 行 っ

て い るEmdexは,近 く 売 却 され る こ と に な

ってい る。

先 に も述 べた よ うに,Exxonは 資金面 で は

圧倒的 な力 を持 ってお り問題 は全 くない とい

える。 また傘 下 子会社が開発 を進 めてい るシ
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ス テ ムの 中には,そ れ が成功す ればかつ ての・

ゼ ログラ フ ィーの開発 に も匹敵す るよ うな革

命的な もの もあ り,Exxonは 既 存企業の買収

そ して 自己の内部金鉱 の開発 とい う両側而 か

らみて,情 報関連事業 で一大勢 力 とな る可能

性 を十二 分に秘 めて い るとい えよ う。

Exxonが どの よ うな方策 を採 るとして も,

そ の情報 シス テム ・グルー プの成否 はひ とえ

に傘下各社 の持つ 力を1つ に結集で きるか否

か にかか って いる。

Exxonが こ うした事態 に気づ いてい ること

は勿論 であ る。か つては子会社 に対 し無 干渉

主義路 線 を貫 いて きたExxonだ ったが,最 近

はこれを変更 しつつあ り,すでにVydec,Qwip,

Zilogそ してQyxの 各社 の財務報告の標準化

作業 に着手 してい る。 また財務的に も,そ し

て経営 体制 に も問題が ある といわれ るZilog

に対 しては,よ り積極的に介入 して い く構 え

をみせて い る。

次の段階 は販売の共同化 であ る。現在 の と

ころ各社 はそれぞれの セールスおよびサー ビ

ス要員 を抱 えてい るが,い ずれ1人 のセール

ス ・スタ ッフがVydecの ワー ド・プロセ ッサ

ー
,Qyxの タ イプラ イター,Qwipの フ ァク

シ ミリ… … と全て の製 品 を扱 うようになろ う。

ExxonEnterprisesのH.B.サ イ クス上 席副

社長 はす でに こ うした方向で検討 が進め られ

て いる ことを示唆 してい る。

Burroughsは 専 業部 門 を設立

本 体 メ ー カ ー 各 社 中 最 も幅 広 い 製 品 を 揃 え

るBurr。ughsは,オ フ ィ ス市 場 制 覇 に 並 々 な

ら ぬ 意 欲 を 持 っ て お り,ワ ー ド ・プ ロ セ ッ サ

ー 事 業 のRedactronCorp .,フ ァ ク シ ミ リ



事 業 のGraphicSciences,lnc.を 中 核 と し

て,オ フ ィ ス ・プ ロ ダ ク ツ ・グ ル ー プ の 中 に

オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン 部 門 を 設 立 し て

い る 。Burroughsは 目下OCRス キ ャ ナ ー の メ

ー カ ー
,ContextCorp.を 買 収 す べ く,同 社

と 最 後 の ツ メ の 交 渉 を 行 っ て い る が,買 収 が

完 了 す れ ば 同 社 も オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ

ン部 門 に 組 み 入 れ られ る こ と に な ろ う 。

将 来 の オ フ ィ ス 市 場 と の 関 連 か ら み たBu-

rroughsの 今 後 は,そ の 大 き な オ フ ィ ス ・ コ

ン ピ ュ ー タ ・カ ス トマ ー ・ベ ー ス を ど れ だ け

巻 き 込 む こ と が で き る か,ま た 個 々 の 製 品 を

結 び つ け て ゆ く よ う な ソ フ ト ウ ェ ア を 開 発 し

て ゆ け る か と い う よ う な 点 に か か っ て い る と

表8主 要メーカーの製品ライン

い えよ う。Burroughsの マ ーケテ ィングおよ

びサ ポー ト組織 は しっか りして いると言われ

て いるが,セ ールス担 当者の質 およびモ ラー

ル に難が ある ともされてお り,こ の 問題 の早

急 な解決 も迫 られよ う。 コン ピュー タ本体 メ

ー カーとしてはIBMに 次 ぐ利益 を上 げ続 ける

(IBMと の 差 は非常 に大 きいことは事実 で あ
、

るが)Burroughsだ け に,今 後 の事業 展 開 に

は注 目 してゆ く必 要が あ ろ う。

その他の企業の動向

ミニ コ ン 界 の 巨 人,DEC(DigitalEquip-

mentCorp.)も 忘 れ て は な ら な い 存 在 だ 。
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同 社 は,現 在 で は ビ ジ ネ ス 用 小 型 コ ン ビ》ユ ー

タ や 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ の 分 野 に も進 出 し て お

り,分 散 処 理 ア ー キ テ ク チ ュ ア も発 表 し て い

る 。 ワ ー ド ・ プ ロ セ シ ン グ分 野 で は,通 信 機

能 を 有 す る高 度 な 製 品 を発 表 し て い る 。 ミ ニ

コ ン 事 業 で の や り方 と違 っ て,ワ ー ド ・ プ ロ

セ シ ン グ で は 完 全 な タ ー ン キ ー ・シ ス テ ム を

提 供 し て い る の が 注 目 さ れ る 。

オ フ ィ ス ・ コ ン ピ ュ ー タ と ミニ コ ン ピ ュ

ー タ で 名 高 いWangLaboratoriesは
,ワ ー

ド ・ プ ロ セ シ ン グ ・シ ス テ ム で も特 異 の 製 品

を 発 表 し て お り,申 で も シ ェ ア ド・ロ ジ ッ ク ・

シ ス テ ム で は 最 大 の 市 場 シ ェ ア を有 して い る。

78年12月 に は,同 社 の ワ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ ー

に 接 続 で き る イ ン テ リ ジ ェ ン ト ・ コ ピ ヤ ー

を 発 表 し て い る。 積 極 的 なR&D投 資 を進 め,

か っ 年 間26%以 上 の 成 長 を 続 け るWangは,

ダ ー ク ホ ー ス 的 存 在 と し て そ の 動 き に 注 目 す

る 必 要 が あ り そ う だ 。

3MCompanyの 事 業 の 中 で オ フ ィ ス ・ オ

ー ト メ ー シ ョ ン 関 連 機 器 が 占 め る 比 率 は ,77

年 の 売 上 げ で 約20%程 度 に な っ て い る 。 製 品

は コ ピ ヤ ー,COMお よ び マ イ ク ロ フ ィ ッ シ ュ

関 連 機 器,フ ァ ク シ ミ リ,ワ ー ド ・ プPセ ッ

サ ー と 幅 広 く,こ の 他 に も フ ロ ッ ピ ー ・デ ィ

ス ク,磁 気 テ ー プ/デ ィ ス ク な ど の 各 種 磁 気

メ デ ィ ア も製 造 して い る 。 ワ ー ド ・ プ ロ セ シ

ン グ ・ シ ス テ ム 事 業 は,子 会 社 のLinolex

Systems,lnc.(マ サ チ ュ ー セ ッ ツ 州 ノ ー ス

ビ レ リ カ)が 行 っ て い る 。

A.B.Dickは,シ カ ゴ の オ フ ィ ス 機 器 メ ー

カ ー で,デ ュ プ リケ 一 夕 ー で 特 に 強 い 地 盤 を

有 す る 他,ワ ー ド ・ プ ロ セ ッ サ ー,イ ン ク

`
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ジ ェ ッ ト ・ プ リ ン タ ー な ど の 製 品 も持 っ て い

る 。 同 社 は78年11月 半 ば,イ ギ リ ス の 総 合 電

機 ・電 子 メ ー カ ーGEC(GeneralElectric

Co;ア メ リ カ のGEと は 別 企 業)に 買 収 さ れ

る こ と で 両 社 間 の 合 意 を み た こ と を 明 ら か に

して い る。

AMInternatiρnalは,Addressograph-

MultigraphCorp.が 改 称 さ れ た もの 。 デ ュ

プ リ ケ 一 夕 ー ・ メ ー カ ー で あ る が,他 企 業 の

買 収 に よ り ワ ー ド ・プ ロ セ ッ サ ー,写 植,O

CRと い っ た 分 野 へ の 参 入 を 計 画 し て お り,

さ ら に ミニ コ ン ・メ ー カ ー 買 収 の 噂 も あ る 。

NCRも オ フ ィス市 場 に 熱 い 目 を 注 い で い る

が,そ の 中 心 市 場 は ま だ ま だ 卸 小 売 業 界 が 中

心 。 し か し バ ン キ ン グ ・ タ ー ミ ナ ル で もか な

りの 実 績 を 有 す る こ と か ら,そ の カ ス トマ ー ・

ベ ー ス を ど こ ま で 育 て て ゆ け る か が 今 後 の カ

ギ と な ろ う。

西 ド イ ツ の 小 型 コ ン ピ ュ ー タ ・メ ー カ ー,

Nb～dorfComputerAGは,子 会 社Nixdorf

ComputerInc.を 通 じ て ア メ リ カ で も 活 発

な 事 業 活 動 を 展 開 し て い る 。 し か し得 意 、と す

る 会 計 機,小 型 コ ン ピ ュ ー タ 分 野 で はBurr-

oughs,NCRと い っ た 強 敵 が 存 在 す る た め,

ア メ リ カ の オ フ ィス ・マ ー ケ ッ トの 開 拓 の た

め に ど れ だ け の リ ソ ー ス を 投 入 で き る か は 疑

問 だ 。

そ の 他 注 目 さ れ る 企 業 と し て は,Eastman

Kodack,CPTCorp.,DictaphoneCorp.,

LanierBusinessProducts,Raytheon

Corp.,NorthernTelecommunications(カ

ナ ダ)そ し てSavinBusinessMachines

な ど が あ る 。



第2章 コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス産業

1ア メ リカの サ ー ビス産 業

の動 向

アメ リカにおいて は,1950年 頃 には民間 の

コマーシ ャル ・ベ ースの コンピュータ ・サー

ビスが始 ま った と見 られてい るが,コ ン ピュ

ー タ ・サー ビスが1つ の産業 として確立 した

のは,1960年 代 の後半,ソ フ トウ ェアおよび

EDP関 連 サ ー ビスに対す る投 資がハー ドウ

ェアに対 す るそれ と同等の重み を持 ち始 めた

頃 とされ る。 また,最 初の代表 的 クライ アン

トは、軍 関係 のプ ログラム開発 に初 めて外 部

の ソ フ トウェア開発 企業 を利用 した連邦 政府

で ある。 当初 のサ ー ビスは,主 として連 邦政

府 お よび民 間の航 空宇宙産業界 向けの ソフ ト

ウェア開発 サー ビスと,バ ッチ ・サ ービスに

限 られていた。1969年,IBMは ハ ー ドウェ

ア価格 とEDP関 連 サー ビスの価格 を分離 し

た ア ンバ ン ドリン グ策 を発表 したが,各 メー

カー も続 々同様の政策 を採 り始 め,こ れ を契

機 に コン ピュータ ・サ ー ビス産業 が一躍脚 光

を浴 び るこ とにな った。 そ して,ユ ーザ ーの

多様 なニ ーズに対応 す るため,そ の後 コン ピ

ュー タ ・サ ー ビス産業 も,フ ァシ リテ ィ ・マ

ネジ メン ト,オ ン ライン ・サー ビス,サ ポー

ト・サー ビスな どの登場 によ り,そ の内容は

多種多様 を極 め ること とな った。

1970年 代 に入 って,企 業の メイ ンフ レーム

の 自社導 入の増加,ハ ー ドウェア機能 の複雑
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化,熟 練 ス タッフの不 足 な どか ら,サ ー ビス・

ベ ンダー とクライアン トが長期 の契約 に基 づ .

い てコ ンピュー タ導入 に伴 う各種 コンサルテ

ー ション,シ ステム開発,要 員の訓 練,さ ら

にはコ ンピュー タ室 のデザ イ ンに至 るまでE

DPに 関 連 するあ らゆ るサー ビス を行 うフ ァ

シ リテ ィ ・マネ ジ メ ン トが,連 邦 政 府,金

融業 な どで大 きな売上 げを得 ることにな った。

また,コ ミュニケー シ ョンを利用 した オ ンラ

イン処理 サー ビス も,科 学技術計算, ,事 務 計

算 などの処理 サー ビス,イ ン タ ラクテ ィブ,

リモー ト・バ ッチなどの各種サービス形 態 によ

って1970年 頃 か ら飛躍 的 に発展 を遂 げる こと

になった。 さらに,教 育訓 練,第 三者 リース,

中 古 コン ピュータの販売,第 三者 メ ンテナ ン

スなど もIBMの360か ら370へ の リプ レース

な どによ って,1970年 に は8億5,000万 ドルの

売上 げを得 るまでにな った。 このよ うに1960

年 代 半 ばに始 まった コンピ ュー タ ・サ ー ビス

産 業 は,1970年 に大 き く開花 し,サ ー ビス内

容 も多種 多様 を誇 ったが,1973年 頃 にな って

そのサ ー ビス内容,売 上 げに大 きな変 化 が見

られ るよ うになった。 その最 も大 きな変化 が

バ ッチ ・サー ビスか らオンライ ン ・サー ビス

への移 行 である。当初 の オンラ イツ ・サー ビ

スは科 学技術計算 が中心 で あったが,そ の後

次 第 に事務計算分野 の ウェイ トが高 くな って

きた。 このよ うな影 響 は フ ァシ リテ ィ ・マ ネ

ジメ ン トの分 野 に も現 わ れ,当 初の バ ッチ

処 理 を主体 に した コンサル テー シ ョン ・サ ー



ビスか ら,次 第 にオン ライン処 理 を中心 に し

たものに なって きた。

アメ リカに お け る コ ン ピ ュー タ産 業 は,

連 邦 政府が 中 心 に な って 行 うナシ ョナル ・

プロジェ クトの恩恵 に よって大 きな発展 を見

せたが,特 に最近 国防 省が行 ったARPAプ

ロ ジェク トは,コ ミュニケーシ ョン分野 に新

しいサー ビスを生 む こ とになった。ARPA

ネ ッ トワー クで採用 されたパ ケ ッ ト交換 に関

す る技 術 を中心 に した新 コ ミュニケーション・

サー ビス,い わゆ る付加価値通信 サ ー ビス,

VANあ る いはVACは,新 しいネ ッ トワー

クとい う概念 を生 み,一 躍脚光 を浴 びた。 と

りわ け企 業 内 オン ライ ン ・システ ムの形成

と最近の集中型 か ら分 散型へ の移行 は,VA

N業 者 に とって大 きな戦略 とな って いる。付

加 価値通信分野 には,そ の後 多 くの新 サー ビ

ズ企業が進 出 したが,最 近 では通信 界の大物,

AT&Tが 付 加価値通 信サー ビスを含 めた コ

ミュニケーシ ョンに関す る総合サービスをAC

S(AdvancedCommunicationsSeryice)

の 名 の もとに提供 しよ うとして いる。 わが国

および ヨー ロ ッパ主要 国では,通 信 は官庁 に

よ ってその使 用が制限 され,コ ミュニケー シ

ョン分野 は官庁 独 自のサー ビスによ ってい る

が,主 要 各国で はす で にデ ータ通信,パ ケ ッ

ト交換網 サ ー ビスな どを計画 し,あ るいはす

でに開始 して い る。

デメ リカにおいては コン ピュー タ ・サー ビ

ス産業 も他 の分野 と同様 自由競争 の原理 が適

用 されて い る。 この ため政 府は独禁法 の名の

もとに常 に監視 の 目を光 らせ てい る。サ ー ビ

ス ・ベンダー各社 は,厳 しい競合状 況の中 で

サー ビスの拡大 と売上 げの増加 を図 るため、

様 々な企業努 力 を重ね ている。 最近の注 目 さ
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'れ る傾 向 として は
,RCS(リ モ ー ト・コンピ

ューテ ィング ・サー ビス)ベ ンダーが,処 理

機 能を有す る装置 を 自己 のサ ー ビスの一部 と

して提 供 し始め た とい うことが あげ られ'る。

現 在まで に7社 が ミニ コン～小型機 クラスの

ハ ー ドウェアの 提供 を始 めて いる。

2ヨ ー ロ ッパ の サ ー ビ ス産 業

の動 向

一方
,ヨ ー ロ ッパ およびわが国 には,ア メ

リカの よ うに大規模 なナ シ ョナル ・プロジェ

ク トが ないため,政 府 が強 力 に民間 をバ ック

ア ップ してい る。 したが って,ア メ リカの自

由競争 の原 理型 と異 なって,ヨ ーロッパ主要 国

およびわが国は政府主導型 と言 えよ う。 さら

に,ヨ ー ロッパ主要国 は過 去に アメ リカの大規

模 資本 をバ ックにした企業の進出によって 苦 い

思 いを させ られ た数 多 くの経験 を持 って いる。

特 にメ インフレームの分 野で は,IBMを 中心

とした アメ リカ系企業 によって市場 を席巻 さ

れたた め,欧 州連合 と してのUNIDATAを 結

成 したが,こ れ も各 国の思 わ くがか らま り最

終 的 には崩壊 の う き目に合 った。 こ ういった

ことか らコンピュータ ・サー ビス産業 に対 し

て も,各 国の政 府 は巨大 資本 をバ ックに した

アメ リカ系企業 の進 出に憂 慮 して いる。例 え

ば西 ドイツで は,ア メ リカの大手商用 サー ビ

ス ・ベ ンダーで あ るLockheed社 が,同 社 の

DIALOGシ ス テム を通 じてデ ータベース ・サ

ー ビス を,通 常 の3分 の1と い う安 い料 金で

行 お うと してい るため,自 由競争 の建前 を取

って いる ものの,健 全 な競争 が行 えない と対

策 に頭 を痛 めて いる。

コ ンピュー タ ・メ インフ レームに見 られた



欧 州連 合 は失 敗 した もの の,コ ミュニ ケー

シ ョンの 分野 にお いて は,Euronetの 名

の もとに一大欧 州 ネ ッ トワー クを設立,欧 州

連合 を結成 しよ うと してい るこ とは周知 の事

実 であ る。 この ネ ッ トワー クに は,将 来 欧州

各 国に散在 す る約100の デ ー タベ ー スが接続

され,重 複投資 を さける と共 に,欧 州各 国に

よる効果的共 同利用 を目指 して いる。 しか し,

国 際間 デー タ ・フロー,標 準化 な ど今後解決

を必要 とす る問題 は多々残 されて いる。

ヨーロ ッパの コンピュータ ・サー ビス市場

の全体の売上 げは,1977年 末 で30億 ドルの規

模 に達 した。国別の市場規模 では,フ ランス,

西 ドイツ,イ ギ リスの主要3カ 国が,他 の諸

国をかな り引 き離 してい るが,こ れは,こ の

3カ 国だけで ヨー ロッパ全体 の売上 げの53%

を 占 めてい ることか らも明 らかで あ る(INP

UT社 調 べ)。

サー ビス種 目別 に見 る と,依 然 バ ッチ処 理

サ ー ビスが最大 で14億 ドル(全 体 の46%),次

い で請 け負 いプ ログラ ミングあ るいは コンサ

ル テ ィングな どの専門サービスが9億1 ,200万

ドル(同30%),オ ン ライン処理 サ ー ビスが7

億1,200万 ドル(同24%)と な って い る。

しか し,こ れ ら各 サー ビス種 目の市 場規模

の差異 は,以 前 ほどな くな って きた。年間伸

び率 でみ ると,バ ッチ ・サー ビスがわずか10

%な の に対 し,オ ンライ ン処 理 サー ビスの う

ちの会話型 サー ビス は26%と 高 く,ま た ソフ

トウェア ・パ ッケー ジ部門 も27%と 大 きい。

この ペースが続 けば,1982年 に は専 門 サー ビ

スお よびパ ッケー ジ部 門が,バ ッチ ・サー ビ

ス を上回 る と予測 され る。 このよ うな ことか

らヨーロッパ においては,ア メ リカの コン ピ

ュー タ ・サー ビス産業 の歴 史 を数年 遅れで追

39

って いる と言 えよ う。

フランス,西 ドイツ,イ ギ リス各国の コン

ピュータ ・サ ービスの発展経緯 あるい は政府

の取 り組 み方 には,か な りの差異 が見 られ る。

例 えば,西 ドイツ の場合 はバ ッチ処 理 を中心

としたサ ー ビス産 業 と言 えるし,イ ギ リスと

フ ランスは オン ライン処理 サー ビスおよび専

門サ ービス/パ ッケージ ・サー ビスを主 力に

したサー ビス産業 と言 え る。特 に フランスは,

82年 に13億 ドルの市場 が予測 され るが,こ の

うち48%が 専 門 サ ー ビス/パ ッケージによ る

もの と見込 まれ る。バ ッチ ・サー ビスはわず

か28%で,こ れ は他 の どの諸国 よ りも低 い比

率で ある。

また,イ ギ リス政府 は,企 業庁(NEB)が

Insacを 設 立 して,ソ フ トウェア ・パ ッケー

ジの海外売 り込 み,特 に アメ リカ市場進 出に

力 を入 れて い る。 これ に対 し,フ ランス政府

は,CISIやCAP/GEMINI/SOGETIな

ど,ヨ ー ロ ッパ最大手 の サー ビス会社 が市場

を押 えて い るため,サ ー ビス業界サ ポー トに

は余 り力 を入 れて いな い。 しか し,ア メ リカ

のデ ータベースの進 出 にはか な り神経 を使 っ

て お り,今 後 その対 策 に力 を入 れて行 くこと

にな ってい る。

3 日本 のサ ー ビス産業の動 向

わが国の コ ンピュー タ ・サー ビス業 の開始

はア メリカに遅れ るこ と約5'年 と されて いる

が,サ ー ビス産 業 の確 立 は アメ リカ と同様

1960年 代末 になってか らと言えよ う。1976年 末

現在 の サー ビス ・ベンダーは約1,300社 と ア

メ リカの約 半分 で あ り,売 上 げは約3
,070億

円 となって いる。 また,サ ー ビス ・ベ ンダー



にお ける要員数 は,約6万 名 で,ベ ン ダー平

均46名 と い うことか ら見 て も,日 本 の コンピ

ュータ ・サ ー ビス ・ベンダーは極 めて零細 で

あることが分か る。 日本 の コンピ ュー タ ・サ

ー ビス業は主 と して受託計算 を中心 に成長 し

て きた と言 えるが,今 日では単 純計算受託 の

採算 性 は悪 化の傾向 にあ る。 した がって,大

手 サー ビス ・ベ ンダーはハー ドウ ェアの リー

ス,モ ニ ターによるコンピュー タ効率評 価 サー

ビスな ど,新 規 のサ ービス開拓 に力 を注 いで

い る。 オン ライン ・サー ビス も日本 では現 在

まだ過 渡 的 な時 期 に あ る'と言 え るた め,今

後の発展が期待 され る。 フ ァシ リテ ィ ・マネ

ジメ ン トは,も と もとEDP関 連 の コ ン サ

ル テー ションを含 む極 めて幅 広 い意 味 を持 っ

て いるが,日 本 では コンピ ュー タ ・ユ ーザー

に対す るオペ レー タやパ ンチ ャーの派遣 が中

心 とな ってい る。最近 の産業界 の不況 によ り,

企 業 では新規採 用を控 える と共 に間接 部 門の

人員 を削減 す る傾向 にある。 また残業 に伴 う

労基 法 の問 題 な どか ら フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ

ジメ ン ト・サー ビス業界 に単純作 業 を委託 す

るケースが急増 して きた。1976年 末 の時点 で

コンピュー タ ・サ ー ビス ・ベ ンダーの33%が

フ ァシ リテ ィ ・マ ネジ メ ン ト ・サ ー ビスの

名 の もとに要 員派遣 サー ビス を行 ってお り,

売 上 げ は約325億 円 に達 した。 したが って今

日では コン ピュータ ・サー ビス業界 に とって

受託計 算,パ ンチ ・サー ビスに次 ぐ重 要 な収

入 の柱 となって お り専 門業者 との間でサ ー ビ

ス競 争が展開 されてい る。 いず れに せよ,わ

が国の コン ピュー タ ・サ ー ビス業者 は零細 で

ある上,ほ とん どが メー カー とかユ ーザ ーの

ひ も付 きで あるため,独 立 系の大 手 ベンダー

は極 めて少 ない。また,大 手 ユ ーザ ーでは,
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今 日 の不 況の影 響 もあ って,コ ン ピュー タ部

門 を切 り離 し,ス ピンオフ させ る所 もでて き

てい るため,今 後 のサー ビス業界 におけ る競

合 はます ます熾烈 な ものに なろ う。 ヨー ロ ッ

パ同様 わが国 も政府主導型 で あ るが,コ ンピ

ュー タ ・サ ー ビス業界 に対 して も政府 の支援

が行 われて いる。例 えば,会 員 によ る協 会 と

しての・日本情報 センター協会,ソ フ トウェア産

業振興協会 の設立,法 律 に基づ く情報処理振

興事業協 会,あ るいは ソフ トウ ェア関連 会社

によ る協 同 システ ム開発株 式会社 の設立 な ど

積 極的 に業界育成 に取 り組 んでい る。 しか し,

政 府 による支援 も金額的 にはわずかな もので

あ り,ま た,最 近 の アメ リカ系 サー ビス ・ベ

ンダーの 日本進 出が急激 に増加 している こと

か ら,わ が国業 界 自体が積極 的に種 々の問題

に取 り組 んで い く必要が あろ う。

4今 後の展望

バ ッチ処理 とソ フ トウェア開発 に始 ま った

コン ピュータ ・サー ビス産業 もコ ミュニ ケー

シ ョン技 術の進展 とハ ー ドウェア ・コス トの

低廉化 に よって大 きな変革 を生 じて きた。最

近 のハ ー ドウ ェア ・コス トの低下,コ ンパ ク

ト化,タ ー ミナルの インテ リジェンスの増加

な どによ って 企業 はEDPの イ ンハ ウス化,特

に分散処理 システム形成 を指 向 してい る。 こ

の ため,コ ン ピュー タ ・サ ー ビス ・ベ ンダー

の処理 サ ー ビスは大 きな影響 を受 けよ うとし

てい る。デ ータベー ス ・サー ビスは,コ ミュ

ニケー シ ョン ・ネ ッ トワー クの利 用 によって

ます ます その需要 が高 まろ うと して い る。 ア

メ リカにおいて は,政 府 に よって収集 された

情報 は,民 間の サー ビス ・ベ ンダーが容易 に



デー タベ ースとして コマーシ ャル ・ベ ースで

サー ビス を行 うこ とが で きる。

したが って,ネ ッ トワー クを介 しての デー

タベース ・サ ー ビスに大 きな伸展 が見 られ る。

一方
,ヨ ーロ ッパ およびわが国で は,通 信網

の利 用に制限が ある こと,官 庁 で収集 したデ

ー タをコマーシ ャル ・ベースでサ ー ビスす る

には制限が ある こと,民 間 のサー ビス ・ベ ン

ダーが独 自にデー タベースを形成 す るにはか

な りの リス クを負 うことな どか ら,ア メ リカ

ほ どコマーシ ャル ・ベースのデ ータベー ス ・

サー ビスは見 られ ない。 む しろ ヨー ロッパな

どで見 られるよ うに政府 が強力 なバ ックア ッ

プを行 ってい る。

例 えば,フ ランスにおけ る官庁 の横 わ り的

組 織 と してのBNISTの 設 立,西 ドイツにお

けるIUD計 画,イ ギ リスに お け るBritish

Libraryに 対 す る援助 な どが ある。 このよ う

な援助 を もとに各 国では特 に科学 技術 に関す

るデ ータベースの作成 に各種機 関が力 を注 い

でお り,将 来各国 の持つ デー タ通 信網,例 え

ば フランスのTRANSPACな ど に よ っ て 自

国内 ネ ッ トワー クを通 じてサー ビスが行 われ

る。 また,こ の ネ ッ トワー クは将来Euronet

に接 続 され,前 に も述べ たよ うに一大欧 州 ネ

ッ トワー クが形成 されよ う。

コ ミュニケー シ ョン分野 にお ける コス トの

低 下 と新技術 の開発 は低価格 の画像通信 を可

能 に し,TVな どを通 じて一般家庭 にお ける生

活 情報の サー ビス も容 易に行 えるよ うにな っ

た。 ヨー ロ ッパ では イギ リスのPrestel,
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フ ランスのAntiopeな ど にその 例 が 見 られ

るが,わ が国で も郵政省 とか電電公社 がCA

PTAINSあ る い はVRSな どの名 の もとに同

様 のサー ビスを計画 してい る。

衛星通信の信頼性 の向上 と通信 コス トの低

下 はまた,衛 星 を介 しての企業内 コ ミニ ュケ

ーシ ョンとい う新 しい概念 を生 み出 した。 ま

た,電 子 メイル,ワ ー ド・プロセ ッサ ーな ど

の機能 を備 えた マル チ フ ァンクシ ョナル ・タ

ー ミナルや インテ リジェン ト・コ ピヤ ーな ど,

オ フ ィス ・オー トメー シ ョンへの試行 も進 め

られて いる。

コン ピュー タ ・サ ー ビス ・ベ ンダーは∫ こ

のよ うな情勢 を把握 す る とともに,常 に新 し

い技術 に目を向け,新 規 サー ビスの可能性 に

つ いて検討 を行 う必要 が ある。また,サ ービ

スの多様性 によって,サ ー ビス ・ベ ンダーが

将来企業規模を拡大 して い くためには,単 一

サ ービスを行 うだ けでな く,今 日のハー ドウ

ェア ・コス トの 低下 とマ イ ク ロプ ロセ ッサ

ーの利 用な ど
,機 能 の高度 化 および融通性,

コ ンパ ク・ト化 な どの傾 向 をふ まえたハ ー ドウ

ェアも含 めたマルチ ・サー ビスの提供 を行 う

能力を備 える必要 性が 出て きて いる。極 めて

大規模 なユーザーは別 として も,最 近 の コン

ピュー タ分野 の急 速な革新 とコンピ ュータ利

用の多様化,原 油価格 の上昇,に よ り引 き続

き起 る リセ ッシ ョンな どを見て も,コ ン ピュ

ータ ・サ ー ビス業界 の将 来性 は極 めて高 い と

い え よ う。



第3章 データ通信業界の動向

1ア メ リカの デー タ通 信 業 界

の動 向

アメ リカにお けるデータ通信 業界 は大別 し

て,次 の4つ に代 表 され る。

(1)コモ ン ・キ ャリア(公 衆通信業 者)

(2)SCC(特 殊 通信 業者)

(3)VAC(付 加 価 値通信業者)

(4)サテ ライ ト ・キ ャ リア(衛 星通信業者)

以 下,各 業界の最近 の動 向 を述 べ る。

コ モ ン ・キ ャ リ ア

コモ ン ・キ ャリアの最大手 は,い うまで も

な くAT&T(ベ ル ・システ ム)で あ る。1885

年 に設立 されて以来,急 速 にその規模 を拡大

し,現 在,長 距離 部門,製 造部 門(Western

Electric社),研 究 部門 と,23の 運 営会社 か

ら成 り,一 大王 国を形 成 して い る。

コモン ・キ ャ リアとして は,AT&Tの 他 に,

独 立電話会社 と電信 サ ー ビス会社 が あるが,

す べての コモン ・キ ャリアは,州 際サ ー ビス

について はFCC,州 内 サ ー ビスにっいて は各

州公益事業局 の規制下 に置 か れてい る。

FCCが,1971年 の第1次 コ ンピ ュータ/通

信調 査の結果 と して,規 制対 象 とされ る通信

業者 と規 制対 象 としないデ ータ処理 サ ー ビス

の 区別 を明確 にす る裁定 を下 して 以来,コ モ

ン ・キ ャリアは,完 全 に分離 された別個の子

り
`
.
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会社 を通 じる以外,直 接デ ータ処理 サ ー ビス

を行 うことは禁 じられていた。

しか し,そ の後 の コンピ ュータ技 術の進展

に伴 い,通 信 とデー タ処理 の境があい まい と

な り,1976年 以 降,FCCは データ処理 の新定

義 をめ ぐって第2次 コンピュータ/通 信調査

を行 う一方,議 会 では1978年 に,従 来の制度

を抜本 的に改 正 し,コ モ ン ・キ ャリアに もデ

ー タ処理 分野へ の進 出 を許そ うとす る新通 信

法案 を成立 させ よ うとす る動 き も出て きた。

このよ うな動向 を背景 に して,AT&Tは,

1978年 の7月 に,か ねてか ら研究 を進 めてい

た付加価 値ネットワーク構想ACS(Advanced

CommunicationsService)の 認 可 申請書 を

FCCに 申請 した。 このね らいは,AT&Tが

従 来 の規 制の枠 を越 えて,オ ン ライ ン ・デ ー

タ処理 サ ー ビスに手 を伸 ばそ うとす る第一歩

であ る ことは明 らがであ る。

SCC

SCCは,大 都 市 間 を結ぶマイクロウ ェーブ

回線 を設 け,各 ユ ーザー との間 は コモ ン ・キ

ャ リアの回線 で結んで通信 サー ビスを提供 す

ることを業 とす る,ア メ リカだ けにみ られ る

通信会 社であ る。

代表 的な会社 として はMCI,SPCC,CPI

等 が あ り,料 金 を コモ ン ・キ ャ リアよ り,10

～40%安 くして ,ユ ーザーのニーズに合 った

柔軟性 に富 むサー ビス を提供 して いる。各社



と も,デ ジタル ・デー タ伝達 に よ り,デ ータ

通信 サー ビス を行 ってい るが,AT&Tが い ま

まで以上 に攻勢 に転 じているほか,後 述 のサテ

ライ ト ・キ ャリアが更 に低 コス トで切 り込 ん

でい るので,大 半のSCCは 腹背ic敵 を受 けて

財政 的苦境 に陥 って いる もよ うで ある。

VAC

VACは,VAN(ValueAddedNetwork)

サ ー ビスを提供 す る業者 で,既 存 の通 信 回線

の機能 になん らかの付加価値(接 続端 末 に対

す る柔軟性,広 範 な適 用業務,伝 送 品質 ・信

頼 性の向上 な ど)を 備 えた通 信機能 をユ ーザ

ー に提供 し
,高 品質,高 能率,低 コス トの サ

ー ビス を売 り物 に して い る
。

代 表的な会社 としては,Telenet,Tym-

net,GraphnetSystems等 が あ る。1973

年 にPCI社 が,FCCの 認 可 を受 けてパケ ット

交換技 術 を最初 に応用 してVANサ ー ビス を始

めたが,そ の後,財 政困難 の理 由 で営業 を停

止 した。 しか し,VANサ ー ビスは,① ユ ーザ

ー ・ネ ッ トワークで は達 成で きな いよ うなサ

ー ビスを
,適 正 な価格 で提供 して くれ る,②

新 しい タイ プのサ ー ビスが提供 されて い る,

と い う理 由で,ユ ーザーの満足 と信 頼 を得 て,

着 実 に業績 を伸 ば してお り,1977年 に は5,000

万 ドルの売上 げが,1982年 には3億7,000万 ド

ル に成長す るもの と予測 されてい る。

今後 は,現 在のVAN業 者 に加えて,コ モ ン

・キ ャリア ,SCC,コ ン ピュー タ業 者 な どの

参 入が予想 され るが,最 も警戒 されて いるの

はAT&Tで あ る。お そ ら く,こ こ5年 の うち

には,AT&Tが この市場 に本格的に参入 して,

広 範 なユーザーにサ ー ビス を提供す るよ うに
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な る とみ られてい る。

また,将 来の利用動 向 と して は,高 速通信

回線が これ まで以上 に重 視 され るよ うにな り,

イ ンテ リジ ェン ト・ター ミナルの利 用は さら

に進 み,音 声/デ ー タ通 信 がひ とつのネ ット

ワークに統合 されて,イ ンタ ラクテ ィブ ・コ

ンピ ューテ ィング,電 子郵便,管 理用 メッセ

ージ交 換 とい った利用 が伸 びて い くことにな

るであろ う。

サ テ ライ ト ・キ ャ リア

アメ リカの衛星通信 の実用化 は1962年 に,

COMSAT社 が 最初 に名乗 りを.ヒげた時 に幕

が開け られた。続 いて1964年 に は,イ ンテル

サ ッ トが結 成 され,加 盟 国の間で,グ ローバ

ル ・コ ミュニケー シ ョン ・サテ ライ トが建設

された。

FCCは,1972年 に,コ モ ン ・キ ャリアが自

由企業 の形 で,ア メ リカ内のサ テライ ト通信

事業 を運営す ることを認 めた。 これは,い わ

ゆる"オ ー プン ・ス カイ ・ポ リシー"と して

知 られ る もので,こ の結果,コ モン ・キ ャリ

アは自由競争 の環境 の下 で,サ テライ ト通 信

技術 を広範囲 な専用 回線 サー ビスに適 用で き

るよ うになった。

1974年 に は,WU社 が アメ リカで最初のサ

テライ ト・システ ムで あるWestarを 打 ち上

げたが,翌 年 にはRCAがSatcomを,翌 々年

にはAT&TがComstarを それぞれ打 ち.ヒげて

これに続 いた。

一方 ,IBMはComsatGeneral(COMSA

Tの 子 会社)と 共 同 してSBS社 を設立 し,衛

星通信事業 になだれ こ もうと,積 極的な姿勢

を示 してい る。SBSは 地 上 回線 を全 く介 さな



いで,直 接 カス トマーの送 受信 ア ンテナ に通信

を送 りこもうとす る画期 的なシステムで,1980

年 ま でに,12GHzと14GHzを 使 う一連 の国 内

専用 回線 サー ビス用の サテ ライ トを打 ち上 げ

る計画 を もってい る。

AT&Tは これ に対抗 して,1980年 ま でに従

来のComstarに 代 わ る新 世代の システムを完

成す ることを計画 し,4,6,12,14GHzの 周

波数帯 と20,30GHzの トランスポ ンダーを使

って,主 要 都市間の大容量 トラフ ィッち お

よび,専 用回線向 けのサ ー ビスを実施 しよ う

としてい る。

更 に,最 近Xeroxが この分 野 に参入 しよ う

として,XTENな る ものを発表 した。 このサ

ービスは,最 高256kbpsま で の デジタル ・メ ッ

セ ージ通信機能 を提供す る もので,メ ッセ ー

ジは一 連の マイ クロ回線 を通 して大都市 の地

上 局 に送 られ,そ こか ら衛星 回線にのせ よ う

とい うもの でφる。1981--82年 には サー ビス

を開始 して,最 終的 には,全 米200都 市 に ネッ

トを拡張 す る計画 であ る。

このよ うに アメ リカのデ ータ通信業 界 は巨

大企業 がい りみだれて,し の ぎを削 って いる

現状 であ り,お そ らくここしば らくは現在 議

会 に提 出 されてい る新通 信法 をめ ぐって,活

発 な論争が展開 され る もの と予想 されている。

2ヨ ー ロッパ各 国 の電 気 通 信

施 策 の展 開

ヨー ロッパ各国の電気通信事業 の運 営 は,

国 の機 関が一元 的 に運営 して お り,完 全 な売

手市場 であ る。通信回線の利用 について も,

厳 しい規制 を行 って,そ の独 占体制 を維持 し

よ うとす る姿 勢 を崩 して いない。
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しか し,各 国 と もデ ータ通信 の急速 な普及

発展 に伴 い,従 来の規 制概 念 では対応 しきれ

な くな り,そ れ ぞれ ユ ーザ ーの立場 を考慮 し

て,設 備,制 度面 で工 夫改 善 を こらして い る。

即 ち,デ ータ通信 の伝達 に適 したパケ ッ ト

交換網 の構築 を急 ぎ,こ れ の利 用を従来 の専

用線 の規 制 と比べ て,大 幅 に緩和 しよ うとし

てい る。ただ し,ア メ リカ とは異 な り,電 気

通信 を一 元的 に運営 しよ うとす る立 場は依然

として固守 してい るた め,将 来,VAN業 者 等

が介入す る余地 は少 な いよ うであ る。

なお,EC加 盟9カ 国 を結 ぶEuronetの サ

ー ビス開始 を 目前 に控 え ,オ ンライン ・デー

タベースの整備 に も拍車 がか け られてお り,

100を 越 えるデータベースが既 に準備 を終 えて

いる。

以下,各 国の現 状 について概略 を述べ る。

イギ リス

イギ リスの電 気通 信 は,1969年 の郵電公社 法

に基づ き,同 公社 が一元 的 に運営 して いる。

デ ータ通 信のた めに,テ レ ックス網,公 衆

電話網,専 用線(3つ を総称 してDatelサ ー

ビス と呼ぶ)の 他 にマ ルチプレクサ ー と交換

回線,専 用線 およびモ デムで構 成 したData-

plexサ ー ビス を提供 してい る。

電 話 に関 しては,'専 用 網 は同一企業 内に限

られて いるが,デ ータ通信 に関 して は,異 な

る制度 を作 り,① 自営 コン ピュー タの専用線,

公 衆網へ の接続,② デー タ処理 を伴 う通信 の

異企業 間接続,③ デー タ処理 が主 目的の ビジ

ネス用 メ ッセ ージ交換(親 会社 と持株51%以

上 の子会社 とい った制 限付)を それぞれ認 め

てい る。



イギ リスでは,1977年 か ら実験 用パ ケ ッ ト

交 換網(EPSS)に よ り,大 学 と国家機 関を

対 象 に実験 サ ービスを開始 して い る。 この実

験 をベース に,目 下,商 用 サー ビス網 を計 画

中で あるが,こ の ネ ッ トワークはイ ンタ フェ

ース としてX .25を 採 用 し,遅 くとも1980年

に はサ ー ビスを開始 す る予定で あ る。

さ らに,1980年 代 の電 気通 信 ネ ッ トワー ク

として,郵 電 公社 はメーカーと協力 して,Sys-

temXな る もの を開発 中 である。 この システム

は電話 およ びデ ータのデ ジタル統合網 をめ ざ

した もので,1982年 に は パイロ ッ ト・システ

ムを完成 させ る見込 みで ある。

フランス

フランスの電気通 信 は,PTT(郵 電 省)に

よ って一元 的に運営 されてい る。 デ ータ通信

のた めに,テ レ ックス網,公 衆電話網,専 用

線 の他,Caduc6e網,Colis6e網,Transplex

が 利 用 できるが,こ の他 にパケ ット交換網"Tr-

anspac"が1978年 末 にサービス開始 されている。

最近 の利 用状況 は,公 衆網30%に 対 して,専

用線,Transplexが70%で,ポ イン ト・ツ ー ・

ポイ ン ト回線の方 がよ く利用 されて い る。

フランスの利用制度 では,電 話の時代か ら

共 同使 用に対 して付加料金 を課 して認 め ると

い う方針 で あ り,1973年 以 降デ ータ通信 への

適用 が認 め られ てか らも,基 本的 には この方

針 が踏襲 されて い る。付加料金 は共 同使 用以

外 に も,多 目的使 用(交 互作用)な ど,利 用

形 態 に応 じて数種類 の料金 が定 め られて いる。

情報処 理 に付随す るメ ッセ ージ交換 につ い

て は,建 て前上一 切認めてい ないが,シ ス テ

ム運用 開始 後の プログラム変 更 につ いて,フ
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オ ローして いないため,問 題 が残 されてい る。

フ ランスでは,1966年 以 来,電 話 とデータ

を統合す る新 しいデジタル統 合網Hermesの

建 設 を最終 目標 と して検討 を進 めて い るが,

その第1段 階 として,商 用パケ ット交換 網Tr-

anspacを サ ービス開 始 した。 この サー ビスは

X.25イ ンタフェースに基 づ くパ ケ ッ ト交換

網 であ り,デ ータ通信 の新 しい担 い手 として,

早 期 に全国一律のサ ー ビスが実現 で き るよ う

努力 が続 け られて い る。

なお,Euronetが オ ー プンすれ ば,Trans-

pacと は 直 ちに接続 され る予定 であ り,1982

年 に は,2,000～3,000ユ ー ザーが これ に接続

され ると予測 され てい る。

西 ドイツ

西 ドイツの電気通 信 は,DBP(郵 電 省)に

よ って一元 的に運営 されてい る。 デー タ通信

は,テ レックス網,公 衆電 話網,専 用 線のほ

か,DATEX網,Direktruf網 が できる。最 近

の利 用動 向は公衆電 話網 とDirektruf網 の 利

用が圧倒 的であ る。

西 ドイツの専 用線利 用の条件 は非常 に厳 し

く,共 同使用,他 人使 用,公 衆網 との接続 は

一 切認 め られてい ない。 しか し,1973年 か ら

サ ービス開始 したDirectruf網 は,デ ータ通

信のみに利用す るこ とを条件 に してお り,ポ

イン ト ・ツ ー ・ポイ ン ト回線 では あるが,実

質的 には公衆網 と して扱 われ てい る。 したが

って,利 用制度 も,共 同使用,公 衆網 との接

続 を認めて いるほか,メ ッセ ージ交換 につ い

て も1/2以 下 であれ ば認 め るこ ととして いる。

なお,料 金面 で も,Direktrufは 専 用 線 と比

べて割安 となって い る。



西 ドイツでは10年 前 に,新 デ ータ網 と して

電子交換機 に回線交換 データ網 で あるEDSの

サ ー ビスを開始 した。 これ はTELEXの サ ー

ビスをベースに していたが,最 近 では技術 の

進歩 と標 準化 によ って,パ ケ ッ ト交換 の経済

性 と新 しい可能性 が注 目され,DBPが 中心 に

な って新 しいパ ケ ッ ト交換網 を1980年 に サ ー

ビス開始 す る計画 を もってい る。

また,DBPは 西 ドィッ内のデ ータベース流

通の ためのネ ッ トワー クとして,ODINを 開

発 中であ り,Eu'ronetへ の接続 も考慮 されて

い る。

Euronet

EC加 盟9カ 国によるEuronetの 稼 動 は,当

初 の計画 よ り遅れて,79年 後 半 か80年 初 めに

なる予定 。そ して稼動後 には,20～25の ホ ス

トと,800～900の 端 末 が接続 され,約100の デ

ー タベースがEuronetを 介 して利 用で きるよ

うにな る。

EC加 盟 国 の 最 初 の 接続 は,フ ラ ンスの

Transpacで,残 りの加 盟国 の接続 が終 れば,

非 加盟国 のス イス,ス ペ イン,ス ウェーデ ン

等 との接続 も近 く実現 され る見込 みであ る。

また,Telenet,Tymnetを 通 して,ア メ リ

カの デー タベ ース との接続 も,今 後適 当な 時

期 に行 われ る予定で ある。

なお,イ ギ リスのPrestelを 始 め として,

西 ドイツのBildschermtext,フ ラ ンスのAn-

tiope等 家 庭 用TVを デ ィス プレイ端末 とした,

画 像応答 サー ビスの開発 が急 ピ ッチ に進 め ら

れてい るが,将 来 は これ らのサ ー ビス もEu-

ronetを 通 して相互 接 続 す るプランが練 られ

てい る。

46

3日 本のデータ通信網整備計

画の進展

日本 では,従 来 か ら公衆電気通信 法に基づ

き公衆電話網,加 入電 信網,及 び専 用線 な ど

の電気 通信設備 が設置 され,こ れ らの保守 ・

運 用は電電公社及 び国際電 電 が独 占実施す る

ところ とな ってい た。 しか し,1971年,公 衆

電気通信 法の一 部改正 によ り,電 気通信 回線

の他人使 用が一 定範囲 で認 め られ,こ れ に接

続す るコンピ ュータや端末機器 な どは,原 則

として 自営 とす ることが認 め られた。

他方,電 気通 信網 の利用分野 は,日 本 経済

の順 調 な発展 に支 え られ た社会 活動 の活発化

・広域化 に伴 い,網 とコン ピュータを結ん で

高度 の情 報処 理 を行 うデ ータ通信網 を通 して,

各 種 コピーを遠隔地 に迅速 に伝送す るフ ァク

シ ミリ通 信,と い った タイフ。の電気通信網建

設 の要望 とな って現 われて いる。 これ らの質

的 ・量 的な高 度化 の必 要 を満 たす ため,デ ジ

タル伝送 及 び交換技術 の進歩 に支 え られた次

のよ うな データ通信網 整備 の計画 が進捗 しつ

つあ る。

電電 公社で は,デ ー タ通信 におけ る応 用範

囲の多様性 に応 じ,か つ経済的 な交換網 サ ー

ビス を可能 とするため,デ ジタル ・デー タ交換

(DDX:DigitalDataExchange)網 を作成

す る,ことどして い る。 この網 は,回 線交換方

式及 びパ ケ ッ ト交換方 式の2種 が用意 され る

が,サ ー ビスの共通 的な特徴 をあげ ると次の

とお りであ る。

① 交換 サー ビスである(任意 の相手 との通信

が可能 で,セ ンターの回線数 の削減が可能

とな るほか,端 末の増設 ・変更が容 易 であ



る)。

② 従量 制料金 で ある(低 トラフィックの通 信

に有 利で,デ ー タ通信 の利用範囲 の拡 大が

期待 され る)。

③ 広範 囲の通信 がカバーされる(200bit/s--

48Kbit/sの 通 信 が可能)。

④ 接続時間 が短縮 され る。

⑤ 信頼 憎i,伝 送 晶質 が高 い。

⑥ 豊富 な付加機能(閉 域接続,ダ イヤル手

順の簡易化,そ の他)を もってい る。

なお,こ のサービスは,回 線交換方 式が1979

年3月 か ら,パ ケ ット交換 方式 が同年6月 か

ら,当 初 東京,大 阪,名 古屋,横 浜 な ど一 定

の地域 で開始 され,需 要動向 をみて逐次拡 大

され る予 定で ある。

国 際電電 で は,従 来特定通信 回線 と電 信型

公衆通信 回線(国 際加 入電信網 の利用)の サ

ー ビスを提供 して きたが ,近 年 国際 間での情

報処理 を行 ういわ ゆる国際 デー タ通信 システ

ム(た とえば情報通信事業者 の タイム シ ェア

リング・システム,航 空会社 の座 席予約 システ

ム及 び海運会社の データ処理 システムな ど)

が逐年 増加 して お り,ま さに国際通信 の様相

が急 激 に変 わ りつっ あ る。 そ して世 界中の 多

くのデ ータベース,TSSセ ン ターに もア クセ

スで き,ま た どのよ うなデ ータ処理 セ ンター,

端 末 に も通信 を可能 とす るには質 ・量 と もに

これ らの必要 を満足 させ る国際 デー タ通 信網

とい った ものの実 現が望 まれ るよ うにな った 。
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そ こで国際電電 では,新 しい公衆 通信 サ ー ビ

ス を各国との間 に実現 す る国際公衆 デ ータ通

信網 ともい えるVENUS(Valuable&Eff-

icientNetworkUtilityService)の 建 設 を

計画 してい る。 これ の特 徴 としては次の とお

りであ る。

① 国際加入形式 を とるデ ジタル交換 サー ビス

で,デ ー タ ・フ ァクシ ミリな どの伝送 が可

能 である。

② 各種 コン ピュー タ,端 末 機器 の接続 が可 能

である。

③ 端末速度 は当初300～9,600bit/sで 将 来48

Kbit/sも 可 能 とす る。

④ 通信形態 は,リ アル タイムによ るデー タ ・

フ ァクシ ミリ通 信,蓄 積交換 によ るメ ッセ

ージ通信 ,TSS及 び 方式変 換 を伴 うデジタ

ル形 フ ァクシ ミリ通信 で,こ れ らを4つ の

加 入 クラスに分 けてサ ー ビスす る(国 際T

SSで は,コ ンピ ュータ ・アクセ ス ・サ ー

ビス として当面Tymnet,Telenetを 中心 と

す るが,外 国か らの 日本 のデ ータベースへ

の アクセス も可能 とす る)。

なお,こ のサ ー ビスの 開始 は,リ アル タイ

ムが1979年 春,メ ッセ ー ジ通 信 は1980年 春 頃

が予定 され,サ ー ビス対地 は アメ リカ,ヨ ー

ロ ッパ,カ ナダの順 に予 定 されて いる。 そ し

て その後 は需要動 向,相 手 国の準備状況 な ど

を勘 案 しつつ順次 拡大す るこ ととして い る。

`



第4章 日本 をとりまく世界環境の変化

1対 日批判の進展

コンビ。ユ一夕産業 の揺籠期 にお いて は,ア

メ リカ系 メーカーの技 術力 は世界 を圧 して お

り,日 本 や ヨー ロッパの メー カーは次 々 とア

メ リカ系 メー カーと提携 し最 新技術 の吸収 を

図 った。 日本 の例 で み ると,日 立 がRCAと

(61年5月),三 菱 がTRW(62年2月)そ

の後Xeroxと(69年10月;当 時 はSDS),日

本 電気がHoneywellと(62年7月),沖 電 気 が

SperryRandと(63年9月),そ して東芝が

GEと(64年10月),と い った技術提携 関係が

結 ばれた。

しか し超高性能電子 計算機 開発 プ ロジェク

ト(66～70年 度),電 子 計算 機等 開発 促進 補 助

金制度=370対 抗 新機種 開発(72～76年 度),

次世 代電子計算機用大規 模集 積回路開発促進

費補助金制度=超LSI開 発 フ。ロジェク ト(76

～79年 度)な どを通 じ
,日 本の コン ピュータ ・

メーカーの技 術力 は著 し く高 め られ,現 在で

は海外に技術 輸出 をす るまで に至 って いる。

海外での評価 も,特 にハ ー ドウェア技 術 に対

して は,定 着 しつつ あ り,超LSI開 発 競 争

では,IBM対 日本 とい う図式 で語 られ るこ と

も稀 ではな くなった。

日本勢が地 力 をつ け,本 格 的な輸出体制づ

くりに乗 り出すにつれ,海 外企業 との摩擦 が

問題 にな り始 めた。特 に アメ リカの関連業界

では,自 動車,カ ラー ・テ レビの二 の舞 にな
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るの で はないか との危惧感や,誤 解,さ らに

は感 情 的反 発な どか ら反 日色 を強 め るところ

もあ り,79年 に入 ると貿 易交 渉 と絡 ま りあい,

対 日批 判 は政治問題 へ と発展 してい った。

半導体業界の反 日キャンペ ーン

77年 半 ば ごろ,一 時下火 とな っていた アメ

リカ半導体 業界の反 日キ ャンペー ンは,年 末

か ら再燃 し始 め,78年 に は有力経済誌Fort-

uneが,「 シ リコン ・バ レーの日本人 スパ イ」

と題す る記事 を掲載,日 本企 業を名指 しで非難

す るにまでに至 った(Fortune誌,78年2

月27日 号)。

この記事 は,シ リコ ン ・バ レー と呼 ばれ る

サ ンフラ ンシス コ湾南西部 で日本が アメ リカ

半導体 産業 の高 度技術 の秘密 を盗 み出そ うと

してい る,と い うもの で,富 士通や 日立 な ど

が この地 に設立 した 「連 絡事務所」 は,「 軍

隊 の様 に徹底 的に組織化 され た」情報 収集支

部 に他 な らない と きめつ けてい る。そ して,

日本 は その 国家 目標 を,半 導 体技術 の点 で ア

メ リカを追い抜 き,世 界 の コン ピュー タ とエ

レク トロニ クス市場 を支配す る ことに置 き,

そ のた めに2億5,000万 ドルの 政府 参 画 の超

LSIプ ロ ジェク トを うち立 ててい る,と して

いる。

同誌 は,日 本 か らの駐在 員の仕事 につ いて

さらに,「 離職 中の役 員や技 術 者 を絶 えず 見

張 り」,目 をつ けた人物 に対 して は 「多額 の



コンサル タン ト料 を払 って買収」 してい ると

い う。 このよ うな 日本か らの情報収集 員は,

「半導体 サ ムライ」 とか 「タイガー」 とか呼

ばれ,「 嘘 をっ き,盗 み,だ ます 」 な ど 「情

報 を得 るためには どんな ことで もす る」。 合

法,非 合 法あ らゆ る手段 で アメ リカの技 術 ノ

ウハ ウを集め る一方,ア メ リカか らの見学者

に対 して 日本の企業 は 「会議室 のみ見学 す る

のを許可 」 して いるだけで,し か も市場 は関

税,非 関税障壁 に守 られ アメ リカ側 に不利 と

な ってお り,電 電公社 のよ うな閉鎖的市場 も

設 け られて いる,と してい る。

こ うした中傷記事 に対 し,日 本電子機 械工

業会 は同誌 に反論 を寄稿,こ の中 で,日 本 メ

ー カーに不正 はない し
,日 本は外国 メーカー

を市 場か ら締 め出 して もいない と して,次 の

よ うに述 べ た。① 日本 の メーカーは これまで

不 正 な研 究活動 を行ったことはないし,ま た行

お うと した こともない。② 日本市場 は外 国 メ

ーカーを締 め出 してい ると主張 してい るとこ

ろ もあるが,実 際にはTI(TexasInstru-

ments)の よ うに 日本で成功 してい るメーカ

ー もある。統計 に よれ ば日本のIC市 場 の30

%は 輸 入 品に よって占 め られ てお り,し か も

18%は 直 接 アメ リカか ら,10%は ア メ リカ系

企業 の海 外工場 か ら輸入 した ものであ る。③

アメ リカの メーカーが 日本 で失敗 したの は,

日本 の関税 が高 いか らで はな く,日 本の厳 し

い品質基 準に合致 した商品 を出す こ とが出来

なか ったか らだ。④ アメ リカの半導 体 メーカ

ーは ,利 益の半分以上 を海外市 場で あげて い

る一方 で,国 内で は国産品愛用 政策 を採 ろ う

としてい る。

同工業 界 はまた,パ ロァル トで開か れた 日

米半導体 問題 をテーマ とす るAEA(Amer－
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icanElectronicsAssociation)の デ ィナ

ー ・ミーテ ィングに"特 使"を 派遣,パ ネル 『

・デ ィスカ ッシ ョンを通 じて アメ リカ業界 と

の意志疎通 に努 めた。反 日キ ャンペー ンがエ

ス カ レー トして以来,日 本の半導体 の企業 人

が アメ リカに乗 り込 んで,公 の場 で発言 した

の は これが初 めての ことであ り,和 解 とまで

はいかなか った ものの,ア メ リカ側の誤解 を

ほ ぐす ことにあ る程 度成功 した といわ れて い

る。

76年5月 の 「日本政府 は,デ ー タ処 理産業

を主要 な輸出産業 にす るべ く国家政策 を推進

してい る」,ま た77年7月 の 「日本 の 官 公 庁

にIBM製 品 の納 入 が殆 ど認 め られてい ない

のは不 満で あ り,通 産省 に不 当差 別解 消 を申

し込 んで いる」 とい うケ ア リー(F.T.'Ca-

ry)会 長 発言で物議 をか もしたIBMだ った

が,こ うした反 日キ ャンペ ーンには直接加 わ

らなか った。 とはい え77年 末 以来超LSI開

発 に参画 しているメー カー5社(富 士通,日

立,三 菱電機,日 本電気,東 芝)に 対 し,ク

ロスライセ ンス契約 に 「(超 エル ・エ ス ・ア

イ技 術研究組合への)出 向者の取得 した特 許

も自動 的に同契約 の対 象 とす る」旨の条 項 の

新 設 を働 きか けていた。 これに対 し各社 は,

IBMに 「メーカーの一存 では検討 しかね る」

とす る一方,通 産省 に同組合 の特許 の取 扱 い

につ いて国の基本方 針 を打 ち出す よ う求 めた。

通産省 は,「 特許公 開 は ノウハ ウ流 出 に直

結せ ず,今 後の研究 活動 に も支 障 を きた さな

い」 とい う判断,お よび技 術研究組合 を技 術

カルテル と決めつ けるアメ リカ半導体 業 界の

批判 をかわすため,そ の所 有特許 の公開方 針

を決定 した。特許 公開 の原則 は,① 公開 に際

しては通産大臣の承 認 を必 要 とす る。② 組合



加盟 各社 は適正 な対価 の下 に特 許実施権 を設

定で きる。③ 加盟 各社 は再実施 権付 きの特許

実施権 を第三者 に供与 で きる,と い うもの。

公開 を大臣の承認制 と したのは,「 対価 」に

公正 を期す ため,と の公式説 明がな されてい

る。 しか し実 際には,「 不承 認 」 とな るケ ー

スは起 らない とみ られ,こ の一項の真意は,

国 益 として超LSI技 術 の安 易な輸出 は認め

ない とした国 の姿 勢 を明 らか にす るとい うこ

とで あ り,根 強 い公開反対論 を意識 しての こ

とといえそ うだ。

日米半導戦争 と もい われ る二 国間の確執 は,

業 界間 だけの問題 ではない。 この"戦 争"の

そ もそ もの発端 は,IC関 税 問 題 にさかのぼ る

ので ある。77年4月,AdvancedMicroDe-

vices社 の サ ンダース(W.J.Sanders皿)

社 長 がSIA(SemiconductorIndustry

Association)の 代 表 として,訪 米 中の福 田首

相(当 時)にIC関 税 の 引 き下 げな どを"直

訴"し た。SIAは そ の数 週 間前 に シ リコ ン

・バ レーに本拠 を置 く企業 を中心 に結成 され

たばか りの業 界団体。SIAの 旗 揚 げが この

会見 とな ったわ けだ。 その言 い分 は,「 アメ

リカのIC輸 入 関税 は6%で あ るのに 日本 は

12%で 不 平等 」 とい う単純 明解 な もの。 これ

に対 し,日 本 の半導体業 界は,① 関税率 の差

はア メ リカ企 業 に不利 益 を もた らしていない,

② ア メ リカ市 場で の 日本製ICの シ ェアは,

日本市場 での アメ リカ製品の シェアに比 べ る

とは るかに小 さい,③EC市 場 の関税 と比 べ

て も日本 の関税 が非常 に高 い とはい えない,

な どの反論 を公式,非 公式 に繰 り返 した。

SIAは ス トラ ウス(Robert.S.Strauss)

大統 領通 商交 渉特別代 表 に陳情す るな ど,積

極的な ロビー活動 を展 開,問 題は東京 ラウン
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ドに 持 ち込 まれ た。 この前後か らElectronic

Newsな どの業 界紙,NewYorkTimesな

どの一 般紙,BusinessWeekな どの経済誌

が 日本 の半導体 業界の拾頭 に関す る記 事 を次

次 と掲載 し始 め た。 そ してFortune誌 の記 事

の登場へ とつなが ってゆ くの である。

"Eシ リーズ"漏 洩問題

こ うした中で 日本 アイ ・ピー ・エ ムが未発

表 機種 のセ ール スを行 っていた ことが明 るみ

に出,業 界 にまた新 たな緊張感 がみな ぎった。

事 の経過 はこ うである。77年12月 ご ろか ら

日本 ア イ ・ピー ・エムのセールスマ ンが 「79

年 春 の 出荷 予定 で,性 能/価 格比 は現行機種

の2倍 の新 シ リーズを販売す る」 と言 ってユ

ーザ ーに接 触 を始 めた。 これ についてユ ーザ

ーや競合 メーカーか ら通産省へ 問い合 わせ や

苦 情 があ り,事 の重大性 を認 めた同省 は調査

を開始 し,同 社 に事 実関係 の確認 を求 めた。

通産省 は,市 場へ の絶大 な影 響力 を持 つ同

社が未 発表の製 品,そ れ も出 るか ど うか わか

らない新 機種"Eシ リーズ"を 商 談 に持 ち出

す こ とは,場 合 に よっては虚偽 の商談 に もな

りか ねず,そ うなればユーザーや競合 メーカ

ーに多大 な被害 を及ぼす ことにな る として ,

行 政措置 も辞 さな いとの態度 で臨ん だ。一方

公正取 引委 員会 も日本 アイ ・ピー ・エ ムの商

行為 が独 占禁止 法第6条 お よび第19条 に 抵触

す る疑 いがあ ると して独 自に調査 を開始,4

月26日 の 衆議 院商工委 員会 で も取 り上 げ られ

た。同 日,日 本 アイ ・ピー ・エ ムは,き わ めて

問題 の 多い方 法で コン ピュータを販 売 しよ う

とした事実 を正式 に認 め,営 業担 当者36人 を

処 分 した。 さらに5月9日 に椎 名社 長 が通産



省 を訪 問,事 実関係 を報告 し陳謝 した ことで

一件落着 とな った
。

IBMが 全 世界の従業 員に対 しその遵守 を

求 めてい る 「ビジネス ・コンダク ト・ガイ ド

ラインズ」には,未 発表製品 の扱 いについて,

「IBM製 品 は
,そ の発表前 に開示,論 議,

ま たは販売 しない とい うのがIBMの 方 針で

す」 「IBMが 未 発表 製品に関 す る情報 を 開

示す るこ とは,競 争 者に よ り不公 正で あると

み られ るこ とがあ ります」 「開 示 の 禁止 は,

IBM担 当 員が,新 製 品の開発 中であ ること

をほのめか して,顧 客 の競争者 に対 す る機 械

注文 の決定 を遅 らせ てはな らない とい うこと

を意 味 します」 と書 かれてい る。

未発表 製品の セールスは,確 か に この内部

ガイ ドラインに違反す る もので,ま た アメ リ

カの証券取引 法上か らも疑 義が多 い ものであ

る。 しか し,日 本の独禁 法では どこまで追求

で きるか は疑 問。 それ に,他 の メーカーが こ

の種の行動 を起 こしたこ とは枚挙 にい とまが

ない程 だ ともいわれて お り,ア メ リカ系企業

とい うこ とで問題 に された とすれ ば,ア メ リ

カ政府 その もの を刺 激 しか ねない。 と もあれ,

行 政措置 もとられず,ま た東京 ラウン ドでの

問題化 と もな らず,一 件 は幕 とな った。

2日 米貿 易不 均衡 問題 と

コン ピュー タ産業

関税 ・非関税障壁問題

東京 ラウン ド(多 角 的貿 易交渉)の 最終決

着 に先立 って,わ が国 は コン ピュータ本体 お

よび周辺機器 の輸入関税 を,本 体 は13.5%か

ら10.5%に,周 辺 機器 は22.5%か ら17.5%に

それ ぞれ引 き下 げ,3月 か ら前倒 し実施 に踏

51

み切 った。 しか し,そ の後 もアメ リカ側のつ

き上 げは続 き,特 にICは オ フ ァーに含 まれ

なか ったた め,そ の要求は強硬 で あ った。

アメ リカ側の非難 は,関 税率 だ けでな く,

非 関税 障壁の問題 に も及 び,例 えば,デ ータ

通信専 用線料金 の値上 げ とその方式 は非 関税

障壁 とな る恐れがある として,そ の実施 の延

期 の申 し入れ も行 われた。 これ は,「 電電 公

社 が国産 メーカーのモデ ムを用 いて 自 ら運営

す るいわゆ る直 営式 専用線 につ いて は,低 い

値上 げ率 を適用 し優遇 してい る一方,ユ ーザ

ーが民 間業 者か らモデ ムを購 入 して使用 す る,

い わ ゆる 自営式専用線 について は,高 い値上

げ率 を適用 して いるが,こ の こ とに よ り,①

ユ ーザ ーが使用す るモデムの メーカ ーは殆 ど

が アメ リカ系で あ り,こ の値 上 げ方 式 によ り

被害 を受 ける② ユ ーザーの中に はア メ リカ系

企業 もあ り,値 上 げによ り相対 的に不利 にな

る」 として,値 上 げ実施 の延 期 を要望 した も

の 。 この 申し入れば 日米通商 円滑化委 員会

(TheJointU.S.-JapanTradeFacil-

itationCommittee)の 場 で 行 わ れ た もの

で あ る。

これ に対 し,公 社,郵 政省 は料金値上 げは

正 当であ り,値 上 げ方式 も外 国 を差別 して い

るわけではな く,ま た これ は純 国 内的な問題

で同委 員会 が扱 うべ き類 の もので はない とし

て 申 し入 れ を拒否,値 上 げは予定 通 り4月1

日か ら実施 され た。公社 の外 国企 業 に対 す る

市 場閉鎖性 は,前 々か ら論 じられて いたが,

ア メ リカ側 の見方 は この件で また一段 と厳 し

さを増 した といえよ う。公 社 の門戸開 放問題

が尖 鋭化 して くるの は10月 半 ば ごろか らで あ

るが,こ の点 につ いては次第 で述 べ るこ とと

す る。



日米貿易収 支の大幅 な不均衡 な どを背景 と

した日米経 済関係の緊張 が続 く中で,7月 に

は,コ ン ビ。ユ一夕の輸入 関税 を本体4.9%,

周 辺 機 器6%,そ してICは 現 行 の12%か ら一

挙 に4.2%に す るこ とで 日米両 政府 は基本的

に合意,東 京 ラウ ン ドの最終 決着 を待 って実

施 に移 され るこ とにな った。 この結果,日 米

の長 い間の懸案 とな っていた コ ンピュー タと

ICの 関 税問題 は,双 方 が 同 レベルの関税率

とな ることで一応 の決着 をみた。

しか し,ア メ リカの関連業界側 は攻撃 の手

をゆ るめず,超LSI技 術 研究 組合や公社の

調達問題 な どを槍玉 に挙 げ,政 府や議会への

働 きか けを続 けた。

10月 に はIC問 題 に関す る上院の公聴会 が

カ リフ ォルニ ア州 で開 かれた。 さらに12月15

日に な るとITC(国 際貿 易委 員会)が,外

国製 コンピ ュー タとICの 競 争条件 について

正式調査 を開始す るとの通達 を出 した。 これ

は,SIAの か ねてか らの主張 を受 け入れた

上 院財 務 委 員 会 国 際通 商 小委 員会 と,銀 行

・住宅 ・都 市問題委 員会国際財務小委 員会の

要請 による もので,特 定 の対象 国 は名指 しし

ていな いが,日 本 を意識 してい るの は明白 で

あ り,各 小委 員会補佐官 もこれ を認 めて いる。

ITCの 通 達 は,「 ア メ リカ 関税 法332条

b項 によ り,ICの 貿 易 とその コン ヒ。ユ一夕

への使用 に関 し,調 査 を開始 す る」 とし,そ

の内容 は,① アメ リカ国内の コン ビ.ユー タと

Idの 現 在お よび将来 の競争条件 に対 す る影

響 を調査 す る,② ア メ リカ並 びに諸外 国政府

の通商政 策 に起因 す る国際市場 の諸条件 に も

焦点 をあて る,と い う もの。 よ り具 体的に は,

① 外国政府の輸 入規制策 により,ア メ リカの

メーカーは どの程 度国際市場 か ら閉 め出 され
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て い るか,ま た将来 は どの よ うな形 となるか,

② これ ら外国政府 は,自 国産業 を育 成す るた

めに,ど の よ うな特別策 を講 じてい るか,③

アメ リカ政府 はそれ に相 当す る助 成策 を行 っ

ているか,あ るいはそ うした政 策が欠 如 して

い るか,④ アメ リカの半導 体産業 に外 資が ど

の程度投 じられてい るか,ま た将来 それは ど

のよ うな傾向 を示 すか,⑤ 輸入,輸 出 にかか

わ るアメ リカ政府 の政策,半 導 体業界 とのか

かわ りは どうか,な どが調査 され る。

関税法332条b項 は,諸 外 国 との関税関係

や通商条約 につ いて,ITCが 調 べ られ る権

限 を規定 した ものだが,外 国産業 との競争 条

件 につ いて も,ダ ンピングの有無,生 産原 価

を含 めて調査 で きると も定 めてあ る。 この調

査 は"一 般調査"の 性格 を持 つ もので,同 法

337条(不 正取引 の禁止)に 基 づ く"ダ ン ピン

グ容疑"調 査 とい う深刻 な ものでは ない。 し

か し,ITCの 調 査 は過去 に重大 な通商問題

に発展 した前触 れ的性格 を持 ったケース も多

いため,ど の よ うな意 見書 が上院 に提 出 され

るか予 断 を許 さない ものが ある。

この調査 は79年9月 まで行われ る。

79年1月5日,今 度 は下 院歳 入委 員会貿易

問題小委 員会が動 き出 した。バ ニ ク(Char-

lesA.Vanik)同 小 委委員長 が 「高度技術産

業 に対 す る日本 の補助」 とい う声 明 を発表 し

た もの で,こ れ は今 までの,日 本政 府 がアメ

リカ製 コンピュー タの輸入 を抑 え込ん でい る

との攻撃 か ら,日 本 の コンピュータ輸 出が 日

本政府 の補助 によ って推進 されて い るとして,

そ の鋒 先 を転 じた もの である。

声 明は,「 数年 間にわた り,日 本政 府 はエ

レク トロニクス産業 を補 助,行 政指導 し,世

界の コンピュー タ市場 を支配 しよ うとして き



た。 こ うして アメ リカに残 された数少 ない有

力輸 出商 品を一掃 しよ うとして い る」 と非難

し,さ らに ソフ トウ ェア部 門 に対 して も,

「日本政府 の補助金 はおよそ1億7 ,500万 ド

ルに もおよぶ」 と指摘,日 米貿 易収支不均衡

が問題 にな ってい るお り 「日本政府が さらに

不均衡拡大 の道 を採 って い ることはま さに驚

くべ きこ とだ」 と述べて い る。そ して 「アメ

リカ政府 として,日 本政府 に対 し直 ちに,対

米輸出 は許 されない ことを告 げ,同 時 に相殺

関税の適用対象 とな るこ とをは っ きりさせ る

べ きだ」 と結 んでい る。

電 電 問題 とジ ョー ンズ ・レポ ー ト

73年 秋 に始 ま ったGATT東 京 ラウン ドは,

関 税の引 き下 げだけでな く,商 慣 習,規 格,

政 府 の補助金 とい った非関税 障壁 を も取 り除

いて,世 界の貿易 の流れ を円滑 に しよ うとい

うのが狙 いで あ り,電 電 公社 のよ うな政府 関

係 の調達 開放 の規約 づ く りも重要 な柱の1っ

であ る。

電電公 社の資材調達額 は年 間6,200～6,400

億 円 。 この うち外 国メー カーか らの購 入分 は

30億 円台 で,全 体 の0.5%程 度 。 アメ リカの

得意 とす る通 信機器,エ レク トロニ クス とい

った電気通信 機器 は門戸 を閉 され,随 意契約

方式 によ り,国 内 で調達 されて い る。 そ して

この電気通信 機器 の国 内調達額の半分 は 日本

電気,富 士通,日 立製作所,沖 電気工業 の4

社 で占め られ,こ の4社 を頂 点 に した200

程 度 の メーカ ーに発注 してい る といわれ てい

る。

この調達 を外国企業 に も開放 せ よ との声 は,

以 前 か ら,特 に アメ リカか ら根強 い もの があ
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っ た。 ア メ リカ側 の姿勢 が急速 に硬化 し始 め

たのは,78年10月 ごろか らであ る。具体 的 に

は,ア メ リカ輸出 開発使節 団(団 長:シ ェパ

ー ド=MarkShepherd
,Jr.=TexasIn-

struments社 会長)の 訪 日(10月2日 一一14日)

前 後 か らで ある。 同使節 団は,対 日輸 出拡 大

の ため来 日 した もの だが,同 行 した商務 省の

ワイル(F.Weil)次 官 補 は 「電電 は石の壁 」

とい う強烈 な言 葉 を残 して帰 国 した。

電電 問題 は,政 治問題 の色 彩 を急速 に深 め,

日米貿易摩 擦の象徴の よ うに論 じられ始 めた。

12月8日 には大統領通商交渉特 別代表部(S

TR)の 担 当官が公社 を訪 問 し門戸開放 を迫

った。 その後EIA(ElectronicIndustri-

esAssociation)の 主 催 で,ア メ リカ大手 通

信機器 メ ーカー と電電 の,日 米技術専 門家 レ

ベル会議 が もたれ たが,具 体的 には何 の進展

もないま ま話合 いは終 了 した。

明 けて1月2日,下 院歳入委 員会貿易 問題

小 委 員会 の 日米 貿易 に関す る特 別調査委 員会

(U.S.-JapanTaskForce;ジ ョー ンズ

=JamesR .Jones=委 員長)は,前 年11月

半 ばか ら行 って いた調査結果 をま とめ,小 委

員会 のバニ ク委 員長宛 に提 出 した。 いわ ゆ る

ジ ョー ンズ ・レポー トであ る。

同 レポ ー トは,日 米貿 易不均衡 問題 を種 々

の側面 か ら論 じ,さ らに韓 国 や 台 湾 な どの

"ニ
ュー ・ジ ャパ ンズ"の 拾頭 問題 に も言及

してい る。

日米 貿易不 均衡の日本 側の問題 点 として同 レ

ポー トは,① 日本 の消費者 は円高 に よ る恩 恵

を もっと受 け るべ きだ,② 日本 の市 場 自由化

は不均衡改 善 に大 きく貢献 す る,③ 成長 策 に

よって輸入 は増加 す る,な どの点 を指摘 し,こ

の うち市場 自由化 に対 す る障壁 として次の5



項 目を取 りあげてい る一 ① 輸 入 カルテル,

② 外国銀行 に対 す る差 別的規制,③ 自動車輸

入 に対す る規制,④ 政 府調達 にお ける"バ イ

・ジ ャパニーズ"政 策 ,⑤ 農産 物輸入 に関す

る規制。

中で も政府調達 問題 では,電 電公社の資材

調達方法 のみが取 り上 げ られて いるのは異色

の ことだ。同部 分の概要 は以下 の通 りである。

◇◇◇

日本 は世界の工業 国の申で も最 も制 限的な

政府調達 政策 を採 ってい る国の1つ であ る。

日本 の政府調達 は,高 度 に分散化 された手段

で行 われてい るが,こ れは結局,外 国の ビジ

ネスマ ンが接 触 で きないよ うな数千 の部局 を

通 じて調達 が行 われてい るとい うこ とであ る。

そ して多 くの場合,入 札 は 口頭,非 公式 あ る

いはは っき りしない基準 で,し か も"超 法規

的行政指導"に 基 づいて行 われ る。

こうしたや り方 が,現 在進展 中のMTN(多

国間貿易交渉)で の政府調達 コー ドによって

修正 された と して も,日 本 側は この コー ドを

多 くの準官庁 に適用す ることを拒 むおそれが

あ る。現在140余 りあ る準官庁 予算 は,日 本

の全 国家予算 の約半分 に ものぼ るため,重 要

な意味 を持 って いる。 中で も電 電公社 の持 つ

意味 あいは大 きく,日 本政 府が政府調達 コー

ドによ る官庁 リス トの中に電電 公社 を含 め る

か どうか とい う点 は,日 米 間 に残 されたMT

N交 渉 事項 で も最大 の もの といって よい。

1978年,日 本 政府 は自国の政 府調達 を外 国

企業 に開放す るための"片 務 的努力"を 行 う

と発表 し,現 実 にそれ な りの進 展 をみせ たが,

道 は依然 として遠 い。 このいわ ゆる"バ イ ・

ジ ャパ ン"政 策の現実 を理解 す るため,電 電

公社の調達方 法 を調べ るのは意義 め あ るこ と
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で あ る。

電電 公社 は準官庁組織 で,郵 政省 の監 督下

に あ り,そ の予算 は国会 の承認 が必要 で ある。

しか し同省 がよ り開 かれた調達 政策 を とるべ

きだ と示唆 してい るに もかかわ らず,同 公社

は法的 には これ に縛 られ ることはないので あ

る。

アメ リカ製電気通信機器 の 日本 での販売 は,

① 電電 公社 の主要幹線 ネ ッ トワー クに対 す る

販 売,② 付属的 つま りこのネ ッ トワー クの外

に ある機 器の販売,③ 宅内交 換機 陽 に おけ

る非公社系列顧客へ の販 売,の3つ に分 け ら

れ る。

① は困難 な ことであ るが,仮 に電電 公社 が

ネ ッ トワー クの調達 を研 究開発段階 で開放す

れ ば,ア メ リカ系 メー カーは 市場 の一 部 を獲

得 で きるはずであ る。言 いか えれ ば,シ ステ

ム開発 の早期段 階か ら参加 し,研 究開発 を 日

本側 と共同で行 うことによって,ア メ リカ ・

メーカーは通信 ネ ットワー クのかな りの部 分

に接近 で きることにな ろ う,と い うこ どだ。

これは時 間がかか り,か つ困難 な仕 事だが,

や るだけの価f直が あ り,ア メ リカ政府 が支持

すべ き仕事 であ る。

② は直 ちに外国企業 にINhS(で き る性質 の も

の であ る。

③ は対 日潜在輸出額の35%を 占 める もので

あ るが,ア メ リカの電気通信機 器 メーカ ーに

よれば,政 府の認可 に必要 な技術規格 の入手

が困難 で,し か も申請 を提出 して も認可 まで

非常 に時間 がか かる とい う。 また,要 求 され

る技術 情報の量 が,認 可判 断に必要 な レベル

をは るか に越 えてい るとい う。 これ らは頂大

な非関税障壁 にな って いる。

我 々は電電公 社の高官 と会 見 した が,ひ ど



く失望 させ られた。電電 公社 は 日米 両国 間の

深刻 な貿 易問題 を全 く認識 して いな いよ うに

みえた し,公 社の調達政策 が特 に両'国間の貿

易 問題 で最重要 課題の1つ にな って いる とい

う認 識 も持 っていない よ うにみ えたか らで あ

る。

アメ リカ向 けの電気通信機 器の輸 出が急増

しているだけ に,問 題 は急速 に深刻 にな りつ

つ あ るといわね ばなるまい。 日本側 はで きる

だけ多 く」 で きるだけ速 く,開 かれ たア メ リ

カil'i場へ 輸 出 して い く一方 で,自 国 の通信技

術 を向 ヒさせ るため に国 内市場 を保護 してい

るよ うに思 われ る。 アメ リカの製品 が輸 出市

場 で拒 まれ る一方 で,職 を奪 うよ うな輸 入品

の攻勢 に さらされ るので はないか との危 惧は,

必 ずや報復 や輸 入制 限 を求 め る声につ ながっ

て ゆ くだろ う。

我 々は当小委 員会(あ るいは 日米 貿易特別

調 査委 員会)がITC(国 際 貿易委 員会)報 告 お

よびその 内容 に関し,早 急 に聴聞会 を開催す

す るよ う勧告 す る。加 えて,我 々はMTN(多

国 間貿易交 渉)の 政府調達 コー ド制定 の段 階

で,日 本 の電 気通信機器 市場 を開放 させ るた

めに この問題 を取 り ヒげ るよ う期待 す る。

公社側の反論と政府の対応

「ジ ョー ン ズ ・レポー ト」 は
,1月 末 にな

って公 に され たが,公 社 は2月27日 に な っ

て反対 意見書 を まとめ,自 民党逓 信部会 に提

出 した。反論の要 旨は,次 の よ うな もの であ

る。

① 公社 の メインラインの物品調 達 にっいて

:メ イン ライ ンの物 品 を外国 か ら大 量に購

入して ネ ッ トワー クを構築 してい るよ うな
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例 は,先 進国 には全 くない。 アメ リカが 日

本か ら購 入 してい る もの も極 めて特殊 な場

合 だけで ある。

② メインラインに直接影響 を与 えない機 器

の調達 について:オ フラインで使用 す る研

究設備 は これ まで も外 国か ら購 入 している。

アメ リカ側の積極的 な売込 みに期待 す る。

③ 技術基 準情 報の 人手難 につ いて:技 術基

準 は官報 に公示 され てお り,批 判 はあた ら

ない。

④ 審査 期間 について:ア メ リカで販売 して

いる製品 をその まま提 出 して くるの では審

査期 間が長 くなるのは当然 。輸 出す るため

には相手 国の事情 を勉強 すべ きであ る。

⑤ アメ リカへ の進 出について:日 本 の輸 出

は自営 設備市場(い わゆ る民需市場)が 大部

分 であ り,日 本 も自営設 備 市場 を相互主義

にのっ と り開放 して い る。

⑥ 専用線料 金値 ヒげが アメ リカ製 モデ ムの

輸出障壁 になってい る とい うことにつ いて

(こ の点 は,政 府 調達問題 の章 に先立 ち,

「通 商 円滑 化 委 員会お よび通商調査委 員会

の活動 」の章 で述 べ られ てい る):料 金 改

訂 は国 内問題で あ り,通 商問題 ではない。

アメ リカ製 モデ ムの輸 入 を制限す る意 図は

ない。

電電公 社は この反論意 見書 で,従 来 か らの

随意契約方針 を堅 持 してい る。

また,秋 草総裁 自 ら記 者会見に応 じ,随 意

契 約の必 要性 を論 じた。

これに先立 って,通 信機械工 業会 と通信電

線線材 協会 は,門 戸解 放 は,関 連 メー カーの

死活問題 につなが る として,2月13日 付 の全

国紙 に門戸解 放反対の意 見広告 を出 した。

この広告 は,「 日本 の電話 が危 機 に立 た さ



随意契約の 主張 とその理 由

①研究開発 とノウハ ウの保 護=公 開 入札 す

ると電電 とメー カーの ノウハ ウが守 れない

ので,開 発段階 か らメーカ ーの 協力 が得 ら

れな くなる。

②標準化 と設計思 想の均一 性=メ ー カーご

とに違 う機 器では,保 守,設 計,建 設 など

業務 の能率低 ドを招 き,サ ー ビスがゆ きと

どかな くな る。

③ 信頼性 の確 保=多 くの応 札 業者 に対 し[:

場調 査 はで きないので公衆電気 通信設備 に

必要 な信頼性 が保 てな い。

④安定供給の確保=長 期間 にわ たる増設用

設備,補 修部 品 の安定 的 な供 給体制 がで き

な くなる。

⑤ 安定 した調達期 間の確保=調 達期間 が長

くな り建設予算 の執行 に支 障 を きたす 。

⑥計画生産 とコス トダウ ンー計画生産 は メ

ーカー側の経営 ヒ重要 な もの で,こ れがな

い とコス ト・ア ップ。につなが る。

れてい ます」 と題 した全 面広告 で,日 米通商

問題の焦点 とな った電電 公社 の門戸解放要求

に反論 した もの であ る。内容 はそれ まで公社

が くり返 し主張 して きた もの だが,公 社 はこ

れ につ いては 「関知 して いない」 と している。

ともあれ,"電 電 フ ァミリー"が"主 家 の大

事"と して踏切 った国民世論 喚起策 であ った。

か くして政治 問題 化 した電電 公社 の機器調

達 問題 は,政 府,与 野党入 り乱 れ ての論戦 と

な り,通 産,外 務,経 済企画対 郵政 とい う閣

内不一致 にまで発展 した。 しか し政府 ・自民

党 は,日 米緊張 を回避 し,先 進 国首 脳 会 議

(東京 サ ミット)に 問題 を持 ち込 まない よ う

に との政治的判断 か ら,一 部 開放 の線 で公社
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の 説 得 を行 った。

政府 は三公 社調達 と併せ,政 府調達 の開放

額 を提 示 したが,ア メ リカ側 は]電電 市場開放

の質 に進展が み られない としてお り,79年4

月末 時点 において も決着 がついて いない。

コ ミュニケ ー シ ョン ・ギ ャ ップの 解

消 を

東京 ラウン ドは,電 電問題 な ど一 部積 み残

しは出 た もの の,79年4月 には仮調 印に こ ぎ

つ けた。しか し,日 米経 済摩擦 が これで解 消す

るわ けで はな い。IC,コ ン ピ ュー タそ して

電気 通信機器 をめ ぐる日米 間の確執 は,今 後

も二度,三 度 と起 る可能性 があ る。 そ して こ

れは 日本の世 界市 場に対 す る進 出が大 き くな

るにつれて,そ の深刻 性 を増 そう。

IC問 題 にみ られ るよ うな アメ リカ側 の 日

本進 出の危惧 に は,全 く根拠 がないわ けで も

な い。 図6に 示 したよ うに,輸 入が不安定 な

動 きをみせ る一方,輸 出は確実 に,そ して急

速 に伸 びてい る。 また アメ リカ との貿易 にお

いて も半導 体素子(ダ イオー ド,ト ラ ンジス

タ,IC,圧 電 気結晶 素子,半 導 体デ バイス

等)の 輸入が伸 び悩 む中で,輸 出は増大 の一

途 を辿 って い る。 しか しそれ に して も,ア メ

リカ側 は関税交渉 で 日本側 の大幅譲歩 を勝 ち

取 るの に急 なあま り,日 本のIC産 業 を実力

以上 に持 ち上 げた き らいが あ ったよ うだ。

シ リコ ン ・バ レーにある多 くの中小ICメ

ー カーの 「あせ り」の原因 の1つ として ,こ

の産業 の中で生 き残 ってい くため には,多 額

の投 資を続 けていけ るだ けの資金力 が必要だ

とい う厳 然 た る事実 があ る。一般 に,ICや

LSIで は技 術革新が進 むにつれて1枚 の ウ

ェーハか ら取 れ るチ ップの数 が増大す る。例



表9半 導体素子および集積回路の輸出入状況
(1)輸 出(単 位:百 万円)

70年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 78年

半導体素子 9,750 9,716 12,728
'22
,882 38,161 73,252 123,246 127,921 151,889

う ち
集 積 回 路

一 2,572 6,672 13,498 23,723 31,682 52,221

②輸入 (単位:百 万 円)

70年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 78年

半導体素子 33,135 31,304 24,654 49,331 69,993 54,273 91,540 81,378 81,761

う ち集 積
回 路 20,559 24,192 16,431 33,234 51,066 40,037 59,111 51,201 54,080

表10:ア メ リカとの電子機器輸出入状況

(1)輸出 (単位:百 万円)

年 70年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 78年

電子計算機関連装置

デジタル電子計算機

電子式卓上計算機

28,711

237

27,660

32,193

133

30,219

32,467

257

31,116

57,903

898

48,678

60,829

1,232

49,394

62,196

1,941

47,555

85,431

17,089

49,803

75,990

12,801

44,734

101,938

24,659

50,841

半 導 体 素 子 3,123 2,928 2,617 4,108 7,740 16,654 24,747 29,193 35,789

電 子 機 器 全 体 440,007 507,199 533,075 536,320 563,269 553,715 LO41,234 966,205 904,799

②輸入 (単位:百 万 円)

年 70年 71年 72年 73年 74年 75年 76年 77年 78年

電子計算機関連装置
デジタル電子計算機

69,250

54,098

61,662

40,087

49,276

36,701

66,548

48,398

85,233

61,849

65,304

46,159

82,975

80,563

94,436

92,259

78,487

76,615

半 導 体 素 子 27,153 25,328 15,182 30,860 40,116 29,881 46,159 42,354 46,424

電 子 機 器 全 体 157,070 140,414 119,427 165,137 218,502 156,849 195,940 212,117 214,750

(10億 円)
図6:集 積回路の輸出入推移

(10億 円)

図7ア メリカとの電子機器輸出入推移
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えば直径3イ ンチ(約7.6cm)の ウ ェーハか

ら最小 線幅6μmのIC(3.8mn角 チ ップ)が

約200個 とれ る(歩 留 ま りは考 えず単純計 算

をす る)が,こ れを4μmに して4イ ンチ ・ウ

ェーハか らとろ うとすれば,チ ップ ・サイズ

は2.5㎜ とな り,930個 の チ ップが とれ るこ

とにな る。得 られるチ ップ数 が2倍 になれば,

チ ップ当 りの装置 コス トは半分 になる。歩留

ま りの向上は これ に拍車 をか ける。

装置価 格がそれ ほ どで もな く,ま たIC市

場 も急 激に拡 大 して きた これ までは,こ れ で

問題 がなか った。ICやLSIの 価 格が下 っ

て も,市 場 の拡 大で何とか吸収 で きたのであ

る。 しか し汎 用ICやLSI市 場 は,メ ーカ

ーの生産力 が向上すれ ば数社 だけで十 分供給

で きるよ うにな る。 これ に追 いついてゆ くた

め には,常 に最新 の設備 を導入 してゆかな け

ればな らないが,回 路パ ター ンが さらに微細

にな るにつれ,LSIの 性 能,歩 留 ま りは製

造装置 の性能 に依存 す るよ うにな る。そ して

この装置 はこれまで以上 に高価 にな ってい る。

さらに,設 備 投資だ けで はな く,そ れ を上 回

る研究 開発費 がい る。

こうした こ とは,IC産 業 の誕生以来 内包

して きた問題 で あり,ア メリカだけではな く全

世界 のIC,LSIメ ー カーに共通の ことで

もあ る。 しか しLSI,VLSIと 進 むにつ

れ,そ の資本集約 的産 業構造が よ り一層明 白

化 して きたの である。超 エル ・エ ス ・アイ技

術研究組 合に非難 の矢 が向け られて いる背景

には こうした こ ともあ るのだ。

アメ リカ側 の対 日批判 は,必 ず し もすべ て

が当 を得 た もの とはいえないが,だ か らとい

ってそれ を放置 してお いて よい とい うことで

はない。対 日経 済批判 の底流 には,日 本 経済
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の実 態や政策 に対 す る知識 不足 や誤解 がある

ことは否 めない。 この 日米 間 コ ミュニケ ーシ

ョン・ギ ャップの解消 こそが緊急 に必 要 と され

れ ることなので ある。製 品の輸出 を目指 しそ

の ための情報集 めには東奔 西走 す るが,こ ち

らの情 報 は出 ししぶ る,と いった旧来 のや り

方 の弊害 が,こ こに きて一挙 に噴出 して きた

とい うこと もで きよ う。

電電公 社の門戸解放 問題 は,こ の コ ミュニ

ケー シ ョン ・ギ ャ ップが生 んだ最大 の問題 と

い うことがで きるので はないだろ うか。 この

問題 が最初 アメ リカ側 か ら出 され た時,日 本

側 は等閑視 していた感がないで もない 。少 な く

と もこれまで問題が大 きくな るとは思 ってい

なか ったよ うだ。 ヨー ロッパ諸国 に対 して は

求 め られない よ うな市場開放 がなぜ あれ だけ

強 硬 に求 め られ,政 治問題化 してい ったのか。

我々 はこの原点 に立 ち帰 って見 直す必要 があ

るの ではないだろ うか。

と もあれ,今 回の"日 米経済戦争"で,こ

の コ ミュニケー シ ョン ・ギ ャップに対 す る認

識 が改 め られ,深 め られた こ とは1つ の光 明

であ る。す でに外務 省が海外広報予算 の うち

対米 向 けの比率 を増 や して いる他,半 導 体業

界 は アメ リカの業 界側 と意見交換会 を毎年定

期 的に開 くことで合意 をみてい る。 また,富

士通 な どは日米摩擦 の解 消 をめ ざし,ア メ リ

カの広 告代理店 とPR契 約 を結 んで いる。

ア メ リカ側 の認識 が高 まって きた こと も注

目 され る。78年10月 東京 で開か れた 「国際品

質会議 」での ジュラン教授 の論文,そ して ア

メ リカ労働省 がま とめた 「日本 のカ ラー ・テ

レビとVTR産 業 の競争 の源」 な どはその例

で ある。 これ らは共 に日本 のカ ラー ・テ レビ

産業 に焦点 をあて た もの であ るが,日 本 製製



品の ア メ リカ進 出を品質 とい う観点か ら分 析

して いる。

マ スコ ミの論 …周も,か つ て のFortune誌

の よ うな業界側 に操 られた よ うな一方 的な記

事 は影 をひ そ めた。有 力 経 済 誌Business

Weekは,79年3月12日 号 で 「アメ リカの メ

ーカーは日本 にな らい品質 向上 に努力 して い

る」 と題 した特集記事 を載 せ てい る。 この中

で同誌 は半導 体産業 に も言 及 し,ア メ リカの

半導 体 は品質 ・性能 を第一 義 とす る 『軍 お よ

び航 空宇 宙用』 と,価 格 が重 視 され る 『民生

用』 とに分け られてい るが,日 本 の メーカー

は 『航空 宇宙用』の品質 を 『民生用 』の価格

で提 供 してい ると述べ,日 本製製品 の最大 の

強 みはその品質 にある としてい る。(残 念 な

が らこの記事 が載 って い るのは アメ リカ国 内

向けの産業版 で あるため,日 本国 内では入手

で きな い)

日米 間の経 済摩 擦 を,全 く別 の関点か ら論

ず る もの も出て きた。上 院軍 事委 員会(ス テ

ニス=JohnC .Stennis=委 員長)の 太平 洋

研究 グル ー プが3月22日 に発表 した 「アメ リ

カと日本の安全保 障関係」 と題す る報告書 が

それだ。 この報告書の 中で同 グルー プは,日

米関係全体 は 「東 ア ジアにおけ る安 全保障 と

安定 を保証 す るた めの最 も重要 な もの」であ

り,両 国政 府は 「現在 の貿 易問 題の解 決 にあ

たって双方 の安 全保障 関係 に永続 的な打撃 を

与 えないよ う十分配慮す べ きだ」 と指摘,対

日貿易赤字解 消のた めに強硬 手段 を導入 し,

日米関係 に と りか え しの つか ない シコ リを残

してはな らない,と 述べ てい る。

と もあれ,先 に も述べ た よ うに,コ ンピュ

ータやIC
,LSIを め ぐる"日 米戦争"は

今後 も引続 くであ ろ うこ とは間違 いないだろ

う。 しか し,こ れは単 に電 子産業 とい う一経

済分野 のみで論 じられ る類 の問題 ではない。

日本の経 済構造全 体,ひ いて は世界 の経 済構

造に もつなが る大 きな問題 なの であ る。 だか

らといって悲観的 にな る必要 はない。 「出 る

、杭は打たれ る」の た とえ通 り,急 速な伸長 を

続 ける者 に対 して は非難が集中す る ものなの

であ る。真摯 な対応 が必要 な こ とはい うまで

もないが,も う少 しゆ と りを持 った,言 い換 え

れば,一 歩 離れ た客観 的な見方 とい うもの も

必要なので はないだろ うか。

59



第5章 技術的展開と利用者の対応

ここ数年来 の コン ピュー タ分野 におけ る技

術動向は,エ レメン トの集積 化技術 の急速 な

発展 に支 えられ,ハ ー ドウ ェアの質 の高度化,'

多様 化,小 型化 お よびコス ト軽 減 な どのめ ざ

ましい変化 が軸 とな って展 開 して いる ことは,

い まさらい うまで もな い。

トランジス タか らIC,LSI,そ してVLSI

へ と,こ こ20年 間,す なわ ち1960年 か ら1980

年 の 間に,エ レメン トの集積度 は約100万 倍'

の オーダー に達す る といわれ てい る。

このよ うな基本 技術の レベル ア ップは,そ

の まま直接的 に コン ピュー タ ・ハ ー ドウェア

の高速性 ・高信頼 性 といった質 の向上 にっ な

が り,マ イク ロレベルか ら超大 型 レベルまで

多様 な規模の システ ムが出現 し,同 時 にまた

画像処理,パ ター ン処 理,デ ー タベース ・マ

シンな どの機 能 分 散型 の各 種 専 用 プ ロセ ッ

サー出現 の基盤 を作 り,さ らにその軽量小型

化 によ り,日 用品 としての家電 製品,時 計,

自動 車あ るいは工 業計器等 に 自在 に組 み込 ま

れ,直 接 目にふれぬ形 で,無 数 の微小 コンピ

ュータが稼動す るとい う現実 を演出 した。

特 に最大 の効果 は,単 位 当 りの ハー ドウェ

ア ・コス トの急速 な低下 であ る。図8にIBM

の 各 種 マ シ ンの 価 格対 パ フ ォーマ ンス の比

較 を,図9は 同 じ くIBM機 の メモ リーのバ イ

ト当 りの コス ト低下の動向 を示 したものであ

ある。

このよ うな,ハ ー ドウ ェア技術 の急速 な進

歩 に対応 した利用 者の動 きと して は,既 存 シ
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ス テ ムの リプレースあ るいは構成の改 良 によ

るコス ト効 率の改善,お よび小 型 マシンを中

心 とした個 人 レベルを含 む新 規利 用者の台頭

の2つ に大別 され る。

1シ ステム改善の動向 と

分散処理

世 界的 に コンピュータ ・システムの導入 が

開 始 されて30年 弱,多 くの大手利用者 は第3

次 ない し第4次 シス テム構築 の段階 にあ ると

い って よい。最近 にお けるこれ らの大手利 用

者の システ ム改善 の傾向 には,以 下 の よ うな

い くつ かの タイプが見 られ る。

(1)大型 機に よる集 中 システ ムか ら,各 種複数

図81BM機 種 の価格対パフォーマ ンス比較の変化

(1979年IDC調 査資料より)
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図91BM機 種のバイ トあたりメモ リー単価の推移

(ド ル)バ イ ト当 り 価 格

2.OO--

1.50'・

1.00-一

.50-一

.30∴

.20-一

.10・ 一

.05-・

、04-一

.03-一

.02-一

.01-一

(1979年IDC調 査資料 よ り)

モ デ ル

360/30

360/65

S/3-10

370/155

370/135

370/115

5100

Series/1

3033

S/1値.ド

S/1E

8130

8140

4300

発表 バイ ト ○

時期 当 り価格

158/168値.ー ド5/76

64 66

1964
1965
1969
1970
1971
1973
9/75

11/76
3/77
4/77
6/78
10/78
10/78
1/79

68

00

50

00

60

64

.30

.18

.17

12

11

074

058

018

.015

70 72

マシンによる階層型分散 化

集中型大 型機 の限 界を打 破 し,低 価格小

型機の活用 に よる コス ト効 率の 向上,処 理

の ローカル性 の重視,通 信 回線 コス トの低

減 や,企 業の責任 分散 体制 の確 立な どを目

的 とす る。

(2)集中 セ ンターの複数 セ ン ターへの分散化

セ ンター機能 を分散化す ることによる処

理能力の増大 と,危 険分散 を目的 とす る。

(3)複数 独立 システ ム間の オ ンライン結合 によ

るネ ッ トワー ク化

経営情報 シス テム的観 点か らg) .トー タル

・システ ム化 と,各 独立 システム相互 の リ

ソース共用 に よる,総 合的 なコス ト効率 の

向上 を目的 とす る。

(4)処理 目的 別 プロセ ッサ ーによ る負荷 分散 化

代表的 ア プ リケー シ ョンを,複 数 マ シン

にそれ ぞれ分担 させ ることによる処理効 率

向上 と,OSの 簡 易化 によ るオーバーヘ ッ
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ドの 削減 を目的 とす る。

(5腹 数 の特殊 目的 プロセ ッサ ーによ る機能分

散 コン ピュー タ ・コンプ レックス化 ・

通信制御,画 像処 理,デ ー タベース処理,

特 殊入 出力処理等 のため の特殊 機能 プロセ

ッサ ーを活 用 し,そ れ らの複 合体 によ るシ

ステム機能 の高度 化 と処理 の高速化 を 目的

とす る。

(6)ネ ッ トワーク ・アーキテ クチ ュアの適 用 に

よるシ ステム制 御機能 の階層 構造化

ネッ トワーク ・プ ロ トコルの階層構 造な

どを適 用 し,通 信機能 と処理 機能 の分離 を

始 め とす るシステムの論理構造の明確 化 と,

将 来の拡 張性の向上 を 目的 とす るg

こ れ らの傾 向を さ らにマ クロの視 点か ら総

括す ると,次 の2つ の要素 にわ けて考 え るこ

とが 出来 よ う。

(1)単 一 プロセ ッサーによる集 中処理か ら,

複 数 プロセ ッサ ーによ る分散処理 へ。



(2)端 末 とコン ピュータ間の オ ンライン処

理か ら,コ ン ピュータ同士の コンピ ュ

ー タ間通信処理 へ
。

この両要素 は相互 に密接 な関連 を持 ってお

り,以 下 に共通 した最近 の技 術動向 を分 散処

理の観点か ら整理 し,ネ ッ トワー ク ・アーキ

テクチ ュア,小 型 コンピュータの活用,分 散

型デ ータベースの3つ のテーマ を とりあ げる。

ネ ッ トワーク ・アーキテ クチュア

1974年,IBMがSNAを 発 表 し て 以 来,1978

年 に か け てDEC,Burroughs,Univac,

日本 の 各 メ イ ン フ レ ー ム ・メ ー カ ー 等,相 次

い で 各 社 独 自 の ネ ッ ト ワ ー ク ・ ア ー キ テ ク チ

ュ ア を 発 表 し た 。 現 在SNAの ユ ー ザ ー は,

IBM全 ユ ー ザ ー の 約15%を 占 め て い る と い わ

れ,1980年 に は ユ ー ザ ー 数 に し て 約25%,売

上 げ 額 に し て 約50%がSNAユ ー ザ ー に な る

と見 込 ま れ て い る 。

比 較 的 小 型 機 を 対 象 とす る こ と で 特 徴 の あ

るDECのDNA(DigitalNetworkArch .itec-

ture) .とSNAを 除 く と,現 実 に イ ン プ リ メ

ン ト さ れ た 形 で の ネ ッ トワ 「 ク ・ア ー キ テ ク

チ ュ ア は ま だ 少 な い 。 一 方,コ ン ピ ュ ー タ ・

ネ ッ ト ワ ー ク の 国 際 的 拡 大 は そ の ス ケ ー ル ・

メ リ ッ トの 追 求 の 面 か ら も必 然 的 な もの で あ

り,ま た 地 域 ロ ー カ ル ・ネ ッ ト ワ ー ク や 企 業

間 ネ ッ トワ ー ク 同 志 の 網 間 接 続 に よ り,さ ら

に 大.規 模 な ネ ッ ト ワ ー ク化 が 実 現 し,相 互 の

リソ ー ス 共 用 度 も増 大 し て ゆ くな ど の 趨 勢 か

ら す る と,今 後 は ネ ッ ト ワ ー ク ・ア ー キ テ ク

チ ュ ア 間 の 互 換 性 が 切 実 な 要 求 と な る 。 こ れ

に 応 え る もの と し て,現 在CCITTやISOに

お い て,ネ ッ ト ワ ー ク ・プ ロ トコ ル な い し は
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ネ ッ トワーク ・アーキテ クチ ュアの国際標 準

化活動が鋭意お こなわれつつ ある。

現 在,ハ イ レベル伝送制 御手順HDLCや,

パ ケ ッ ト端末 とネ ッ トワークの イ ンタフェー

スX.25等 を始め,ハ ー ドウェアや デー タ伝 送

に近 い低位の標準案 は,ほ ぼ固 まって来 て い

るが,よ り高 位の情報処理 やユ ーザーに近 い

レベルの標準化 は,ま だその検討 が開 始 され

たばが りで あ り,今 後の 問題 で あ る。

これに関連 して,1978年3月 に第1回 会 合

を開催 したISOTC97SC16のOSI(Open

SystemInterconnection)の 活動 は,い うな

らばネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ュアの国際

標準化 を指 向す る もの であ り,図|0に 示 す よ

うにまず,そ の階層 レベルの提示 が行 われて

い る。

いずれにせ よ,こ れ ら国際標 準化活動 の活

発化 と時 を同 じ くして発生 した各 メーカー独

自の主張 としての種 々の ネ ッ トワー ク ・ア ー

キテ クチ ュアの出現 は,利 用者 の立場か らす

れば相予盾 した2っ の動向 であ り,今 後の成

りゆ きと各 メーカーの対応 が注 目 され る とこ

ろである。

分散処理における小型

コンピュータの活用

大型集中 システ ムの複.雑 さの限界か ら,そ

の負荷 を複数(p小 型 マシ ンに分散 し,総 合 的

な処理効率,コ ス ト効率 を向上 せ しめる とい

う分散処理の動 きは,こ こ数年来 の大方 の注

目す る ところで ある。

グロッシ ュの法則 の適用外 とい われ る最近

の小型 コン ピュー タは,そ のす ぐれ たコス ト

・パフ ォーマンスの面 か らも
,分 散処理 を支

える重要な フ ァクターとな ってお り,IBM81



00シ リーズ,UNIVAVCV77-DIP,NEAC

N4700,HITACL・-320等 を始め,ほ とん ど

の内外 メイ ンフレーム ・メーカ ーが,特 に分

散処理指 向を強調 した機種 の発 表 を行 ってい

る。

また同時にOlivetti,Hewlett-packard,

DataGeneral等 の 小型分 野に重点 を置 く各

種 メーカ ーの参 入 もあ る。 しか しなが ら,現

在約70ベ ン ダーか ら250種 以上 の機種 が発売

されてい るとい う小型 コ ンピュータの 中で,

特 に分散処理 を指 向 した ものは約15%と 必 ず

しも多 くはない。 この理 由は,分 散処理 とい

うものの特性 と実体 にあ ると思 われ る。

す なわ ち,分 散処理 その もの が,ま だその

前評判通 りに必ず しも理想 的 には定着 してお

らず,ま た分散 プ ロセ ッサ ーは,ハ ー ドウェ

ア的に もソフ トウ ェア的に も,前 述 の ネ ット

ワーク ・アーキテ クチ ュアと結 びついた形で

の階層思 考の実現 が必要不 可欠 であ ・り,や は

図101SOTC97SC16の 暫定モデルの階層

り大型 メインフ レー ムとの シ リーズや ファ ミ

リー関連,な い しは ソフ トウ ェアを含 めた フ。.

ラ グ ・コンパテ ィブル性が,よ り有利 な条件

となる。

IBM8100シ リーズを始 め,最 新機 種で はハ

ー ドウ ェア的には64Kビ ッ トRAMの 実 装 が

1つ の指標 とな って い るが,分 散 プロセ ッサ

ー としては ,高 度の信頼 性,通 信制御機能 の

充 実な どと共 に,分 散 処理思考 に もとつ く十

分な ソフ トウ ェア ・サ ポー トが重 要 ポイン ト

で ある。た とえばソ フ トウ ェア的に は,

① セン トラル ・プ・セ ッサーの制 御 プ ログラ

ム との論理 的関連 性の実現

② 非専門家 に も容 易 に対応 し得 る,操 作性 の

高 い,ハ イレベル ・デー タ操 作言語の サ ポ

ー ト

③ セン トラル ・プロセ ッサー と言語仕様上 も

プロセ ッサー上 も互換性 のあ る,ハ イ レベ

ル ・フ。ログラ ミング言語 のサ ポー ト

④ 分散 型デ ータベ ースに対処 し得 る,小 型 コ
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'レ ベル7:プ ロセ スの開始,実 行,終 了,リ ソースの割 り当て,

アクセ スな ど,情 報処理 に係 るシステ ムや,ア プ リケ

ーシ ョンのための動 作を行 うレベルであ る。 プロ トコ

ルとして,リ モー トバ ッチ,フ ァイル転送,デ ータベ

ース ・アクセスな どが例示 されてい る。

・レベル6:転 送 される情報の変換 を実施 す るもので,暗 号 化,デ

ータ圧縮,デ ータ形式変換,お よび実/仮 想 端末変

な どが含 まれ る。

・レベル5:プ ロセス間の対話機能 を提供 しプロセス間 フロー制御

な どがこのレベルに入 る。

・レベル4:ト ランスポー ト・サ ービス・ユーザ ーに対 して,通 信網

の 内部 メカニズムに無関係 な インタフェースを提供す

るための機能層であ り,エ ン ド・ッ ー'・エン ド制御機

能 を有す る。
・レベル3:ア ドレ ッシング,ル ーテ ィング等 を行 うレベル であり,

同一ネ ッ トワー ク内での デー タ転送機 能を扱 う。

・レベル2:デ ータ リンク制 御

・レベル1:物 理 レベルの制 御
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ン ピュータ向 きのDBMSの サ ポー ト等 が,

差 し当 りの要望 といえよ う。

現在の分散 プ ロセ ッサーは,こ れ らの要 望

に対 し,心 ず し も十分応 えてはい ない。ネッ ト

ワーク ・アーキテクチ ュアの さらに高位 レベ

ルの実現 と,分 散処理 の コス ト ・メ リッ トの

よ り明確 な評 価の確立 と相 ま って,こ れ ら分

散 プロセ ッサ ーの理想 的 なあ り方 は,今 後 さ

らに模索 が続 け られて ゆ くであろ う。

分散型 データベ ース

ア メ リカにおけ る分散処理の定義 に は,少

な くともデー タベ ースの分散 とい う要 素が含

まれ ると言 われ る。分 散型 データベー スは,

「1つ のデー タベース管理手 法 を用 いたデ ー

タベースが,意 識 的に分散 され た分割 型 と,

それ ぞれ独立 のデ ータベ ース管理手法 に よる

既存 データベースの間に,論 理的関連 性 を設

けた統合型 」 とに大別 され る。

分割型 は分散事務処理 の分野 でよ り多 く発

生 し,企 業内の分散処理 シス テムの一環 とし

て データベースの分割 ・分散 が行わ れ るケ ー

スで ある。一方統合型 は,リ ソー ス共用型 の

コン ピュータ ・ネ ッ トワー クあ るい はイン フ

ォメー シ ョン ・ネ ッ トワー クな ど,既 存の

データベース ・サービスが統合 された,や やパ

ブ リックな分散 リソース処理 システ ムにおい ・

て発生 す るこ とが多い。今後,多 数 の利用者

が共 同す るにたる最 も貴重 な リソースはデー

タベ ース ・リソー ス で あ り,Euronetの

例 もあ るよ うに,各 デ ータベースの異種性 を

越 えた操作 性の高いデー タベース ・サービスが

要求 され る。

以上 のよ うな利 用 目的か らす ると,分 散型
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デ ー タベース ・マネ ジメン トは,

① 利用者 にデー タベ ース間 の 異 種 性(制 御 プ

ログラムおよびDBMSの 相違)を 意識 させ

ぬ こと。

② 地理 的に分散 した存在場所 を利用者 に意識

させず,1つ の仮想 デー タベ ース を対象 と

す るかの よ うな操 作が可能 な こと。

の2点 が究極の 目的 とな る。

分割型 は一応 同種 性(Homogeneous)が 強

いとい う前提 があ り,そ の条件 内での現在の

研究 テーマは,

① デー タベースの完全分散 か,重 複分散 か を

含 む,最 適 な分散配置 の決定法。

② デ ィレク トリーの分散か集 中か重複か な ど

の管理方式 。

③ 重複 コ ピーを持 つ場合の無予 盾性(C・nsis-

tency)の 確 保。

④ 更新 に ともな うデ ッ ド・ックの回避。

⑤ 小型 コン ピュー タにお け るDBMS。

等 が ある。一方統合型 で は,異 種性(Heter・-

geneous)を 前 提 として,

① デー タベース ・モ デルの変 換の レベル と手

法。

② デー タベース ・アクセス ・プ ・ トコルの設

定。

③ 標準 ハイ レベ ル ・デー タベース操作言 語の

設定 。

④ リソ ース情 報の管理機 構。

等 が主 た る研究 テーマ とな って いる。

分割 型1と関 しては,従 来 の企 業内 システム

において も分割 ファイル の形 で実 現 して いた

利 用者 もな いわけで はな い。 しか し,従 来 は

ユ ーザ ー ・アフ。リケ ーシ ョンの一 部の機能 と

して,こ の分割 ・分 散 に対す る制 御 をすべて

行 っていた。分散型 データベースにおいて は,



可能 な限 り,こ れ らの制御 をシステム側 でサ

ポー トす ることが基本 的 目標 で ある。

統合型 に関 して は,む しろ公 共 デー タベ ー

ス ・サー ビスのニ ュア ンス も持 つ,リ ソ ース

共 用型 の コンピュー タ ・ネ ットワー クの発展

形 としての研究 テーマで もあ る。EC9カ 国

で協 同開 発 が行 わ れ たEuronetに お いて

は,100以 上 もの既存 デー タベ ースを対象 とし

た,統 合型 の アプ ローチに対 す る研究 が鋭意

行 われてい る。

このよ うに分散型 デー タベー スは,コ ンピ

ュー タ ・ネッ トワー クと,デ ー タベース ・マ

ネジメン トの接点 とも考 え られ,ま た前述 の

ネ ッ トワーク ・ア ーキ テクチ ュアの延長線上

にある,最 高位 の レベルのサポ ー ト機能 で も

あ る6

デ ー タベース側の技術 として は,こ の数年

来,急 速 にその検討 が進 め られた リレー シ ョ

ナル(relational)型 の モデルが,分 散型 デ ー

タベース ・マネ ジメン トには適 して いる とい

われ,ま た処理効 率の向上 の目的か らは,デ

ータベース ・マ シンの研究開発 も活 発 に行 わ

れっっ ある。

分散 型 データベースの実用 レベルの成果 は,

ま だほ とん ど存在 していないが,Computer

Corp.ofAmerica(CCA)のSDD-・1(Sys-

temforDistributedDatabase)あ る い は

グル ノーブル大学 でのPOLYPHEME等,イ

ン プ リメン トを含 む実験研 究は各所 で行 われ

て い る。 またARPANETの 上 で実 用 された

RSEXECは,PPP-10の グル ープに限定 さ

れ た同種 性(Homogeneous)の 対 象 ではあ る

が,分 散型 デ ータベースの定義 にほ ぼ近 い実

現 の例 であ る。

以上,分 散処理 をめ ぐる技 術動 向の一端 を
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述 べ たが,分 散処理 は コ ミュニケー シ ョン,

デ ータ処理,シ ステム ・アーキテクチ ュアおよ

びデータベース ・マネ ジメン トな ど,各 種の

技術動向の バランスの上 に組 み立 て られ,さ

らにこれ らを統合 した新 しい境界 領域的 な技

術分野 を必要 として きて いる。

2小 規模 コ ン ピュー タの躍 進

1チ ッ プ ・マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ ー か ら,10

年 前 な ら大 型 コ ン ピ ュ ー タ と称 せ ら れ た レ ベ

ル の 機 能 を持 つ ス ー パ ー ・ ミ ニ コ ン ピ ュ ー タ

に わ た る,多 彩 な 小 型 コ ン ピ ュ ー タ の 出 現 と

そ の 普 及 ぶ り は,こ こ数 年 来 の 特 筆 す べ き現

象 の1つ と い え よ う 。 以 下 に そ の 代 表 格 と し

て マ イ ク ロ プ ロセ ッサ ー お よ びSBC(Small

BusinessComputer)の 最 近 の 技 術 動 向 に

っ き の べ る 。

マイ ク ロ プロセ ッサ ー と

マ イク ロ コン ピ ュータ

1971年 後 期にlntel社 が 日本 の卓上 計算機

メーカーの要求に応 えて,Intel4004を 製 造

した ことに始 まるマイ クロプ ロセ ッサ ーの歴

史は,そ の後数年 の間 に予想 を大幅 に上回 る

急速 な進展 を見せ た。

技術面 の基本的変遷 と しては,

① ワー ド長 の4ビ ッ トか ら8ビ ッ ト,12ビ ッ

ト,16ビ ッ トの 多様i化。

②MOS,バ イ ポ ー ラ を中心 としたチ ップ技

術の総合的機能向上 とコス ト低 減。

③ チ ップ密度の増大 によ る1チ ップの機能 の

向上。

な どかあ げ られ る。



これ ら基本'技術の向上 によ り,そ の応用 分

野 も急激 に拡 大 し,同 時 にその機能向上 に逆

比例 す る形 で コス ト低下 も可 能 となった。 と

くに1977年 か ら1979年 に か けての4つ の技 術

的特 徴は,以 下の よ うな もの であ る。

① 多様 な特殊 ペ リフ ェラル用の チ ップ,例 え

ば フロッ ピー ・デ ィス ク ・コン トローラ,

CRTコ ン トロー ラ,多 重 制御 を含 む通信

インタフェースな どが開発 され た。

② メモ リー容 量 を始 め1チ ップの能力 が さ ら

に増大 した。例 えばRAM,ROM,PROM

(ProgramableROM)な どの基 本 チ ップ

の組 み込 み,あ るいはその容量増大 によ り

直接 ア ドレス可能 の メモ リーは1Mバ イ ト

に達 した。 また,ア クセ ス タイ ム数10ナ ノ

秒級 のス タテ ィックRAMも 出現 した。

③16ビ ッ ト語 長の採用 によ り応用分野 も従来

の ミニコン ピュー タと同等 のエ リアに拡 大

可能 とな つた。

④ チ ップ ・テク ノ・ジー としてMOS(PM

OS,NMOS,CMOS)と バ イポ ーラ.が代表

的であ るが,MOSは コ ンパ ク トで あるが

速 度が遅 ≦・ バイ ポー ラは高速 であ るが・

サイズが大 きくパ ワー消 費量 も多 く,コ ス

トも高い とい う長 ・短 所が存在 していた。

両 者 とも,そ れぞれの欠点 を改良 する研究 が

進め られ,バ イポー ラとの速度差 が僅 か とな

ったSOS(SilicononSapPhire)や,1司 様

に高速 パワー消 費 も少な く従来 のMOSよ り

もさらに小型 の12L(IntegratedInjection

Logic)な どが出現 した。

現在,約25ベ ン ダー,110種 の マイ ク ロフ。ロ

セ ッサ ーが市場 に出て いる といわれ,そ の ア

プ リケーシ ョンはあ らゆる分野 に拡大 されて

お り,特 に 自動車,時 計,家 庭電 気器具,工
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業計 器,ゲ ー ム ・マ シンな どへ の利用 は 目ざ

ま しい。

また,パ ーソナル ・コン ピュー タ(Person-

alComputer)と も呼ばれ る汎用 コンピュー

タ指 向の インテグ レー シ ョン も大 きな流 れで

あ り,1978年 か ら79年 に か けて 出荷 され る,

Intel8086,ZilogZ8000お よ びMotorola

MC68000な ど は,汎 用 コンピュータPDP

11/45相 当 の機能 に達 してい るといわれ る。

表11にZ8000の 機 能 の一 部を示す。

本来 マイク ロプロセ ッサーは"gomputer

onachip"と して特 徴 付 け られて はいるが,

1チ ッ プに演算/論 理 ロジック,RAM,RO

M,PROM,Clock,1/Oイ ン タフェース等 が

組 み込 まれ,そ れ 自体 で1つ の コン ピュー タ

機能 を形成 す る傾向 も強 くな った。

技術 的に は,今 後数 年間 に1チ ップに100

万 コ ンポ ーネ ン トもの収容 が可 能 とされて お

り,マ イ クロプ ロセ ッサ ーとマイ クロコン ピ

ュータの境界 は さらに高い レベルに移行す る

傾向 にある。

す な わ ち,マ イ ク ロコ ン ピ ュータはよ り

少 ないチ ップ数 で,従 来 と同等 機能 を発揮 さ

せ る ことが可 能 とな り,空 いたス ペースに,

例 えば特性1/0イ ン タフ ェース,大 容量 ア ド

レス可能 メモ リー,ハ イ レベル伝送制御 イ ン

タフ ェース等 を始 め とす る高度 機能 を さらに

内蔵 させ ることが可能 とな る。そ して同時 に,

単 位 当 りの コス ト効率 を大 幅 に上昇 させ得 る

こととなろ う。

現在,マ イク ロコン ピュー タは約55ベ ン ダ

ーよ り150種 近 い製品 が発 売 されてお り,プ

ロセ ス制御等 を別 として パー ソナル ・コン ピ

ュー タ として もオ フ ィス事務処理 用,電 卓 に

代 る技術者 のツ ール,企 業 や家庭 にお ける各



表11ZiiogZ8000の 機 能 の 例

項 目

ア ー キ テ ク チ ュ

ア ドレス容 量

レ ジス タ ー

インデックス ・レジスター

デ ー タ ・タ イ プ

令

実行時間

機 能

IBM370に 類 似

8Mバ イ ト

16ビ ッ ト×16/8ビ ッ ト×32/4ビ ッ ト×64

15

1,4,8,16,32ビ ッ ト

110種

〔霧難難燃 〕
カ日算(4バ イ ト)2.25μs

乗 算(4ノ ぐイ ト)17.5μs

Memoryrelocation,Memoryprotectionや 高 度 な

Interrupthandling機 能 な どを持 つ

表12パ ーソナル ・コ ンピュータのマーケ ッ ト分 野

アプ リケー シ ョン
1978 1980

市場規模 % 市場規模 倍率 %

ビ ジ ネ ス
£m

1.8 33.9

£m

l5.0 8.3 42.3

教 育 L3 24.5 7.5 5.8 21.1

産業/科学技術 1.2 22.6 7.0 5.8 19.7

ホ ビー/ホ ーム 0.8 15.1 4.0 5.0 11.3

そ の 他 0.2 3.9 2.0 10.0 5.6

合 計 5.3 100.0 35.5 6.7 100.0

£m:百 万ポ ン ド

倍率:1978年 を1と した市場規模 の倍率

種教 育用あ るいは ホ ビー用 な どに幅広 い利 用

が行 われつつあ る。表12に パ ー ソナル ・コン

ピュー タのマーケ ット分野 の推移 を示す 。1980

年 に は1978年 の6.7倍 の 伸 び が予 想 されてい

る。

このよ うな最近 の著 しい機能 の向上 は,少

な くともハー ドウェアの上では,マ イクロプロ

セ ッサー/コ ンピュータ とい えど も,も はや

従来 の ミニ コンピュータの域 に到 達 した とい

ってよい。

しか しなが ら,ソ フ トウ ェアの面 か らは逆
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に新 たな問題が提起 されっつ ある。 すなわ ち,

前 述 のよ うな複雑化 し,高 度化 したハー ドウ

ェア機能 を十分 に活用 す るには,強 力 な制御

用 ソ フ トウェアの存在 が必要不可欠 であ る。

また8086を ベ ニス としたIntelのMCS-86は,

PL/1相 当 の ハ イ レベル言語 を持 ってお り,

これ らの ソフ トウ ェア ・サ ポー トはマ イクロ

プロセ ッサ ー/コ ンピ ュータの今後 の一 つの

問題点 とな ろ う。少 な くと も,巨 大 なOSオ

ー バーヘ ッ ドに泣 く汎 用 コン ピュー タの失 策

の歴史 を繰 返す こ とだ けは避 け るべ きで あろ

う。

マ クロ化 された高度インス トラクシ ョンを

さらに発展 させ,ソ フ トウェアに足 を引 っ張

られぬ真 のハ イ レベル ・ハー ドウェアの道 が

期待 され る。

ともあれ,少 な くと もハ ー ドウェア ・テク

ノロジーの面か らい えば,5,6年 後 に は現

在 の16ビ ッ ト語長 が32ビ ッ トにな りさ らに48

ビ ッ トにな り,ま た現 在す でにPDP11/45

級 に達 してい る といわれ る機能 がさらにPDP

11/70か らIBM370/158レ ベルに達す る可

能性は極 めて高 い といわれ る。

しか しなが ら,マ イク ロプロセ ッサ ーと汎

用 メインフレーム との テ リ トリーを,い たず

らに混然 とさせ るこ とが望 ましい とは何 人 も

考 えまい。 これは ユーザー ・ニーズの面 か ら

も必ず しもそのような方 向が期待 されてはお ら

ず,ま た大方 のマ イ クロプロセ ッサー/コ ン

ピュータ ・ベンダ ーの側か ら も,コ ス ト対適

合市場思考 に基 づ く企業戦略 として,い たず

らにメインフレー ム ・メーカーの市場 に食 い

込 むことが,ベ ターだ とは判断 しな いであろ

う。

む しろ,そ の技術 向上 を可能 とす るエネル



ギニを,さ らに高性能 の シン グル ・チ ップ ・

コンピュー タの コス ト低 減や,あ るい は低価

格 の高 性能特殊 目的 チ ップの製造方 向に むけ,

一 層広域 のア プ リケー シ ョンに対 処す る道 を

選 ぶで あろ うと推測 され る。

SBC

SBC(SmallBusinessComputer)の 急

速 な普 及 も,最 近の特 筆すべ き現象 の1つ で

ある。

SBCの 明 確 な定義 は必 ず し も存在 しない。

しか しなが ら,そ の名 に示 す よ うに アーキテ

クチ ュア,デ バ イ ス,ソ フ トウ ェア等,い ず

れ も伝票発行,元 帳記帳,在 庫 ・販 売管理 な

ど伝統 的な ビジネス ・アプ リケー シ ョンに対

す る指 向が強 く,ま た従来 コ ンピ ュー タとは,

比 較的縁 の薄 か った小規模企業 層 を主 た る目

標 とした小型 コンピュータ とい えよ う。

SBC普 及 の原因 は,マ イ クロコ ンピュー

タや従来の汎用 ミニコン ピュータ と同様,コ

ス ト ・パ フォーマンスの大幅 な向上 と,そ の

コンパ ク ト性,特 別な空調 ・フ ロアー設備 お

よび専 門要員が不要で あ るな どの魅力 に よる

もの といわれ る。

現在,同 種のマ シンに対す る呼称 は多様 で

あ り,例 えば オフィス ・コ ンピ ュー タ,電 子

会計機(electronicaccountingmachine),

電 子 ビリング ・コン ピュー タ(electronic

billingcomputer)な ど と も呼 ばれ る。小型

クラスでデス ク トップ型 の アプ リケ ーシ ョン

専用機 に近 い ものか ら,汎 用 ミニコ ンピ ュー

タ同等程度 の大型 クラス まで,機 種 は多様 で

あ り,現 在80以 上 のサ フ。ライヤ ーか ら,約300

種 の システムが市場 に出て い るとい われ る。
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SBCの 応 用範 囲 は,1台 な い し複数 台の ワ

ークステー シ ョンを持つ ス タン ドアロー ン型

の利用 が大半 を占め るが,同 程度 の価格 で,

イ ンテ リジェン ト端末 よ りフ レキ シビ リテ ィ

が ある とい うメ リッ トを活か し,分 散処理 の

ローカル ・プロセ ッサ ー としての利 用 も最 近

の傾 向 であ る。

SBCの 一 応の ランク付 けば,従 来 の汎用

コン ピュー タと同様,そ の価格帯 によ って行

われて いる。現在SBCの 購 入価格 は,5,000ド

ル か ら100,000ド ル の間 の ものがほ とん どで

あ り,標 準構 成 として は,CPU,デ ー タ ・

エン トリー用 キーボー ドまたはCRT,デ ィ

スク ・メモ リー,シ リアル ・プ リンターな ど

を持 つ。 また78年 末 時点 で の アメ リカのSB

Cの 機 能 を分折 した結果 を表13に 示 す。

なお ワー ク ・ステ ーシ ョンとしては,タ イ

プライ ター,キ ーボー ド付CRTが 大 勢 を占

めるが,特 に専 用 オペ レー タを必要 としな い,

キ ーマ ット等 によ るコー ドレス入力方式 をサ

ポー トす るシステ ムが増 加 してい る。 また通

常のキ ーボー ドとコー ドレス入力 の双方 を同

時 に使用出来 る もの もあ る。

SBCの 今 後 の問題点 は,以 上 のよ うなハ

ー ドウェアの面 で はな く,利 用者層か らみて

も従来 の汎用 コ ンピュータ以上 に シビアな要

求が寄 せ られ る ソフ トウェアの面 であ ろ う。

SBCユ ー ザ ーの ほとん どは,自 身の ソフ

トウェア要員 を持 って いない。 したが って,

SBCで は ソフ トウェア ・パ ッケ ージの有用

性 は きわめて高 く,こ れ らの質 ・種類 あ るい

は汎用 パ ッケー ジの各 ユ ーザー独 自の業務 へ

の適合 の容 易 さ等 の ソフ トウェア ・サポ ー ト

は極 めて重 要 な要素 とな る。

また,SBCの 分 野 で は,よ り大型 の コン



表13SBCの ハー ドウェア機能の分析

要 素 機 能 分 析

プ ロセ ッサ ー 50%16ビ ッ ト

30%8ビ ッ ト

そ の他12,18,24,32,48,64の

各 ビ ッ ト

メ モ リー素 子 68%MOS

その他 はご く1部 め薄 膜 メモ リーを

除 きほとん どコア

メ モ リー容 量 最 小 容 量:4K～480Kバ イ ト

14%最 小16Kバ イ ト

24%〃32K〃

20%〃64K〃

10%〃128K〃

最大容量:8K～8Mバ イ ト

26%最 大64Kバ イ ト

12%〃128K〃

19%〃256K〃

ラ ン ダ ム ア ク 73%カ ー ト リ ッジ ・デ ィス ク接続

セ ス フ ァイル 可

(重複 あ り) 71%フ ロ ッ ピ ー ・デ ィス ク接 続 可

52%パ ッ ク ・デ ィス ク接 続 可

27%固 定 ヘ ッ ド ・デ ィス ク ま たは

ドラム接 続可

プ リ ン タ ー

㌶ ㍑㌶㌘ヨ
最小構成として持つ

コ ミ ュ ニ ケ ー 97%は リモ ー ト端 末,な い しは よ り

シ ョ ン 大 型 コ ン ピ ュ ー タ と の デ ー タ ・コ ミ

ユニ ケ ー シ ョン ・ラ イ ン接 続 が 可能 。

3分 の1は2な い し8ラ インの接続

が可能

ピ ュ一 夕以上 にハー ドウェア,ソ フ トウ ェア

の アンバ ン ドリングに対 す るメー カーの要望

は強 い が,ハ ー ドウ ェアの製造側 は,ど ちら

か とい えばア プ リケー シ ョン ・ソ フ トウェア

の作 成や メインテナ ンス に十分 なパ ワーを投

入す る事 を避 けたが り,む しろハ ー ドウェア

重点 の戦略 を とりたが る傾 向 にあ る。 そ して

少 な くともアメ リカにお いては,SBCの ア

プ リケーシ ョンに重点 を置 いた ソフ トウ ェア

・ハ ウスが相当 出現 して来て い る。

一方 ,SBC自 体 のハ ー ドウェア規模 が拡
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太 し,特 に最近の ほ とん どのSBCは,4,

5台 な い し10台 以 上(32台 と い うもの もある)

もの マルチ ・ワー クス テー シ ョンの接続 が可

能 となって来て い る。 この ために必 然的 にマ

ルチプ ロセシングを コン トロールす る制御 プ

ログラム(OS)が 必 要 とな り,そ れ に付随

す る機能 として オーバ ー レイ ・コン トロール,

ス ケジ ュー リング,メ モ リー ・パ ーテ ィシ ョ

ン ・コン トロール,オ ー トマテ ィ ック ・ア ロ

ケーシ ョン等の制御 が必要 とな って来 た。

また,前 述の様 に ご く小型 の もの を除 いて

は,ほ とん どオン ライ ン制御機能 を もってお

り,SDLCの サ ポー トな どを含 め,分 散処

理の ローカル ・プ ロセ ッサ ーとして の応用 を

め ざした動 きを示 して いる。

現在 このよ うな機能 をサ ポー トす る制御 プ

ログラムの レジデ ン トが,32Kバ イ ト以上 の

もの も表 われ,そ の フ ァー ムウェア化 が1つ

の傾向 となってい る。

現在 のSBCは ほ とん どBASIC,RPG,あ

るいは類似の簡 易言語,COBOL,サ ブセ ッ

トCOBOL等 の コ ンパ イ ラをサ ポー トして お

り,必 ず しも完全を期 し得 ない アプ リケ ーシ ョ

ン ・ソ フ トウェアの不備 を カバ ーす る手 段 と

もな ってい る。 これ らの プ ロセ ッサ ー も今後

はファームウェア化 が一 つの方向 で あろ う。

また今後,と くに分散 フ。ロセ ッサ ー として

の機能 を充 実す るた めの,小 型機 向 きの デー

タベ ース ・マネ ジメン ト,各 社 の ネ ッ トワー

ク ・アーキテ クチ ュアや,国 際標準 インタフ

ェースX.25な どへ の対応,ハ イ レベル伝送制

御機能,幅 広 い利 用者層に対 処 し得 るアプ リ

ケー シ ョン ・ソ フ トウ ェアの充 実 な ど,問 題

点 の中心 はやは りソフ トウ ェア側 にあ る とい

ってよい。



とくにSBCの 低 コス トで ア プ リケー シ ョ

ン直撃型の本来 の 目的 と役割 を全 う しっつ,

一 方 で さらにその応 用領域 を拡大 すべ く機能

を増大 させ る事 との予盾 は さけ難 く,特 にソ

フ トウェア面 の難 関の克服 とい う視 点か らも,

い たず らな機能 の拡大 には限度 が あ り,よ り

上位機種 のラ ンクに幅 を広 げ る努力 よ りは,

む しろ普及型小型機 の一 層の コス ト低減 や,

ユ ーザ ーの操作性向上へ の努力 につ とめ るこ

とが,製 造者側 に とって も利用者側 に とって

もよ り望 ま しいこ ととい えよ う。

このよ うな事情 はあ るにせ よ,SBCの 急

速な普 及 はこの数年 は さ らに継続 す る もの と

み られてお り,1982年 に は その設置 台数 が,

現 在の約4倍 の25万 台 前後 に達 す るで あろ う

と予測 されてい る。

以上小規模 コンピュー タの代表格 としてマ

イクロフ。ロセ ッサー/コ ン ピュー タとSBC

の技 術動向 の一端 をのべ た。

これ ら小規模 マ シンは,ベ ーシ ックな ハ ー

ドウェア技術 の発展 の効果 が直接的 にその機

能 向上 に反映 され易 く,か つ その需要量 の増

大 に支 え られて,逆 比例的 な コス ト効率 の向

上 も可能 であ る。 しか しなが ら,こ とソ フ ト

ウェアに関 しては,ハ ー ドウ ェアほ ど,ス ム

ーズな進展 な望 めな い
。 とく.に今後 のソ フ ト

ウェア開発 費高 騰の趨勢 は,こ れ ら小規模 マ

シンに対 しては よ り大型 マシ ン以上 の影響 を

与 える もの と考 え られ,ソ フ トウ ェア ・ロジ

ッ'クを可能 な限 りハ ー ドウェア的 にマ クロ ・

モ ジュール化 し,そ の低 コス トでの実現 が1

つ の鍵 となろ う。
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第6章 国際データ流通 とプライバ シー問題

政府,民 間におけ る急速 な コン ピュー タ リ

ゼ ーシ ョン,通 信 ネ ッ トワー クの拡大,更 に

は国民 経済 におけ る情 報処理部 門の比 重 の高

ま りな どコン ピュー タ利用の様 々な発展動 向

は,同 時 に,各 国 において,プ ライバ シー と

デー タ保護 に対す る国民 の大 きな関心 を呼 び

起 こし,あ るいはそれ が もた らす経 済的,社 会

的,文 化 的影響 につ いて多様 な論議 を惹 き起

こす ところとな って い る。

また,パ ケ ッ ト交換網,衛 星利用通信 あ る

い はデー タベース利用の発展,拡 大 は,知 覚

の上で の世 界の距離 をます ます縮 め るとと も

表14国 際的データ ・ネッ トワー クの利用者及び処理業務

利 用 者

多 国 籍 企 業

民間事業共同機関

研 究 機 関

国際機関(団 体)

(公的)

非 国 際 的機 関

(団体)

(注)

民間企業等を含む

処 理 業 務

生産及び流通管理

財務及び経営管理

人事及び給与管理

信用管理

銀行業務

航空業務及び座席予約

科学技術研究

公共業務

環境測定

製造管理

生産及び流通管理

科学技術研究

財務及び経営管理

人事及び給与管理

行政その他公共業務

コンピュータ処理サービス

出 典:TheUsageofInternationalDataNetworkin

Europe,OECD1978

に,国 境 を超 えたデ ータの動 きを量 的,質 的

かつ飛躍 的に増大 させ る ところとな り,主 要

国間の相 互依存 と関係の よ り一 層の緊密化 を

もた らす一方,国 際的な デー タの流通 が一 国

の社会,経 済,更 には国家 の安全 等 に も少 なか

らぬ波紋 を呼び起 こし,プ ライバ シーの保 護

にっいて も"デ ー タ・ヘ イブン(Datahaven)"

の 出現の 防止等新 たな問題 を提示 して きて い

る。

国際的 に情報の 自由な流通 を確 保す るこ と

と,個 人 のプライバ シーを保護 し,国 内の経

済的,社 会的秩序 を保持 す るため情報 の流通

を規制す るこ ととの,こ の2つ の時に よって

は相 予盾 しかねない価値 の調和 を図 ることは,

国 際社会 におけ る大 きな課 題 となってお り,

同時 に,そ の課題 解決 の帰趨 は一 国の情 報処

理政策 に も無視 で きな い影 響 を及ぼす もの と

なろ う。

1先 進三 国 の プ ライバ シ ー法

国際的 にみて,プ ライバ シー問題 に関 す る

伝統的な事例 は,主 として マス ・メデ ィア及

び出版の分野 で生 じて きた が,コ ン ピュー タ

の普 及,コ ン ピュー タ処 理,通 信技術の発展

は,プ ライバ シー問題 に新 たな,か つ大 きな

影響 を与 えるところ とな り,情 報 処理の大量,

高 速,集 中化が個 人の生 活や人権 に対す る不

当な,予 期せぬ侵害 を もた らす危険 が指摘 さ

れ,こ れ を防止す るこ とが重要 な問題 として
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論 じられ るよ うにな った。

既 に1965年 に,ア メ リカ合 衆国 の全米情 報

処理 団体 連合会(AFIPS)が この問題 の

検討 に着手 して いるのをは じめ として,1969

年 に は経済協 力開発機構(OECD)が コ ン

ピュータ利用政策 の一環 として調 査研究 を開

始 し,1971年 に調査報告書 「デジ タル情 報 と

プライバ シー」 を公刊 した ほか,こ の頃,ほ

ぼ時期 を同 じくして,主 要国 において次の よ

うに,一 斉 にプ ライバ シー問題 に関す る検討

がは じめ られ た。

1968年

1969年

アメ リカ合衆 国

下 院政府活動委 員会小委員会報告

書 「プライバ シーと国民 デー タバ

ンク構想」 提出。

スウェーデ ン

法務省 に 「公文書 の公表及 び秘 密

保持 に関す る委員会」 を設 置 し,

コ ンピュータ処理情報 と既存秘 密

法 との関係 につ いて検討 開始。

イギ リス

「デー タ監視 法案」 がベーカー下

表15プ ライバシー ・データ保護法制定/検 討状況

1.プ ライバシー法制定済

ン

国

ツ

ダ

ス

ー

ー

ア

デ

衆

ク

エ

リ

㌫

ナ三

引

ス

ァ

西

カ

フ

デ

ノ

オ

デ一夕法(1973.5)

1974年 プ ライバシー法(1974.12)

デ ー タ処理 における個人に関するデータの濫用防止に関す る法律(1977.

カナ ダ人権法(第4章)(1977.7)

情報 の処理,蓄 積と自由に関す る1978年1月6日 法律第78-17号(1978.

公 的機関による情報の蓄積等 に関する法律(1978.5)

個 人 データの蓄積等に関す る法律(1978.5)

個 人 デー タの蓄積に関す る法律(1978.6)

個 人 データの保護に関する1978年10月6日 の連邦法律(1978.10)

1)

1)

2.プ ラ イ バ シ ー 法 案 議 会 審 議 中

ベ ル ギ ー,オ ラ ン ダ,ル ク セ ン ブル ク,ス ペ イ ン

3.政 府 報 告 書 の 公 表

イ ギ リス(デ ー タ保 護 委 員 会 報 告 書1978.12)

4.政 府 報 告 書 作 成 中

オ ー ス トラ リ ア,フ ィ ン ラ ン ド,ア イ ス ラ ン ド,

イ タ リア,ニ ュー ジ ー ラ ン ド,ス イ ス(連 邦)

(参 考)州 レベ ル の 立 法 状 況

ア メ リカ 合 衆 国:1978年5月 現 在9州

ア ー カ ン ソ ー,カ リフ ォル ニ ア,コ ネ テ ィカ ッ ト,イ ン デ ィ ア ナ,

マ サ チ ュ ー セ ッ ツ,ミ ネ ソ タ,オ ハ イ オ,ユ タ,ヴ ァー ジ ニ ア

西 ド イ ツ:ペ ッ セ ン,幽 ラ イ ン ラ ン ト,フ ァル ッ,そ の 他6州

ス イ ス:ジ ュネ ー ブ
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1970年

1971年

院議員 によ り提案 され る。

アメ リカ合衆 国

上院司法委 員会憲 法上の諸権 利小

委員会 が連邦 行政機関 におけ るデ

ータバ ンクと人権の問題 につ いて

検討 を開始 。

西 ドイツ

連邦 内務 省がデ ータ保護 法制定 に

関す る基本的問題の検討 を学 者 に

委 嘱。

カナダ

連邦通 信省,法 務省及 び カナダ情

報処理 協会の合 同会議 が開催 され,

コ ンピ ュータをめ ぐるプライバシ

ーと情 報の 自由につ いて討議。

デ ンマ ーク

法務省 に委員会 を設 置 して プライ

バ シー保護 問題 を検討 。

ノル ウェー

デ ータ処理諮 問委員会が私的領域

にお け る情報処 理活動に伴 うプラ

イバ シー問題 について オス ロー大

学 に研究 を委 嘱。

オー ス トリア

連邦政 府が,政 府機 関にお ける コ

ン ピ ュー タ処 理 の 推進 は プ ライ

バ シー保護 に関す る法律の制定 を

まって行 う旨の声 明 を発表 し,関

係省庁 による作業 グル ープにおい

て検討 を開始。

このよ うな動 きの申で,1970年,世 界で最

初の プライバ シー ・デー タ保護 立法 といわれ

る西 ドイツ ・ヘ ッセ ン州 デ ー タ保護 法 が制

定 されたが,以 後,北 欧,北 米,欧 州諸 国 に
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お い て立法化 を目指 した作業 が次 々 と展 開 さ

れ,1973年 に国 レベ ル最初 の立法 として,ス

ウェーデン ・デ ータ法 が制定 され た。そ して

その後,各 国 にお いて,ほ ぼ毎年 のよ うにプ

ライバ シー ・データ保護 法の議会提 出や制定

が相次 ぐこととなった。 この結果,現 在 まで

に,ス ウェーデン,ア メ リカ合衆 国,西 ドイ

ツ,カ ナダ,フ ランス,デ ンマー ク,ノ ル ウ

ェー,オ ース トリアの8カ 国 で プライバ シー

・デー タ保護法 が成立 して い るほか,ベ ルギ

ー等4カ 国において同種の法律案 が議 会 で審

議 中であ り,そ の他 イギ リス,オ ース トラ リ

ア等6カ 国 において立法化 を 目指 した検討 作

業 が進 め られている。

とくに,こ こ1,2年,ヨ ー ロッパ各国 を

中心 に立法化の動 きが急 にな って い るが,こ

れの背景 として は,次 の よ うな点 を指 摘 で き

よ う。

第一 は,こ れ ら各 国において,コ ンピ ュー

タの普及 が相当程度 に進 むとと もに,憲 法上

の権利 としての プライバ シーに対 す る国民の

関心が急速 に高 ま り,権 利 内容 とその保護 の

具体化 が求 め られ るに至 ったこ とで ある。

第二 は,こ れ らの国々の 多 くでは,国 民登

録事務 の コンピュー タによ る集 中処理化 や個

人識別番号 制度 の導 入 な どの構想 が政府 によ

り発表 されてお り,こ れ を契機 に プライバ シ

ー ・デ ータ保護 法制定の政治 的要求 が急 激 に

高 ま った ことであ る。 デ ンマークでは国民登

録 法の制定が,西 ドイツ,ベ ル ギーでは同法

案 の構 想発表が契機 となってお り,ま た,ア

メ リカ合衆国で は国民 デー タバ ンク構想 が,

フ ランスで は 「サ フ ァ リ計画」 と呼ばれ る個

人識 別番号 による個人 リス ト検索 システ ム構

想 がそれ ぞれ契機 とな って いるほか,オ ラン



ダ,ル クセ ンブル グ,オ ース トリアな どで も

ほぼ同様 の経 過 をた どってい る。

第三 は,ほ ぼ10年 毎 に行 わ れる国勢 調 査

が西 ヨー ロッパ各国 において1980年 か ら1981

年 に か けて実 施 され る予定 とな ってお り,既

に前 回調査 において もプ ライバ シー保護 が問

題 と され,一 部に国民 の抵抗 もみ られ た とこ

ろか ら,こ の調査 前 にプ ライバ シー ・デー タ

保護 法制 の整備 を図 る必要 があ ると,考 え ら

れてい る ことであ る。

'第四 は
,国 境 を超 えるデー タの移動 が急速

に増大 しつつ あ り,こ れに伴 い,プ ライバ シ

ー ・デー タ保護 法制等 の国際的調和 を促進 し

よう とす る国際的な動 きが 目立 って きている

が,こ れ に対応 して,各 国 と も国内法制の整

備 を図 る必要 が生 じて きてい ることで ある。

と くに,西 ヨーロッパにおいては,欧 州評議会

(CouncilofEurope)が プ ライバ シー保護

に関す る国際 協定 作成 の作 業 を進 めて お り,

そ の他欧州共 同体(EuropeanCommunity),

北 欧 評議会(NordicCouncil)な ど も同様の

作業 を進 めてい る。 これ に伴 い,各 国 とも,

自国が いわゆ る"デ ータ ・ヘ イブン"化 す る

ことを避 け るとと もに,自 国のデ ータ処理 に

対 す る保護 を図 る観点 か ら,プ ライバ シー ・

デ 「タ保護法制 の整備 を迫 られて いる。

既 に述べ たよ うに,現 在8カ 国が プ ライバ

シー ・デー タ保護 法 を有 してい るが,こ の ほ

か 議 会 で審 議 中の 法 律 案 を含 めて これ らを

概観 すれ ば,当 然の こ となが ら,各 国 の法体

系,国 情 等を反映 して規制 内容 や規制対象,

規定 の構成 な どには相 当程度 の差異 がみ られ

る ものの,共 通 して み られ る原則 も少 な くな

いo

●個 人 の プライバ シーの権 利 は,憲 法上 の権
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利 と して,最 大 限 に尊重 されなけれ ばな ら

な い こと。

●コン ピュー タ利用 の発展,拡 大 は,政 府 ・

民間活動 に大 きな メ リッ トを与 え,社 会,
オ

経済,文 化 の発 展 に貢献す るものでは ある

が,同 時 に,こ れ に伴 い,個 人の プライバ

シーに対 す る侵害 の危険 も高 ま ってい るこ

と。

○この両者の 具体的調和 を図 る必 要が あるこ

と。

これ らは,各 国の プ ライバ シー ・デー タ保

護 立法等 において,基 本 的な考 え方 として承

認 され てい るもので あ り,こ れを受 けて,概

ね次の よ うな原則 を法律 で具体化 してい る。

●個 人 デー タの処理 の開始,実 施 について は,

一 定の公 的な規制 ,監 督 が加 えられな けれ

ばな らない。

●秘密 裡に行われ る個人 デ ータの処理 があ っ

てはな らない。

●個人 デー タについて,正 確性,現 時性等が

保持 され なけれ ばな らず,デ ー タの減失,

殴 損,漏 洩等 の防止 のためのデ ータ保護措

置が講 じられな ければな らない。

●個人 デー タの外部提供 は,制 限 されな けれ

ばな らない。

●個人 データの収 集,蓄 積 は,合 法的かっ正

当,公 平 な方 法 によ らなければな らない。

●個人 には,自 己 に関す るデー タの内容 を知

り,不 当,不 正確 なデー タについて訂正,

削 除 を要求 す る権利 が与 え られな けれ ばな

らない。

この ほか,個 人 デー タの国外処理 に対す る

制限,各 種 規制違反 に対 す る刑事制裁,及 び

個人デ ー タ処理 の規 制 ・監督の ための独立 ・

第三者機 関の設置 な ど も,ほ ぼ共通す るとこ



う とな って い る。

しか しなが ら,他 方,国 によ ってかな りの

差異 がみ られ る面 もあ り,次 の3点 をあげ る

ことがで きよ う。

1つ は,規 制対象 分野に関す る もので,ア

メ リカ合衆 国及 びカナダは,私 的分 野に及 ぶ

ことな くこれを公的機関 による個人 デー タ処

理 に限定 してい る。 もっと も,こ の点 につ い

ては,最 近 にお ける立法例 は,す べ て,公 ・

私両分野 を対 象 として規制 を行 うもの とな っ

てお り,ま た,ア メ リカ合衆 国にお いて も,'

私 的 分野 につい て個人信 用情報 な どには別個

に法規制 を加 えてい るところか ら,実 質的 に

は さほ ど大 きな差 異 とはみ られ な くな って き

てい る。

2つ は,プ ライバ シー保護の対象 として 自

然人以外 に法人 を もこれ に含 めるか ど うか と

い う点で あ る。最 初の立法例で あ るデ ンマー

ク,ノ ルウ ェー及 びオース トリアの各法で は,

法 人 を も含 めて保護対象 としてお り,そ れ 以

前 の立法例 が 自然人 た る個人 のみ を対象 とし

てい るの に対 し,い わば第二世代 の プライバ

シー法 とい えよ う。

3つ は,コ ンピュータ処理 に係 る個人 デー

タ以外に,マ ニ ュアル処理(手 作 業)に よ る

個人 デ ータについて も規制 を課す か ど うかの

点 で ある。 いずれの国 の立法例 にお いて も,

規制 の中心 が コン ピュー タ処理 に係 る もの で

あ ることは明 らかで あるが,マ ニ ュアル処理

に係 るデ ー タについ て も,一 定 の要 件に当 た

るもの を規制対象 に含 める例 も・既 に半ば以

上 に上 って い る。
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ス ウェーデ ン

ス ウェーデ ンにおいては,既 に古 くか ら公

文書 の公開の原 則が と られ(出 版 の 自由に関

す る憲法法 律),こ れ に対 す る例外 と して秘

密保持義務 が定 め られて いた(公 文 書 を閲覧

す る権利 の制 限に関す る法律)こ とによ り,

個 人の プライバシーと公 開原 則 との調整 も,

一 応 これ らの法制 によってな されてい た。 し

か しなが ら,こ れ らの法制 は,民 間機 関 には及

ばない こと,及 びコン ピュータ利用 の普及 に

伴い,従 来予想 されなか った事態 が生 じて き

た ことか ら,政 府 は,1969年,法 務 省 に委 員

会 を設 け,コ ンピュー タ処理 と プライバ シー

に関す る立 法につ いて検討 を開始 した。 同委

員 会は,1972年,報 告書 「コン ピュータ とプ

ライバ シー」を公表 し,そ の中 でデ ータ法草

案 を明 らかに した。 この草 案 を もとにデー タ

法案 が作成 され,1973年5月 デ ー タ法(Data

lag)が 制 定,公 布 されて いる。

なお,デ ー タ法 は,コ ンピ ュー タ処理 に係

る個人 デー タを保護す るもので あ ったのだが,

文 書 活動 にっいて も,守 秘義務 の課 され る公

的機 関は別 として民間機 関 につ いて は プライ

バ シー侵害の可能性 が ある との議論 がな され

た ことによ り,最 も問題 が あ るとされ た個人

信用調査 に関 して信用報告 法 が1973年12月 に

公布 された。

スウェーデン ・デー タ法 は,プ ライバ シー

保護の見地か ら自動 デー タ処理 を規制 す る法

律 と して最初(た だ し,州 レベ ル として は,

西 ドィッ ・ヘ ッセ ン州 が これ よ り早 い)の も

ので あ り,各 国の注 目を集 めた。 同法は1972

年 に 議会 に提案 され,1973年5月 に公 布,同



表16主 要国におけるプライバシー ・データ保護法の概要

＼ 規制巽 等 規 制 領 域
処理機関に対する規制 個 人 の 権 利 監 督 機 関

酩.法 律名ト 対 象 分 野 対 象 デ ー タ

ス ウ ェ ー デ ン

「デ ー タ法 」

1973.5制 定

公私とも コン ピ ュー タ処

理 にか か る個人

情 報

○個人 ファイルの設置及

び保有の許可制

○データ提供は一定の場

合禁止

○データ保護措置

○守秘業務

○罰則及び損害賠償

○閲覧請求

○不服申立

(データ検査

院の決定に対

して)

○特別の機関と

して,デ ータ

検査院を設置

ア メ リカ合 衆 国

「1974年 プ ラ イ

バ シ ー法」

1974.12制 定

連邦行政機関の

み(但 し,信 用

報告機関につい

て,別 途法律あ

り)

一定の識別項目

により個人別の

検索が可能な記

録システムに含

まれる個人情報

、

○個人情報システムの公示

○データ提供は原則とし

て本人の承諾を要する

○データ保護措置

○罰則及び損害賠償

○閲覧・訂正

請求

○不服申立

○行政管理予算
庁

西 ドイツ
「連 邦 デ ー タ保

護法 」

1977.1制 定

公私 とも 一定の基準に従

って秩序づけら

れ,処 理される

個人情報

○個人情報システムの公

示(公 的機関)又 は,

本人への通知(民 間機

関)

○データ提供は,一 定の

条件(当 事者の種類に

より異なる)を 満たす

場合にのみ許容される

○データ保護措置

○守秘義務

○罰則

○閲覧 ・訂正

請求

○不服申立

(公的機関の

行為に対 して)

○公的機関につ

いては,特 別

の機関として

連邦データ保

護監督官を設

置(連 邦内務

省の機関とし

て)

○民間について

は各所管官庁

が監督

カナ ダ

「カナ ダ人 権 法 ・

第4章 個 人情 報

の 保護 」

1977.7制 定

連邦行政機関の

み

情報バンクに含

まれる個人情報

○個人情報システムの公示

○データの使用目的と矛

盾するデータ提供は,

原則として本人の承諾

を要する

○個人情報システムの設

置許可

○閲覧 ・訂正

請求

○不服申立

○カナダ人権擁

護委員会(同

法21条 により

設置)に,専

任のプライバ

シー委員1名

を置 く。

○内閣予算局長官

フ ラ ンス

「情 報 の処 理 ,

蓄 積 と自由 に 関

す る法 律」

1978.1制 定

公私とも 自動 デ ー タ処 理

され る個 人情 報

(た だ し,非 自

動 デ ー タ処理 に

係 る もの につ い

て も,一 部 適 用)

○個人情報 システムの設

置許可

○特定事項の入力禁止

○情報の収集に際して個

人に対する目的等の通

知義務

○データ保護措置

○個人情報システムの公示

○罰則

○閲覧 ・訂正

請求

○データの保護

請求

○不服申立

○情報処理と自

由に関する国

家委員会1

デ ンマ ー ク

「個人 デ ー タの

蓄 積等 に関 す る

法 律」

1978.5制 定

民間 コン ピ ュー タ処

理 に係る個 人(法

人 を含 む)情 報

(非 コ ン ピ ュ ー

タ処 理 につ いて

も,一 部適 用)

○特定事項の入力禁止

○商取引,雇 用のための

個人信用等情報システ

ムの設置の許可

○データの提出は,本 人

の同意を得た場合,又

は,一 定の条件に該当

○閲覧 ・訂正

請求

○不服申立

○情報処理規制

庁
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＼ 規制願 等 規 制 領 域
個 人 の 権 利 監 督 機 関

酩.治 名≧＼ 対 象 分 野 対 象 デ ー タ
処理機関に対する規制

する場合にのみ許容さ

れる

○データ保護措置

○金融上の個人信用シス

テムの設置運営に関す

る特別規制

○ ダイ レク ト・メール 業 者

に対する特別規制

○情報処理業者に対する

特別規制
○罰則

「公的機関によ 公的機関 コ ン ピ ュ ー タ 処 ○個人情報システム設置前 ○閲覧請求 ○情報処理規制

る情報の蓄積に (地方公共団体 理に係る個人 の監督機関の意見聴取 ○不服申立 庁

関する法律」 を含む) (法人 を含む) ○地方公共団体のシステム ○大蔵大臣

1978.5制 定 情報 を他へ連絡する場合にお

ける監督機関への通知

○データ保護措置

○デ ー タの 提供 は,本 人

の同意を得た場合,又

は一定の条件に該当 す

る場合のみ許容される

○罰則

ノ ル ウ ェ ー 公私とも コ ン ピ ュ ー タ処 ○個人「吉報システムの公示 ○閲覧請求 ○データ監視局

「個 人 デ ー タの 理に係る個人 ○個人情報システムの設

蓄積に関する法 (法人を含む)情 置の許可

律 」 報(非 コ ン ピ ュ ○データの正確性保持義務

1978.6制 定
一タ処理情報に ○個人信用情報システム

つ いて も一 部 適 に関する特別規制

用) ○住所録販売及びダイレ

ク ト ・メ ール業 者 に関

す る特別規制

○世論調査及び市場調査

業者に関する特別規制

○罰則及び損害賠償

オ ー ス ト リア 公私とも 自動データ処理 ○個人情報 システム設置 ○閲覧請求 ○データ保護委

「個 人 デ ー タの に係る個人(法 の事前届出(公的機関) ○訂正請求 員会

保護に関する連 人を含む)情 報 又 は,登 録 者 も し くは ○中止 ・排除 ○データ保護評

邦法」 (関連する非自 本人への通知(民 間機 請求 議会

1978.10制 定 動データ処理に 関) ○不服申立 ○総理府及び各

係るものを含む) ○個人データの外部提出 所管官庁(対
の制限 民間)

○データ保護措置

○委託処理の制限

○データの機密保持

○国外処理の許可

○個人情報システムの公示

○損害賠償,仮 処分

○罰則
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年7月1日 に施行(た だ し,主 要部 分は,翌

1974年 施 行)さ れた。同法 は25条 の本則規定

及 び経過 規定 か ら成 ってお り,公 私 の分野 の

如何 を問わず,個 人情 報の 自動 デー タ処理 の

すべ てを規 制対象 としてい る。デー タ法 に よ

る規制等 の中心 は,「 デ ー タ検査 院」 によ る

個人情報 の 自動 デ ータ処理 に対す る許可 と厳

重 な監督 に あ る。

デー タ検 査 院は,1973年7月1日!C設 置 さ

れ たが,10名 の委 員 によ り成 る合議体 の機 関

で,独 立性 を有 し,個 人情報 システムの設置

許可 を行 うほか,各 種 検査,命 令,調 査 な ど

を行 う広範 な権 限 を有 して い る。

デー タ法 は,こ のほか,法 規制 の実 効 を担

保す るため刑罰 を定 めてお り,罰 金 刑又 は拘

禁刑(1～2年)を 科す こ ととしてい る。

また,ス ウ ェー デン政府 は,法 規制 を免れ

るために国外 に個人 デ ータ ・フ ァイルが設置

され る危険性 について も早 くか ら問題指 摘 を

行 ってお り(先 述報 告書 「コンピュータとプ

ライバ シー」),デ ー タ法で は,個 人情報 の提

供 について,国 外 にお けるデー タ処理 に用 い

られ るお それ があ る場合 には,デ ー タ検査 院

の許可 を要す る もの と して い る。

このデ ータ法 は,1976年12月,シ ステム設

置許可 基準 を明確 にす るための修 正(条 文追

加)を 受 け,1977年2月 修正条項 が発効 して

い る。

デ ータ法の施行状 況 につ いては,デ ータ検

査 院が毎年度,事 業 報告の 中で これ を明 らか

に してい るが,1975年 に は,デ ー タ検査 院が,

「デ ータ法の施行 経験 」(TheExperience

ofApplicationoftheDataAct)を 公 けに

してい る。 また,デ ータ法制定後,同 法 の修

正 あ るい は条文 追加 を求 め る意 見が み られ,
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議 会 で もしば しば修正提案 がな されていた と

ころか ら,1976年5月,政 府 はデー タ法の施

行状況全般 について調査 を行 わせ るため,「デ

ータ立法委員会」(DatalagstiftningsKom-

mittbn)を 設 置 した。同委 員会 は,1976年 末

か ら作業 を開始 し,1978年 に 報告書 を提 出 し

た。

これ ら報告書 によれば,デ ータ検査 院は,

デ ー タ法施行後4年 間に約2万 件 の個 人情 報

システ ム設置許可 申請 を受理 して お り,そ の

うち約1万3,000件 は 同法施行前 に設置 されて

いた もの に関 していた。 デー タ検査 院は,全

受理件数 の うち約18,000件 の処 理 を完了 して

い る。申請事案 の90%以 上 が私的分野 の もの ・

で,特 に給与処理 に係 る ものが多 い。大部 分

の申請 事案 は,事 務局 限 りで処 理 され てお り,

デ ー タ検査 院委員 によ る裁 断 を必要 とす る も

のは僅かで ある。 デー タ検査 院 による許可及

び監督 処分 につ いて,40件 を超 える不服 申立

てがな されて い るが,許 可 に係 る不服 の約65

%は,簡 易手続 きによ り処理 されて いる。

なお,許 可申請 に対 しては,原 則 として,

1件 当 た り2,800ク ローネ(約14万 円)の 手

数料 が課 されて いる。

また,各 個人 によ る自己に関す るデー タの

閲覧等 の請求状況 につ いては,正 確 な件数 は

把握 されて いな い ものの,さ ほ ど多 くない と

されてい る。 ただ,最 近,中 央統 計局 のデー

汐 に関 して約4万 人か ら一斉 に閲覧請求が 出

され,混 乱 を招いノこ事件 があ った。

このほか,デ ー タ法 自体 につ いて,デ ー タ

検査 院及 び上述 のデー タ立法 委員会 が,種 々,

修 正等 を要すべ き点 を指摘 して いるが,い ず

れ も,現 行法 を大幅 に変更 しよ うとす る もの

ではない。 ただ し,規 制 の対 象 とすべ き個 人



デ ータ処理 について は,自 動,非 自動処 理の

区分 とは離 れて,規 制 を行 うべ き実 質的 な必

要性の有無 によ り区分すべ きことを検討 課題

と して指摘 してい る。

アメリカ合衆国

アメ リカ合衆 国 は,コ ンピュータ とプ ライ

バ シーの問題 に関 して,最 も早 く検討 を開始

した国の1つ で あ るが,そ の契機 は,1961年

に大統領 府予算局(1970年 に行政管理予算局

に改組)が 「国民 データ ・セ ンター」(Na-

tionalDataCenter)を 構 想 し,こ れ に対 し,

議 会 が強 力に反対 した ことにあ る。 この構想

は,1968年 議 会 が,プ ライバ シー保護 に関 し

十分な調 査 が行 われ,十 分 な保 障が国民 に対

して与 え られ るまで は,こ れ を停 止すべ き旨

を勧告 した ことに よ り,1960年 代 末 に放棄 さ

れ たので あ るが,以 後,連 邦政 府,議 会,情

報処理関係 団体な どにおいて プライバ シー保

護 に関 し,多 彩な論議 が展 開 され る ところ と

な り,1971年 か ら1974年 初 にか けて の約3年

余 の間に,議 会 に提案 された フ。ライバ シー関

係法案 も10を 上 回 る状 況 とな った。

このよ うな フ。ライバ シー問題 に関す る気運

の盛 り.ヒりの中 で,ま ず,消 費者信用情報 に

関 し,公 正信用報告 法,(FairCreditRe-

portingAct)が1970年 に成 立 し,1973年 に

は,連 邦 保健教育福祉省 長官諮 問委 員会報告

「記録 ,コ ン ピュー タ及 び市民権」 が公表 さ

れた。

とくに,こ の報 告書 はその中で次の よ うな

原則 を掲 げ,そ の後の各方面 の検 討作業 に大

きな影響 を与 えるこ ととなった。

① すべての 自動 個人 データ ・シス テムにっ き,

79

(a)秘密 システムの禁止,(b)個 人 に よ る記録,

利 用状況 のチ ェ ック方法 の確立,(c旧 的 外

利用の制 限,(d)個 人 によ る訂 正の権利,(e)

濫 用,誤 用の予防 を基本原 則 とし,そ の違

反を罰 する公正情報処理 法が制定 され るべ

きであ る。

② 公正情 報処理 法には,行 政 記録及 び統計調

査記録 のそれぞれに対 応す る個人 デー タ保

護 の具体的措置 が定 められ るべ きであ る。

特 に,統 計調査記 録 につ いては,個 人 の識

別可 能 なデータの量 は最小 限度 とし,他 の

デー タ とは区分 して保管 し,個 人 に追加 デ

ータ提供 を強制 することは禁止 す る等 が定

め られ るべ きであ る。

③ 社会 保 障番号 を個人 の識 別方法 として広

範な分野 で利用 してい るが,そ の利 用 を法

律で定 め る範 囲に限定 す る とと もに,私 的

取引 の分野 での利 用 を禁止す べ きで あ る。

その後 も,連 邦政府,議 会 な どでは様 々な

検 討や提案 がな されたが,1973年 か ら197441三

に か けて の第93議 会 は,プ ライバ シー議会 と

呼 ばれ,約200件 に上 るプ ライバ シー関係 法

案 が会期 中に審議 され るこ ととな った。 後 に

成立す る 「1974年 プ ライバ シー法」(Privacy

Actof1974)の 原 案 で あ る上院法案S3418及

び下 院法案H.R16373も これ らの1つ として

各 院に提 案 された もの であ るが,こ の両 案 に

は,上 院案が公 ・私両分野 の情 報処理 を規制

し,規 制 実施のた めの特別 な機 関の設置 を定

め るのに対 し,下 院案 では連 邦行政機 関の み

を対 象 と し,特 別 の機 関 も置 か ない こと とす

るな ど相 当大 きな相違 があ った 。その後の 審

議 で両 院案の調整 が図 られ,1974年12月 に上 ・

下両 院 をそれぞれ通過 し,同 年12月31日 に大

統 領の署 名 を得て成立 した。



なお,こ の1974年 プ ライバ シー法 は,議 会

審議 の際 に,政 府情 報 の一 般 公開 を定 め た

「情 報 の 自由に関す る法律」(Freedomof

Informati。nAct1966)と の 調整 の 必要 が

あ る旨指 摘 されてい たが,結 局,こ の調整 は

行 わ れず,そ の後 の法運 用 ・解釈 に様 々な問

題 を惹 き起す結果 とな って いる。

1974年 プ ライバ シー法 は,翌1975年9月27

日か ら施行 されたが,法 典上 の位置 付 けと し

ては行政手 続法(合 衆 国法典第5編)の 一部

追加法 とされ,全 文9条 か ら成 る。同法 は,

第2条(a)項 に おいて,次 のよ うに述べて

い る。

「議 員 は以下 の事実 を認 める ものであ る
。

① 個人 の プライバ シーは,連 邦行政機 関 によ

る個人情報 の収集,保 有,利 用及 び公開 に

よ り直接影響 を受 ける もので ある。

② コ ン ピ ュー タ及 び高度 の情 報関連技術 の

利 用 の拡 大 は政府 の能率 的運営 に不可 欠

で あ るが,そ の結果個人情報 の収 集,保 有,

利 用 又 は公 開によって もた らされ得 る個人

のプライバシーに対 す る弊害 は非常 に増大

して い る。

③ 個人 の就職,保 険加 入及 び クレジッ ト取得

の機 会 並 び に公正 手続の権利の確 保 その

他 の法 的保 護 を受 ける機会 は情報 システ

ムの濫用 に よ り危機 にひん してい る。

④ プライバ シーの権 利 は,合 衆 国憲法 によ り

保護 され る個人の基本権 であ り,

⑤ 連 邦 行 政 機 関 の保 有す る情報 シス テムの

対 象 となっている個人の プ ライバ シーを保

護 す るため に,議 会が これ ら行政機 関 によ

る情 報 の収 集,保 有,利 用及 び公開 を規制

す るこ とが必要かつ至当 であ る」

これ は,情 報 とプライバ シーの問題 の輪郭
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を,防 止 すべ き事態 について極 めて簡明 に整

理 した もの としては代表的 な もので あ るが,

同 法 は これに続 き,第2条(b)項 に おいて,

同法 に定 めるプ ライバ シー保護 の原則 として,

次 のよ うに規 定 してい る。

① 個人 に対 し,自 己に関す る記録 の これ ら行

政機 関 によ る収集,保 有,利 用又 は公開 に

関 す る決定権 を認 めるこ と。

② 個人 に対 し,こ れ ら行政機関 によ り一 定の

目的 の た め に取 得 され た自己に関す る情

報 が そ の承 諾 な しに他 の 目的 に利用 され

又 は利用 に供 されな いこ とを認 め るこ と。

③ 個人 に対 し,連 邦行政機 関の記録 に含 まれ

る自己 に関 す る情報 に対 してアクセスし,

そ の全体又 は一部 の コピーを入手 し,及 び

かか る記録 を訂正又 は修正 することを認 め

ること。

④ 対 象 個 人 を特定 す ることが可能 な個人情

報 を収集,保 有,利 用及 び公開す るに際 し

て,か か る活動 が必要 かつ合法的 な目的 を

有 す る ものであ ることを保証 し,当 該 目的

に関 して情 報 が現在性 及 び正確性 を有 す

ることを確保 し,及 びかか る情報 の濫用 を

防止 す るた めの 適切 な保護措置 を講 じる

ことを確保 す ること。

⑤ 本 法の定 め る記録 に関す る義務 の免除は,

か か る免 除に関 し,個 別の法令 に基 づ き重

要 な公 共 政 策 上 の必要 性 あ りとされ る場

合にの み認 め ること。

⑥ 故意 又 は作為 によ り本法の下 における個人

の権 利 を侵 害 した結果生 じた損 害 に関 す

る民 事訴訟 に応ず るこ と。

この法律の特 徴 として は,

●連邦行 政機 関のみ を対 象 とし,民 間分野 に

ついて は,政 府 か らの受託業務 を除 き,一



切規制 に係 らしめていな いこ と。

●自動 ・非 自動 を問 わず,個 人 データの処理

を対象 として い ること。

●個人情報 システ ムの存 在 自体 につ いては,

一 切 の例外 を認 め ることな く,こ れを公表

す るもので ある こと。

●個人情報 の収集,維 持,提 供及 び個人 の各

種権利 の行 使 につ き,詳 細 な定 めを置 くこ

と。

●社会保 障番 号(SocialSecurityNumber)

の 使 用 につ き,制 限 を加 えて い ること。

な どをあげ るこ とがで きるが,こ のほか,

連 邦政府 によ る個人情報処理 に起因 す る損 害

賠償 につ いて,賠 償額 は1,000ド ル を下 回 っ

て はな らない こと とし,賠 償額算定責任 の一

部 を軽減 してい るこ とな ど も注 目 され る。

また,民 間分野 を規制 の対 象範囲 に含 め る

べ きか どうかにつ いて は,同 法の制定過程 に

お いて も種 々論議 され た ところであったが,

その影響,規 制方 法等 につ いて なお検討 すべ

き点 が多 い ことか ら,と りあ えず民間分野 を

規制の対 象外 とし,同 法 は プライバシー保護

調査委員会 を設置 し,こ の点 を更 に検討 させ

るこ ととしてい る。

なお,1974年 フ。ライバ シ一法の成立 とほぼ

時期 を同 じくして,「 家 庭教 育 の諸 権利及 び

プライバ シーに関す る法律」(FamilyEdu-

cationalRightsandPrivacyActof1974)

が 成 立 してお り,連 邦 政府 の補助金 を うけ る

すべての学校 の子供 ・学生又 は親 に,自 分又

は 自分の子供 の教育 に関係す る情報 を入手 し,

訂 正 を請求す る権利 が与 え られてい る ととも

に,一 応情報 を第三者 に開示す るにつ いて承

認 を求 め られ る権利 が与 え られた。

その後 にお いて も,こ れ ら法 律 を不満 と し
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て,よ り広 く,あ るいはよ り厳 しい規 制 を求

め た法律案 が しばしば議会 に提案 されて お り,

例 えば,1975年 の 「総合 プラ イバ シー法案」

(H.R1984,H.R3235),1977年 の 「1977年 総

合 プライバ シー法案 」(H.R10076;こ れ らは,

い ずれ も,公 ・私 の分野 を問 わず,あ らゆ る

個人情報処 理 を規制 しよ うとする ものであ る)

な どがあげ られ るが,い ず れ も成立 をみ るこ

とな く推移 し,1978{手 に入 り,個 人の財務,

医 療情報 の保護 を中心 に再 び立法 活動 が展 開

され た。 この結果,1978年12月 「財務 に関す

る プライバ シーの権利 に関す る法律」(Right

toFinancialPrivacyActof1978)の 成 立

をみた。同法 は,行 政機 関 に対 し,個 人 の財

務状況 に関 する記録 を入手 しよ うとす ると き

は事前 に個人 に対 してその 旨を通知 し,か つ,

こ れの阻止 手段 を教示 すべ きことを義務 付 け,

更 に,こ の個人の財務記録 に アクセ ス し,伝

達 した ことの記録 を保持 すべ きことを命 ず る

もの であ る。 この法律 の成立 を受 けて全米 の

各銀行等 が対応策 を講 じつつあ るが,一 方 に

お いて,同 法施行の ためには,相 当 巨額 の費

用 を要す るので はないか と懸念す る向 き もあ

る。

1974年 プ ライバ シー法 の施行 状況 につ いて

は,同 法 に基づ く大統領年次報告 が明 らか に

して い るが,こ れ による と,1976年12月 末現

在 で97の 連 邦行政 機関 が6,753の 個 人 デー タ・

システムを保有 し,こ れ に含 まれ る個人記録

件数 は1億5,000万 件 に上 る。 この うち全部

又 は一部 が コン ピュー タ化 されて い る もの は,

シ ステ ム数 の29%,記 録 件数 の74%で あ る。

また,大 口の個人 データ保有機 関 は,国 防

省,保 健教 育福祉省及 び財務省 で,こ の3省

で全 システ ム数 の56.6%,全 記 録 件数 の64.6



%を 占 めて いる。

同法 はまた,行 政機 関が同法の一定 の条 項

の適用か ら除外す ることので きる9つ の記録

の カテゴ リーを定義 してい るが,こ れ に基 づ

き,52の 行 政機 関が総 システ ム数 の13.2%に

あ た る892シ ス テ ムを適用除外 として い る。

除外事 由別 では刑事 法及 び民 事法違反 の捜 査

に関す る ものが773シ ス テムで最 も多 く,以

下連 邦職員 の雇 用に関す る もの291シ ス テム,

機 密指定 を受 けた記録223シ ス テ ム等 とな っ

て いる。

同法 に基 づ く個人の権 利行使 の状 況 につ い

て みれ ば,記 録 の閲覧請求 は限 られた行政機

関 に集 中 して い る。即 ち,1976年 中 において

司法省3万5,723件,中 央情報 局2,356件,財

務省2,339件 の 請求 が一般 国民 から行われてお

り,そ の他の行政機 関に対す る請求 は少 ない。

この ほか,連 邦行政機 関の職員 によ る閲覧

請求 がかな り行 われてお り,例 えば国 防省 に

対 す る16万3,655件 の 請求 の90%以 上 が現 在

又 は過 去の国防省職 員か らの もの であ った。

記録 の訂正 請求 は当初の予想 よ りも少 な く,

1976年 中 に全 体で3万1,778件 となってお り,し

か もその圧倒的多 くが連邦職 員に よって請求

された もので あるこ とが注 目 され る。即 ち保

健教 育福祉省 が受 けた1万9,202件 の 請求 はす

べ て同省職員か らの ものであ った し,・財 務省

に対 す る60件 の うちの20件 も同様 であ った。

この ほかに,国 防 省 の1万1,043件,司 法省

の47件 等 とな ってい る。

このほか,1976年 中 に,行 政 機関の決定 に

対 す る不服 申立 が1,852件,行 政機 関 によ る

同法 の規定 違反に対 し訴訟が69件 提 起 された。

同法 の施行 に要 した費用 としては,1975年

1月1日 か ら1976年9月30日 ま で に,約6,600
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万 ドル(約132億 円),こ の うち初年度経費 を除

く経常 経費は約3,660万 ドル(約73億 円)と な

ってい る。初年度経費 では,規 則及 び シス テ

ムの公示 に要す る費用及 び職員 の訓練 に要 す

る費 用が多 く,経 常経 費で は,閲 覧 に要 す る

費用,提 供の記録 の整備 に要す る費 用が多額

を占 めて いる。

な お,1978年6月,会 計検査 院(General

AccountingOffice)は,1974年 プ ライバ シ

ー法 の施 行 状 況調 査 報 告 を公表 してお り,

これによ ると,同 法施行 に伴い相 当量の新 た

な行政事務 が生 じて きてい るが,こ れ を軽減,

合 理化す ることが可能 であ るとして,行 政管

理予算庁 に対 し,次 の点 を勧告 してい る。

●各行政機 関 に対 し,プ ライバ シー法の遵 守

状況 を定期 的に見直す よ う指導 を行 うこと

(同法 の違 反,あ るいは同法の不知 によ る

不 適当な事務執行 が相 当数 みられ る)。

●各行政 機関 に対 し,業 務 の重複や不必要 な

事務 を減 らす ことに よ り,個 人情報 の提 供

の記録 作成事務等 の合理化 を図 り,そ の コ

ス トを低減す るよ う指導す るこ と(同 法 に

従 い,各 個人 の情 報の提供記録 を作 成す る

た め,1976年 に は,9,400万 ドル,全 施行

経費の26%が 費 されて い る)。

●その他,同 法 に基づ く各種公 示等 の事務 に

つ き合理化 を図 る こと。

次 に同法 は,先 に も述 べた よ うに 「プライ

バ シー保護調 査委員会」 の設置 を定 めてい る

が,同 委 員会 は,1975年 か ら2年 間 の活動 期

間内に,総 計60日 延 べ300人 以 上 にわ たる公

聴会 をは じめ,公 共 及 び民間 の個人情報 活動

を調 査 し,1977年7月12日 最 終報告書 を大統

領及 び両院議長 に提 出 した(な お,同 委員 会

は報 告書提 出30日 後 に廃止 された)。



報告書 は,多 数 の事項,分 野 につ いて プラ

イバ シー保護の ために講 ぜ られ るべ き立法上

の措置等 を勧告 してお り,総 論 においては,

連 邦行政 府 内に独立 した機関 を設 け,同 報告

書 の勧告 に従 った法令,規 則 の遂行,プ ライ

バ シー問題の継続 的研究,1974年 プ ライバ シ

ー法(勧 告 に基 づ く改正 法 を含 む)の 施行 ,

並 びに,議 会,大 統 領,連 邦行政機関及 び州

へ の助言 の任務 を所掌 させ るよ う勧告 し,ま

た,1974年 プ ラ イバ シ ー法 の評 価 を行 い,

同法 の制 定 を一歩前 進 と評価 しなが らも,過

去の経緯 か らみて期待 されたほ どには一般 的

利益 を もた らして いない こと,規 定 の一部 に

不 明確 な ものが み られ る こと,及 び規 制範囲

の面で もなお不 十分 な点 があ ることを指摘 し

て いる。

最 後 に,各 州 にお けるプライバ シー法制定

状況 にふ れてお く。

各 州 においては,既 に憲法上明文又 はその

含意 に よ りプライバ シーの権 利 を承認 して い

るが,1974年 プ ライバ シー法の制定 と相前 後

して プライバ シー保護 に関す る州法の制定 が

進 んでお り,1978年5月 現在 で9つ の州 が制

定済 であ るほか,更 に多数 の州 が議会審議 中

で ある。 また,医 療,教 育等 個別 の分野 での

個人情報 の保 護 につ いて も州法 の制定 が進 ん

でお り,特 に,医 療関係情報 について はほ と

ん どすべ ての州が何 らか の保護法 を制 定 して

い る。

イギ リス

イギ リスにおいては,既 に1961年 に 「1961

年 プ ライバ シー権 利 法案 」 が議 会 に(議 員)

提 案 され,そ の後 も1967年,1969年 と同種提
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案 が な され るな ど,早 くか らプライバ シー問

題 に対 す る解決策 の検討 が な されて きてい る

が,検 討 の角度 は どち らか とい えばプ ライバ

シー一般 に広が る もので あって,プ ラ イバ シ

ーを もっぱ ら情報処理 の面 か らと らえた問題

提起 は,1969年5月 に 「デ ー タ監 視 法 案 」

(DataSurveilanceBil11969)を 最 初 とす

る。

これ ら法律案 の提案 に対応 して,政 府 にお

いて もプライバ シー問題の検討 を開始 す る と

ころ とな り,1970年5月,プ ライバ シー委員

会 が設置 された(同 委員会 は,委 員長 の名 に

冠 して ヤ ンガー委 員会 と呼 ば れ る)。 同 委員

会 は,プ ライバ シー侵害事例 の収集,国 民の

意識 調査,関 係機 関か らの意 見聴取等 を行 い,

2年 間 にわたる検討 の後,1972年7月,内 務

大 臣 に対 して報告 書 を提 出 した。

同委員会報告書 は,プ ライバ シー一般 につ

いて は,そ の性格 上,法 律 に よる規制 が不適

当で ある と結論 しなが らも,特 定の分野 につ

いて は立法の可能 性 があ るこ とを示唆 し,特

にコン ピュータに よる個人 デ ータの処理 につ

いて は,立 法化 を前提 として更 に本格 的な検

討 を行 う必要があ り,こ のた めに政府部 内 に

常設 委員会 を設 けるべ きことを勧告 した。

また,内 務省 にお いて も,こ の委 員会 の作

業 と並行 して検討 を行 い,1975年5月 その成

果 を基 に白書「コン ピュー タとプライバ シー」

を議 会 に提出 して,近 い将来 立法 を行 う意思

があ るこ とを表 明 し,そ のた めの検討機 関 と

して 「デ ータ保護 委員会」 を設置す ること と

した。

、Lこ れ に基づ き,翌1976年7月,11人 の 委員

か ら成 るデータ保護 委員会 が発足 し,調 査 を

開始 した。同委 員会 は以後,国 の行政機 関,



地方 自治体,学 術 団体,産 業界 な ど各方面 の

意見 を面接 調査,ア ンケー ト等 によ り聴取す

る とともに,問 題点,対 応策,そ の他立法 を

前提 とした具体的検討 を行 った結果,1978年

12月,内 務 大 臣に最終 報告書 を提 出 した。同

報告書 は,た だ ちに議 会 に対 して も送付 され,

現 在政府 にお いては,こ の報告書 において示

された見解 を基 に,法 律案 の作成 を進 めてい

る状況 に ある。.

同委 員会の報告 は,本 文301ペ ー ジ,付 属

資料 と合 わせ て460ペ ー ジに上 る膨 大な もの

とな って お り,記 述 も,問 題 の背 景,個 人 デ

ータ処理 の現状 ,プ ライバ シー法の必要性,

特 別の配慮 を要 す る分野,プ ライバ シー法 の

波及効果,及 び立法提案 と広範 にわた ってい

るが,そ の勧告 の 中心 は 「デ ータ保護監督機

関」の設置 に ある。以下,勧 告 の要約 を示せ

ば次の とお りで あ る。

① プライバ シー保護立 法の在 り方

●規制 の範 囲 は,個 人 デ ータのすべ ての自動

処理 に及 び,ま た,公 ・私分野 にわた るべ

きであ る。法律 によ る保護 は自然人 に とど

ま り,法 人 に及 ぶべ きで はない。

●法律 において は一連 の原 則 を定立 し,か つ,

そ の原則 の実施 のため に 「デー タ保護監督

機関」(DataProtectionAuthority)を 設

置 しな けれ ばな らな い。

(原則)

●デ ータ主体(個 人)は,処 理 に係 る自己 に

関 す るデ ータの 内 容,収 集 ・蓄積 の必要

性,利 用方 法,利 用者,利 用 目的及 び利 用

期間 について知 ることがで きなければな ら

な い。

●個人 デー タは,そ れが収集 された ときに本

人 に告知 され るか,又 はその後 に承認 され
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た限 度及 び目的の範囲 内で処理 されな けれ

ばな らない。

●処理 され る個人 デー タは,正 確 かっ完全 な

もので,そ の利用 目的 にて らし適切 かっ タ

イム リーな ものでなければ な らない。

●本 人 に告知 され,又 は承認 され た目的 に と

って必要以上 に,個 人 デ ータを処理 されて

はな らない。

●デ ータ主体 は,こ れ らの原則 と遵守 状況 を

調査す ることがで きな けれ ばな らない。

●データの利用 者は,合 法 的な利益 を追求 し

義務 を果 たす ために,本 人 に告知 され,又

は承認 された限度 と目的 の範 囲内で,余 計

な費 用 を支払 うこ とな く個人 デ ータを処理

す ることが で きな くてはな らな い。

●地域 共同体 は,個 人 デー タの処理 によ る利

益 を享受 し,こ れに対 す る不当 な妨害 か ら

保護 され なければな らない。

● これ らの原則 は,そ の まま直接 に施行 され

るべ きで はな く,デ ータ保護監 督機関の活

動 指針 とされ るべ きであ る。

●デ ータ保護監 督機 関 は,デ ー タ利 用者 に対

す る規則 の制 定,個 人デ ータ処理状 況の登

録,不 服 申 し立ての処理及 び各種規則 の執

行 に当た るべ きで ある。

② 規則(C・de・fPractice)

●一 連 の規 則 は,個 人 デー タの処理 の各種分

野 について,そ れぞれの事情 に即応 した別

個 の もの と され なければな らない。 この規

則 は議会の承認 を得 て,法 的拘束力 を与 え

られな けれ ばな らない。

●この規則 においては,処 理 され るべ きデ ー

タ,そ の利用,本 人及 び第三者 に対 す る提

供,収 集時 にな され るべ き保証,デ ータの

正確性,適 切性,現 時性及 び完全 性の確保,



デ ータ保護 措置,及 び本人 の同意又 はデー

タ保護監督 機関 の承認 を得 べ き事項 につ い

て,定 め られ なければな らな い。

●デ ータ保護 監督機 関は,開 かれ た友好的 な

機関 とな るべ きであ り,各 種 相談,援 助,

指 導 を行 うほか,定 め よ うとす る規則 につ

い て も案 を示 し,関 係 者の意 見 を徴 しなけ

れ ばな らない。

③ デ ー タ処理 の登録

●個人 デー タの処理 は,公 ・私の分野 を問 わ

ず,デ ー タ保護監督機 関に登録 され なけれ

ばな らず,こ の登録 につ いては,手 数 料 を

徴す るこ とがで きる。

●デ ータ保護監督機 関 は,こ の登録 を一般 に

公 開 し,か つ,そ れ を常 に現在 の時点 に適

合 させ るよ う努 めなければな らない。登録

の閲覧 には手数 料 を徴す る ことがで きる。

ただ し,一 定 の要件 に当 た るものについて

は,登 録内容 を非 公開 とす る。

④不服 申立て の処理

●デ ータ保護監督機 関は,個 人 か らの苦情,

不 服 申立て を処理 す る もの とし,こ れ に必

要 な調 査,検 査等 の権 限 を有す べ きで ある。

⑤ 個人 に対 す る法 的救 済

●法律,規 則 等 に定 め られた義務 違反 に対 し

て,個 人 は訴訟 を提 起す る ことがで きる。

この訴 訟開始前 に,デ ータ保護監督機 関 は

是正 を命ず る ことがで き,裁 判所 は,訴 訟

事 案について刑罰 に代 えて是正 命令 を発 す

ることがで きる。

●個人 は,損 害 の賠 償又は差 し止 めを求 め る

ため,民 事訴訟 を起 こす こ とがで きる。

⑥ デー タ保護監 督機関 の独 立性及 び責任

●デー タ保護監 督機関 は,政 府か らも,民 間

機関か ら も独立 し,国 民 に対 して責任 を負
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うべ きであ る。

●データ保護監督 機関の委員 は,国 王 に よ り

任命 され,政 府の指示 を受 けな い。 また,

機 関 は議 会に対 して直接 に報 告す るもの と

し,議 会 は各種 規則 の制定及 び委 員 の任 命

に拒否権 を有 す るほか,機 関の活動 を審査

し,そ の結果 を公表す るもので なけれ ばな

らない。

●デー タ保 護監 督機関 に対 して,国 民 は議 会

オ ンブズ マン(ParliamentaryCommis-

sionerforAdministration)に 苦 情 を申

し立て ることがで きる。 また,機 関 は行政

不服審査官会議(CouncilofTribunals)

の 審 査 に服す る。

●デー タ保 護監 督機関 の決 定 について,国 民

は不服 の訴訟 を提起 す るこ とがで きる。

⑦ コス ト

●提案 された対 策 によ って,デ ー タ処理 者,

デ ータ主体及 び公共財政 に対 して,必 要以

上 の費用 負担 を課す ことはな い と考 える。

⑧ 特 殊な分野 におけ る個人 デ ータ処理

●警察,公 安 関係 の デー タ処理 につ いては,

個 人の ア クセス権,デ ー タ処 理の公表 を不

適当 とす るが,デ ー タ保護監 督機 関は関係

機関 に対 し,プ ライバ シー保 護対策 を講 じ

させ,必 要 な規則 を定 め,措 置等 を とらせ

ることがで きる。

● もっぱ ら統計 の作成,研 究 の ためにな され

る個人 データ処理 につ いては,他 の 目的の

ための使用 を禁止 す る とともに,ほ か とは

異 な る取 り扱 いを行 うべ きで ある。 また,

医 療記録 につ いては,常 に法 人の ア クセ ス

を認 め ることは適 当では ない。

●特 殊な分野 にお け る例 外的規制(適 用 除外)

は,法 律 に明定す る必要 はな く,そ れ ぞれ



の事情 に合 わせ てデー タ保護監督 機関 が決

定す ること とすべ きであ る。

⑨ 既往 の 法制 との調整

●デー タ保護監督機 関 は,既 往法制 の適用事

項 に対 して重 複 して規 制 を行 うこ とはで

きず,ま た,制 定 す る規 則 も既 往法制 との

調和 を図 らな けれ ばな らない。

⑩ 統一個入 コー ド

●統一個人 コー ドは,各 種 デー タの結 合 を容

易 にす ると ころか ら,プ ライバ シーに対す

る侵害 の危険 をは らむ。 したが って,こ れ

を設 け よ うとす る場合 に は,こ のための特

別 の立法 を要すべ きものであ り,事 実上 の

導入 がな され てはな らない。 デー タ保護監

督機 関 は,規 則等 を通 じて統 一個人 コー ド

の使 用 を抑止す ることがで きる。

2そ の他 主 要 国 の

プ ライバ シー法

西 ドイツ

西 ドイツにおけ るプライバ シー問題 に関す

る議論 は,ア メ リカ合衆 国での議論 に触発 さ

れつ つ,そ れ と並行 す るよ うに開始 されたが,

1968年 に連邦 内務省 が国民 登録 制度 の検討 を

開始 した ことに伴 い,論 議 の急速 な高 ま りを

みせ,1969年 に は連邦議会 が政 府 に対 しデ ー

タ処理 に際 して個人 の秘 密侵害 防止 を図 るよ

う決議 し,1970年 に はヘ ッセ ン州 でデー タ保

護法 が制定 され るに至 った。

先 の国民 登録制度 については,1971年 に 法

案 が議会 に提 出 されたが,プ ライバ シー保護

を先行 させ るべ しとの議論 が有 力 とな った と

ころか ら,1973年 に連 邦デー タ保護法案 が提
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出 され て後 は後者の法案 の審議 が優先 され,

登 録法案 自体 は,1976年 廃 案 とされ た。

連邦 デー タ保護 法(Bundesdatenschut・

zgesetz)は,1976年11月 に 成 立 し,翌 年2

月 に公布,1978年1月 にその主要 部分 が施 行

されたが,そ の成立過程 ではかな り厳 しい意

見 の対立 もみ られ,原 案 に多 くの修正 が加 え

られた。

同法 は,コ ン ビ。ユ一 夕処理 に係 る個人 デ ー

タのほか,マ ニ ュアル処理 に よる もの も対 象

とし,公 ・私 両分野 を規制対象 とす る。同法 は

その構 成上,

(i)官庁,公 的機関 に対 す る規制 。

(ii民間 機関 が自己のた めにデー タ処 理 を行

う場合 の規制 。

(iii)民間 機関 が営業 として第三者 のた めにデ

ータ処理 を行 う場合の規制 。

の3つ の分野 に分け られて お り,こ れ が大 き

な特徴 となってい るほか,民 間機 関(従 業 員

5人 以上 の もの)に 対 し,デ ー タ保護受任 者

の任用 を義務 付 けて いるこ と,デ ータ保護 措

置 につ いて取 るべ き措置 の大 綱 を条文 として

明記 してい ること,営 業 として第三者 のた め

に行 うデー タ処 理 においては,入 力後5年 以

上経過 したデ ータの封鎖 を命 じて い ることな

どが,特 色 として あげ られよ う。

なお,連 邦 デ ータ保護法 は,各 州 が別 途の

立法 を行 わない限 り,州 レベル において も適

用 され ることとなるが,先 に述べ たヘ ッセ ン

州 ほか ライン ラン ト,フ ァル ッ州 その他 を合

わせて8州 が州独 自のデー タ保護法 を制 定 し

てい る。



カナダ

カナダにおけ るプライバ シー問題 の本格的

検 討 は,1971年4月 に連 邦通信,法 務両省 に

よ るタス ク ・フ ォースが設置 された ことに始

ま るが,同 タス ク ・フォースは,1972年,報

告 書 「プライバ シー とコン ピュー タ」 を公表

した。同報告書 は,コ ン ピュー タとプライバ

シーに関す る技術 的,法 律 的問題 について各

方 面の意 見 を徴 しつつ,詳 しい調査 と分析 を

行 い,次 の点 につ いて勧告 を行 った。

●オンブズマンの機 能 を有す る監視機 関の設

置 。

●技術的 デー タ保護 措置 。

●カナダ国外(主 として アメ リカ合衆 国)に

蓄積 され た国民 の個人 デー タの監 視。

●情報 処理機関 によ る自己規制 。

この報告書 を受 けて政 府 は,1975年5月,

カ ナダ人権 法案 を提 出 した際,そ の中の1カ

条 として プライバ シー保 護条項 を設 けた が,

具 体 的規 制 につ いてす べて政 令に委任 す る形

式 をとって いた ところか ら,議 会 の同意 を得

られず,1976年11月,改 めて規定 の整 備 を し

直 し,.再 提 出 した。 同法案 は,そ の後若干の

修正 の上,1977年7月 に成立 し,翌 年3月 に

施行 された。

カナ ダ人権 法(CanadianHumanRights

Act)(第4章)は,ア メ リカ合衆 国,西 ドイ

ツの同種 法律 に比 し,規 定 の構成 はやや単 純

化 されてい るが,規 制等 の中心的 な柱 は,個

人 に対 す る自己 に関 す るアクセ ス請求権 の賦

与,及 び個人デ ータの目的外 使用 の制 限に置

か れてい る。 また同法 は,民 間機 関 によ る個

人 デー タ処 理にっ いては,規 制 の対象 として
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い な い。

なお,同 法 において は,法 律 の遵守状況 を

監 視す るた め 「プライバ シー保護 委員」(1人

制)の 制度 を設 けて いるが,同 委 員 は,同 法

施 行前,1977年 中 に指名 が終 ってい る。

フランス

フランスにおいては,既 に1971年,国 務 院

(Conseild'Etat)が 首相 の諮問 を受 けて こ

の問題 を検討 してい るが,1974年11月,大 統

領 が法務 省 に 「情報処理 と自由 に関す る委 員

会」 を設 置 し,と るべ き施 策の検討 を命 じた

こ とによ り,本 格 的検討 が開始 され た。同委

員会 は,翌1975年6月,報 告書 を提 出 し,次

の点 を勧 告 した。

●独立 の監 督機関 を設置 す るこ と。

●公 的機 関 が個人 デー タ処理 を導入す る場合

には,こ れ を大統領及 び議会 を含 めた高 レ

ベルの機 関の決定 にかか らしめ ると と もに,

事 前の検 討 を十分行 うこと。

●地 方公共 団体及 び民間機 関について は,そ

の 自治 を尊重 す るため,情 報処理 の実行 に

ついて事前許可 制度 を設 けない こと。

●特定 の個人 デー タ事項 につ いては,そ の記

録 を禁 止 し,又 は保存 期間 を限定 す るな ど

個人 の秘密 を確保 す ること。

●個人 デ ー タの対 象者 に 自己の デー タを閲 覧

し,こ れ を批判 す る権利 を設定す るこ と。

●個人 デ ータ流通 の国 際化 の傾向 に鑑 み,フ

ランス と諸国間 におけ る法的原理 の整 合性

を図 るよ う国際協力体制 を作 り上 げ るζ と。

政府 は,こ の報 告 を受 けて 「情報処理 と自

由に関す る法律案 」 を作成 し,1976年8月,

国 民議 会 に提案 した。同法案 は,公 ・私両 分



野 を対 象 とす る もの で,① 合議制 の独立,第

三者機 関 「情報処理 と自由に関す る国家委 員

会」 を設置 し,こ れに広範 な規 制,監 督権 を

与 えるこ とを主 眼 とし,② 個 人情報 シス テム

の設置 を同委員会 の事前 同意 又 は事前 届出 に

係 らしめる とともに,そ の他 情報処理活動 に

対 す る事前諸手続 きを定 め,③ 個人 に対 し自

己に関す るデー タの閲覧,訂 正,請 求権 を与

え,④ 個人 デー タの収集,保 持等 の制 限 を行

うな どを内容 とす る。

同法案の審議 には,多 様 な意見 の対 立 を反

映 して1年 余 を要 し,1977年10月,国 民議会

を一部修正 を受 けた上で通過 し,同 年12月 に

元老 院 で可決,翌 年1月 に公布 された。

なお同法 は,そ の名称 を 「情報 の処理 ・蓄

積 と自由に関 す る法 律」(Loirelativeh

1'informatique,auxfichesetauxliber_

tbs)と されたほか,法 案 の段階 で は,規 制 の対

象 を自然人及 び法人 に関 する情報で,か つ コン

ヒ。ユ一 夕処理 に係 る もののみに限 ってい たが,

議 会 において,法 人の デー タについて は政府

によ る民間規 制の強化 につ なが ると して これ

を除外 し,他 方,マ ニ ュアル処理 によ るデ ー

タについて も一定の要件の下 に これ を規制対

象に加 える旨 の修正 がな された。 ・

同法律 は,1978年7月1日 か ら施行 されて

い る。

デ ンマー ク

デ ンマー クでは,1968年 に国民 登録法 が制

定 され,統 一 個入 コー ドが実施 されて い るが,

これ に関連 し,1970年 以 来,法 務省 の下 に設

置 された委 員会 において,プ ライバ シー保護

の問題 が検討 され た。法務省 は委員会 の報告
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を受 けて,1973年 夏 に法律の草案 を公表 した。

草案 は民 間分野 にお ける情 報処理 の規制 を 目

・的 とし
,コ ン ピュー タ処理 のみならず,手 書 き

によ る情 報処理 を も対象 とす る もの であ る。

草案 は1977年,議 会 に提 出 され た。

なお,公 共部門 を規 制す る法 律について も,

民 間部門 に遅 れて法務省 において別 途検討 が

進め られ,1977年,法 案 が議会 に提 出 された。

これ ら2法 律案 は,1978年5月,と もに成

立 をみたが,ほ ぼ同時期 に成立 した ノル ウェ

ー法 とと もに ,プ ライバ シー立法 としては初

めて法人 のデ ー タを も保護 対象 とす る もの で,

か な りの注 目を集 め ること となった。 また,

公 ・私両 分野 をそれぞれ規制対 象 として,別

個 の立法 で行 った ことも,他 に類例 をみな い

もの であ る。

公 的分野 を対 象 とす る法 律は 「公的機 関 に

よる情報 の蓄積 に関する法律」(Lovomoffent-

ligemyndighedersregistre)と 称 され,私

的分 野 を対象 とす る法律 は 「個人 デ ータの蓄

積等 に関す る法律 」(Lovomprivateregi-

strem.v.)と 称 され,と もに1979年1月

か ら施行 されてい る。

これ ら2法 律 は,と もに 「情報処理規制 庁」

を監視機 関 とし,他 国の立 法例 とほぼ同様 の

規制等 を定 め るが,公 的分野 につ いては,地

方公共 団体 との情報 シス テムの連絡 につ いて

一定 の要 件 を課す こと,民 間分野 について は,

特 に個人信用情報 システム,ダ イ レク ト・メー

ル業,情 報処理 サ ービス業 について それ ぞれ

独 立の章 を設 け,規 定 を置 いてい るこ とな ど

が特色 とな ってい る。

なお,国 外処 理 に関 しては,私 的分野 を規

制す る法律 で特 に1章 を設 け,

●国 内において蓄積 す るこ とを許 されな い情



報 は,国 外 におけ る蓄積 を 目的 として も,

そ の収 集 を禁止 す るこ と。

●国外での 自動 デー タ処理 については,情 報

処理規 制庁 の事前許 可 を必要 とす ること。

な どを定 めて い る。

ノル ウェー

1970年 以 来,プ ライバ シー問題 の検討 がな

されてい る。 同国にあ って は私 的領域 に関す

る検討が先行 し,1970年 に デー タ処理諮問委

員会の依頼 を受 けて,オ ス ロー大 学私法研究

所が1972年 に報告書 を作成 した(公 的領域 に

ついては,将 来 問題 の発生す るお それ がある

とされて いる)ほ か,1970年 に法 務省 に設 け

られた信 用情報機 関に関す る法律 を検討 す る

ための委 員会 が,個 人情 報 を含 む 私 的 デ 一

夕ベース一般 に適用す るルール を勧告 した。

その後1974年4月 には 「民間企業 にお ける個

人情 報の収集,記 録,利 用及 び開示 に関す る

草案 」が同委員会 か ら法務大 臣に提出 され た。

一方
,公 的領 域 に関す る問題 について,1972

年,法 務 省 は国会及 び行 政府 を代 表す る新 し

い委 員会 を設 け,個 人情 報 を含 む公的 デ ータ

ベ ースに関す る法律 の現 状の検討 に着手 した。

この検討 の結果 を受 けて,1975年 夏,法 務大

臣は国及 び地方政府機 関 にお け る個人 データ

処理 の規 制 に関す る法 律の草案 を公表 した。

その後,こ れ らの草案 を もとに,政 府部 内

で検討 が行われ,1977年6月,法 案 が議会 に

提 出 された。同法案 は公 ・私 の領域 にお ける自

然人及 び法人 に関す る情報 システ ムを規制 の

対象 とし,コ ンピ ュータ処理 され るが否かを問

わない。規制 の方 法 はスウ ェーデンのデータ法

とほぼ同様 の形態 を とってい る。即 ち,① 個
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人 デ ータ ・システ ム設置 の許可制,② 特 別 の

監 視機関 の設置,③ 閲覧請求権,④ 記録 の正

確 性保持義務,⑤ 国外 にお けるデー タ処理 の

規 制等 につ いて定 め られて いる。

同法案 は,「 個 人 デ ー タの蓄積 に関す る法

律 」として1978年6月 に成立 したが,そ の施行

時期 は現在未定であり,少 な くと も1980年1月

以 降にな る もの と見込 まれ る。 同法 はデ ンマ

ー ク法 と同様 に
,個 人 信用 情報業,ダ イレ ク

ト・メール業,世 論調査及 び市場調査業 につ い

て別 個に章 を設 け規定 して いるほか,個 人信

用情報 につ いて は,こ れ もデンマー ク法 と同

様 に5年 以上経過 した もの につ いて は,原 則

として使 用 を禁止 してい る。 また同法 は,個

人信 用情報 サー ビス,コ ンピュータ処理 サー ビ

ス,住 所録,ダ イレク ト・メール ・サービス及び世

論調 査,市 場調査 につ いて は,こ れ を業 とし

て行 うこと自体 を,許 可制 にして い る。 この

ほか,国 外への個人 デー タの持 ち出 しは,す

べて事前許 可制 としてい る。

なお,同 法の施行監 視の ための特別 の機関

は,合 議 制 の独立機 関で ある「デ ー タ監視 局」

とされて い る。

オー ス トリア

連邦 政府 は,1971年 行 政 の効率化 の ための

コン ピュータに よるデータ処 理の推 進は,そ の

濫 用か ら個人の プライバシーを保護す るための

効 果的 な法律 が,議 会 を通過 した後において

のみ これ を行 う旨の声明 を発表 した。 この声

明の具体化 のため,同 年,連 邦 首相官房 に関

係 省庁で構成 され る作業 グルー プが設立 され

た。同 グルー プは,そ の後三次 にわ た りデ ー

タ保護 法草案 を作 成 し,関 係機 関 に協議 した。



法案作成 段階 における論点 は,規 制範 囲 を

連邦政府 のデ ータ ・バ ンクに限 るか,州 ・地

方 自治体或 い は民間機関 まで広 げるかの問題

と,規 制 の対 象 とな る情報 を コン ピュー タ処

理 に係 るものに限 るか,手 作業 による もの も

含 め るべ きかの問題で あった。

連邦政府 は これ らの議論 を もとに 「個人 デ

ー タの保護 に関す る連 邦法案 」を作成 し,1974

年12月18日 連 邦議会 に提出 した。

同法案 は,公 私の分野にお け るコン ピュー

タ処理(又 は これに相当す る技術的手 段 によ

る処 理)に か か る個人 データをその対 象 とす

る もの である。法案 の審議 は当初進 捗 しなか

った が,1977年 頃 か ら活発化 し,1978年10月

に よ うや く成立 をみ,1979年1月1日 か ら施

行 されてい る。

なお,成 立 した法 律 は,原 案 をかな り修正

した もの とな って いる。

「個人 デー タの保護 に関す る連 邦法」(Data-

nshutzgesetz)は,最 も新 しい立 法例 である

こ と及 びその成立 までに長期 間 を要 した こ と

か ら国際的に も注 目され るところ とな ったが,

その主 な内容 は次の とお りで ある。

(法律 の構成)

同 法は,2章59条 か ら成 り,そ の構成 は次

の とお り。

第1章

●デ ータ保護 に関す る基本的権 利

●立 法及 び施行 の権 限

第2章

第1節 総 論

第2節 公 的分野

●個人 デー タの収集及 び処理 の制 限

●個人 デー タの提 供の制 限
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●個人データの処理の届出

●データ保護規則の整備

●運営規則の整備

●個人によるデータの閲覧 ・提供請求権

●不正確な又は違法に収集 ・処理 されたデー

タの訂正 ・消去義務

●委託によるデータ処理の規制

●個人による異議申立

●是正命令,審 理手続 きの併合

第3節 私的分野

●個人データの収集及 び処理の制限

●個人データの提供の制限

●データ処理受託者の義務

●データの秘密保持

●データ保護措置

●自己の目的のためにす るデータ処理

●第三者のためにするデータ処理の登録

●登録手数料

●個人によるデータの閲覧 ・提供請求権

●不正確,不 完全なデータの訂正義務

●不当に収集 された又は不必要 となったデー

タの消去義務

●損害賠償及び中止 ・排除請求

●訴訟及 び仮処分

●経営評議会の権利の保障

第4節 国際データバンク

●国外へのデータ提供の規制

●国内において外国のためにするデータ処理

の規制

●国外のデータに対する,及 び国外か ら国内

のデータに対するアクセスの規制

第5節 データ保護委員会,デ ータ保護評

議会及びデータ処理登録官

第6節 罰 則

第7節 経過規定及 び最終規定



(規制 の対象)

.ヒの 構成 か ら も明 らかな とお り,公 ・私両

分野 を対 象 とし,

● 自然人 のほか法人 に関す るデ ータ

●コン ピュー タ処理 され るデ ータのほか この

処理 に関連 す るマニ ュアル処 理 のデー タ

を保護 の対 象 とす る。

(規制等の特徴)

同 法 において も,ほ ぼ各 国の法制 と同様 に

個人 デー タの収 集,蓄 積,処 理及 び外部提供

を規 制 し,個 人 に対 す る権利 を認 めて いるが,

や や特徴的 な もの として は,次 の点が あげ ら

れよ う。

●西 ドイツ法 とと もに,公 的機 関に よるデー

タ処理 の委託 について,規 制 を明文化 す る

数少 な い立法例 の1つ で ある こと。

●公 的機 関に よ り処理 され るデー タの訂正 に

つ いて,実 体 行政上 の決定手 続 きとの調整

に配慮 した規 定 を設 けてい るこ と。

●西 ドイツ法 と同様 に,民 間機 関 による処理

につ いて,自 己のた めにす る場合 と第三者

のた めにす る場合 とに区分 し,か つ,自 己

目的の処理 の場合 におけ る個 人への通知,

第 三 者 目的 の処理 の場合 にお ける登録(届

出)を 義務付 けてい るこ と。

●違法 な個人 デー タ処理 に対す る積極 的 な排

除 ・中止 請求 を個 人の権利 として認 めて い

ること。

●国境 を超 える個人 デ ータ処理 について,国

際的 な調和 に配慮 しつつ,詳 細 な定 め を置

いて い ること。

●法律の施行 の監 督機 関 として,監 視,不 服

等審査 を中心 任務 とす る 「デ ータ保護委 員

会」 と,デ ー タ保護 に関す る基準 を与 えそ
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の 在 り方 を検討 す る ことを中心任務 とす る

「デ ータ保護評議 会」 の二者 を設 けて いる

こと。

●更に,西 ドイツ法 との比較 で は,相 当程度

共通 す る部分 を有 して はい る もの の,西 ド

イツ法 にみ られ る民 間機関 にお け る 「デー

タ保護受 任者一 の制度 を採用 して いない こ

と。

.その他 の国

その他,西 ヨー ロッパ諸 国 を中心 に既 に数

多 くの国 が,法 律案 あ るいは法律草案 を作成

し,又 はその準備作業 を行 って い る。

現在,法 律案 を議会 で審議 中の 国は,ベ ル

ギ ー,ル クセンブル グ,オ ランダ,ス ペ イ ン

の4カ 国で あるが,う ち,ベ ル ギー及 びル ク

セ ンブル グは,そ れ ぞれ1976年 及 び1977年 に

法律案 を提 出してお り,他 の2カ 国 の法律案

提 出は,極 く最近 の 出来事 に属す る。

また,イ タリア,ス イス(連 邦)な ど も現

在,政 府 内 に委 員会 を設 けて検 討 中であ るが,

ス イスにお いては,既 に州 レベル(ジ ュネー

ブ州)で プライバ シー立法 が行 われてい る。

個人データの国外処理等の規制

に関する各国プライバシー法の

規定

〔スウェーデン ・データ法〕

第11条 第1項 個人 フ ァイルの内容 た る個

人情報 は,本 法 の規 定 に反 す る自動 デ ー タ

処理 に供 される と信 ず る理 由の ある場 合 に

お いて は,こ れ を提 供 してはな らな い。個



人情報 が国外 におけ るデー タ処理 に用 い ら

れ ると信 ず る理 由があ る場 合において は,

か か る情 報 は,デ ー タ検査 院が特 に許可 し

た場 合に限 り,こ れを提供 す ることがで き

る。 かか る許可 は,提 供 に よ りプ ライバ シ

ーの不 当 な侵害 の生 ず るおそれがな い と信

ず る理 由の あ る場 合にのみ,こ れ をす るこ

とがで きる。

〔西 ドイツ ・連邦デ ータ保護 法〕

第11条 個人及 び第10条 にあげられている

(官庁)以 外の機関に対する個人に関す る

データの提供は,提 供機関の管轄内にある

任務 を適法に遂行するために必要な場合,

又は受領者が提供されるべ きデータを知 る

ことに対する当然の関心を疏明し,そ のこ

とによって当事者の保護に価する利益が損

われない限 りにおいて,許 容 される。職業

上又は特別な官職上の秘密(第45条 第2文

第1号,第3文)に 該当し,か つ,提 供機

関が,守 秘義務を負 う個人か らその職務上

又は官職上の義務を遂行す るに際して提供

を受 けた個人に関するデータを提供するこ

とは,守 秘義務を負う個人が,提 供を許容

される場合 と同一の前提条件が与えられて

いる場合にのみ許容される。

この法律の適用範囲外の官庁及びその他

の機関に対す る提供,並 びに超国家的及び

国際的機関に対する提供には,こ の種の提

供に適用 される法律及び協定に準拠 して第

1文 及び第2文 が適用される。

〔フランス ・情 報の処理,蓄 積 と 自由 に関す

る法律 〕

第16条 本 法律の第15条 の規定 に よる もの
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(公 的機 関等 に よる処理)を 除 く個 人 デ ー

タの 自動処理 は,事 前 に情報処理 及 び自由

に関す る国家委員会 に届 出な けれ ばな らな

い。

委員会 によ り遅滞 な く発行 される届出受

理 通知 を受領す れば直 ちに,届 出者 は処理

を開始 して よい。但 し,届 出者 は何 ら自己

の責任 を解 かれた ことに はな らない。

第19条 意 見の要求 又は届 出は,次 の事項

を明確 に しなければな らない。

1.デ ー タ処理 が フランス国 内 と外国 との間

の個人 デー タの移送 を目的 とした もので あ

るな らばその こと。す でに国外で処理 され

た もの を基 と して,部 分 的に フラ ンス国 内

'
に おいて行 う処理 について も同様 とす る。

上記事項 の修正及 びデ ータ処理 の停止 は,

す べて委員会 に通知 しな けれ ばな らない。

第24条 委 員会 の提議 又 はその意 見 に従 い,

上 記第16条 に該 当す るデー タ処理 の対 象 と

な る個人情報 の,フ ランス と外 国間 の移動

は,本 法律 の基 本理 念 を確保 す るための国

務 院の布告 に よって規定 された規則 に従 っ

て事前許可 に係 らしめ,又 は規制 す る こと

がで きる。

〔デ ンマー ク ・個人デ ータの蓄積等 に関す る

法律 〕

第6章 他 国にお ける個人 デー タの蓄積 及

びエ レク トロニ ック ・デー タ処 理

第21条 ① 第3条 第2項 の規定 によ り国内

において蓄積 す るこ とが許 され ない個人 デ

ー タは ,他 国 にお いて蓄積 す るこ とを 目的

として もこれ を収集 して はな らない。他国

において蓄積す ることを目的 として行 う個

人デ ータの組織 的な収集 は,国 内 におけ る



蓄積 について情報処理規 制庁への 届出又 は

本法 によ る許 可 を必要 とす る限 りにおいて,

同 様 に,情 報処理規制 庁の許可 を得 な けれ

ばな らない。

②第3条 第2項 に規 定す るデー タを含 む

蓄積 デ ータは,情 報 処理規制庁 の許可 を得

た場合 にのみ,他 国 にお いて エ レク トロニ

ック ・デ ータ処理 を行 うこ とがで きる。他

国 において エ レク トロニ ック ・デー タ処理

を行 うことを目的 として第3条 第2項 に規

定す るデ ータの組織 的 な収集 を行 う場合 に

おいて も同様 とす る。 ただ し,エ レク トロ

ニ ック ・デ ータ処理 を行 うことのみ を目的

として国内 に置 かれ る蓄積 デー タについて

は,第1文 は適用 しない。

③第1項 及 び第2項 によ る許可 は,情 報

処理規 制庁 が この許 可 を与 えることによ り,

本 法が保護 しよ うとす る個人 の プライバ シ

ーの侵害の おそれが ない と認 め ると きに限

り,こ れ を行 う。

④法 務省 は,本 法 が対 象 とす る活動 に関

連 した国際条約 の遵守又 は国際協 力の推進

のため,特 定 の国に対 し,又 は特 定の種類

の蓄積 データについて は,第1項 後段又 は

第2項 を適用 しない こ とを定 め るこ とがで

きる。ただ し,こ の場合 において,情 報処

理規制 庁の意見 を聴 か なければな らず,か

つ,本 法が保護 しよ うとす る個人の プ ライ

バ シーが侵害 され るおそれのない こ とを条

件 としなければな らない。

〔ノルウ ェー ・個人 デー タの蓄積 に関す る法

律 〕

第9章 国外移動

第36条 第9条 第1文 に規定する蓄積デー
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タは,国 王の許 可 な くして国外へ移送 され

てはな らない。

国内 で収集 され た個人情 報 が第9条 第1

文 に規定す るデ ータを蓄積 す ることが 目的

で ある場合には,国 王 の許 可 な くして国外

へ移送す ることが で きない。

国王 は,規 則 によ り,第1文 及 び第2文

の例外 を定め るこ とがで きる。その規 則 に

おいて は,特 定 の 国 との関係 には適用 しな

いことを規定 す るこ とがで きる。

第37条 国 王は,デ ー タ監 視局及 び他 国の

監 視当局間の協同作業 に関す る規則 を定 め

ることができる。 この規則 において は,特

別の条項 によ り,デ ー タ蓄積 の通知 義務及

びデ ー タ蓄積 の監 視,又 は破壊 に関 して規

定す る ことがで きる。

〔オース トリア ・個 人 データの保護 に関 する

連 邦法〕

第2章 第4節 国 際デー タバ ンク

他 国に対するデー タ提供の 要件

第32条 ① 第4条,第5条 及 び第17条 に規定

す る者(デ ータ処理者)が 自動処 理 デ ータ

を他国 に対 して提供 す るこ とは,第7条 又

は第18条 に規 定す る要 件 に従 わな ければな

らな い。 当該 者 は,デ ータ保護委 員会 の許

可 を得 なけれ ばな らない。

② 次 に掲 げる場合 にお いて,第3節 に規

定 す る者 が行 うデー タの提供 は,デ ー タ保

護 委員会 の許可 を要 しな い。

i.自 己 に関す るデ ー タを提供す る場合

ii.他 国 において も国 内に おけ ると同等

以上の保護 が提供 デ ータに対 して与

えられ る場 合

iii.国 際協定等 に従 って行 う場合



③ 次 に掲 げる場合 には,第1項 に規定 す

る許可 がな され る。

i.公 共 の利益及 び国際法上の義務 に反

しない場合

ii.第7条 又 は第18条 に規 定す る要件 を

充たす場合

iii.他 国 に対 して提供 され ることによ っ

てデ ータ主体(個 人)の 保 護 され る

べ き利益 が侵害 され ることが ない こ

とを明 らか に証 明す る場合

iv.他 国 に お いて デ ー タ処 理 の み 行 う

目的で提 供 し,か つ,第19条 に規定

す る要 件 に適合す るよ う適切 な協定

が定 め られて い る場合

④ 第8条 又 は第23条 の規定 によ り届 出又

は登録 の義務 を課 され る場合 において は,

他 国 に対す る提 供 につ いて もこれ を行 わな

ければな らない。

⑤ 連邦首相 は,命 令 に よ り,デ ータ保護

委員会 の意 見 を聴い た.ヒで,他 国の デー タ

保護規定 が国内 にお ける と同等 の保護 を与

える ものであ るか ど うか について確定 しな

ければな らない。 この場合 において,特 に

デー タ主体(個 人)の 保護 され るべ き利益

の保護 につ いて考慮 しなければな らない。

国内において他国のために行うデータ処理

第33条 国 内において他 国の者 のた めに行

うデー タ処理 は,デ ータ処理 登録 官 に届 出

な ければな らない。 この場合 において,国

際協定 によ り定 め られてい ると きは,デ ー

タ保護委員会の許可 を得 な けれ ばな らない。

データに対する直接のアクセス

第34条 ① デー タ処理 の一過程 が他 国 におい
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て,若 しくは国内に おいて他 国のため に行

われ る場合又 は国内 にお け るデー タ処 理施

設 に対 して,他 国か ら直接 に アクセスす る

こ とがで きる場合につ いては,第32条 の 適

用 があ るもの とす る。

②他 国にお けるデ ー タ処理 施設 に蓄 積 さ

れてい るデ ータに対 して国内か ら直接 にア

クセスす ることがで きる場 合 について は,

第33条 の 適用が ある もの とす る。

3プ ライバシー保護法制の国

際的調和の推進

主要国 の プライバ シー法 を概 観 して も明 ら

かな とお り,個 人 デー タの国外への持 ち出 し,

個 人 デー タの国外処理 な どにつ いて,公 的機

関 によ る許可 制度等 にかか らしめて いる国 は,

プ ライバ シー法制定済8カ 国中過半 の5カ 国

(ス ウェーデ ン,フ ランス,デ ンマーク,ノ ル ウ

ェー,オ ース トリア)を 占めて いるご また,

西 ドイツ法 において も,こ れ に関連 した規定

が置か れてい る。

コ ンヒ。ユ一夕利用技 術の進歩,コ ン ピュー

タ通信 ネ ッ トワー クの発展 な どに伴 い,国 際

的 なデー タの流通 は,今 後 とも一層,量 的,

質 的 な拡 大 を とげ る もの と予想 され,同 時 に

世界各 国の社会的,経 済的,文 化的発展 に と

って,国 際的 に自由な情報 の流通 を確保 し続

け ることは,物 財面 に おいて自由かつ公正 な

貿易 関係 を維持す るこ とと同様 に重要 な課題

とな って いる。 しか しなが ら,一 方 において

個人 の プライバ シーを保護 す る見地 か らは,

国 内法 による規制 を免 れ ることを目的 として,

デ ー タ処理 が国外 に逃避 す ることを防止 す る

ことが必要 であ り,こ のため,デ ータの国際



的流通 を この必要 が ある限 りにおいて制約 せ

ざるを得 ない こと も,ま た確 かであ る。上 に

あ げた各国 の法制 も,も っぱ らこの見地 によ

る もの であ るが,同 時 に,デ ー タの国際移動

について各 国法 制の規制 に相違 が あるこ とは,

場 合 によ って はデー タの 国際移動 に不必 要 な

負担 を課 し,結 果的 に これを制 限す るこ とに

な るおそれ があ るの みな らず,と きに よって

は,プ ライバシー保護 の範 囲 を超 えて他の 目

的か らす る制 限を混入 させ,あ るいは逆 に,

意 図的 に規制 を課 さず して経 済的利益 の みを

得 よ うとす る 「デー タ ・ヘ イブ ン」 の国 の出

現 を も許 しかねない。

この ため,近 年 プライバ シー保護 に関 す る

国際的調和 を図 ろうとす る国 際的気運 が急速

に盛 り上 が って きてお り,経 済協 力開発機 構

(OECD),国 際連合教 育科学 文化機構(UNE

SCO),国 際電気通信連 合(ITU),欧 州 共同

体(EuropeanCommunity)及 び 欧 州議 会

(EuropeanParliament),欧 州 評 議会(Co-

uncilofEurope),北 欧 評議会(NordicCo・

uncil)な ど が,互 い に協力 しつ つ,ガ イ ドラ

イ ン,基 準 あるいは国 際協定 の作成 を 目指 し

て作業 を進 めつつ あ る。

なかで も,OECD及 び 欧州評議 会は,そ

れ ぞれ プライバ シー保護 の国際的調和 を図 る

ため,ガ イ ドライ ン及 び国際協定 の樹 立 を 目

標 として活発 な活動 を展開 して お り,各 国の

大 きな関心 を呼 んでい る。以下,こ の二者 の

作業 を中心 にその動 向 をみ るこ ととす る。

OECD

フ。ラ イ バ シ ー ・デ ー タ 保 護 に 関 す る 問 題 は,

OECDに お い て,1968～1969年 に か け て,コ
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ン ピ ュ一 夕利用政策 に関す る問題の一環 と し

て検討 が開始 され た。具体 的な作業 は,「科学

政策委員会」(1972年 に 「科学 技 術政 策 委 員

会」 に改組)及 び同委 員会下の 「コ ンピュータ

利用 グルー プ」(CUG)及 び 「デー タ・ バ ン

ク ・パネル」 によ り実施 され るこ ととな り,

1969年 及 び19741・f.三の2度 にわ た り加盟 国の プ

ライバ シー保護対策現 状調 査 を行 い,1971年

及 び1976年 に はそれ ぞれ情 報処理 とプライバ

シー保護 に関す る研究成果 を公 刊 した ほか,

1974年6月 に は,「 デ ー タ保護 セ ミナー」 を

開催 した。

同セ ミナーにおいて,国 際的 デ ータ流通 に

伴 うプライバ シー保護 の調 和 の重 要性 が広 く

合意 され たところか ら,デ ー タ ・バ ン ク ・パ

ネルはこの問題 について,「 各 国間 の政 策 の

調和 を図 り,最 低基準 に関 す る中央政府 間の

協定 を作成す るこ とに積極 的に取 り組 むべ き

である」 との提案 を行 った。 これ を受 けて,

CUG(1977年1月 に 「情報 ・コンピュータ ・通

信政策 ワーキン グ ・パ ーテ ィー」(ICCP)に 改

組)は,こ の問題 に本格 的に取 り組 む こと と

し,1974年9月,デ ー タ ・バ ン ク ・パ ネル 内

にスウェーデ ン,ア メ リカ合衆 国等5カ 国 の

代表 か らな るア ドホ ック ・グルー プを設置 し

た。 翌1975年11月 に は,こ の 問題 は,デ ー

タ ・バン ク ・パネルの正式 プ ログラムの1つ

として取 り」二げ られ,1977年1月,同 パ ネル

は従来 の検討成果 を 「原則 及 び ガイ ドライン」

として取 りまとめ た。

この報告 は,1背 景,II国 際 的デ ータ流通

問題 の概観,田 各 国,関 係 機関 の関心及 び反 応,

IV国 際 的活動 の明確化,V戦 略 と作業計画 の

5部 か ら構 成 され,こ の問題 に関連 す るほ と

ん どすべての事項 を網羅 す る もので あ り,"デ



一タ ・ヘイブ ン"の 語 もここで使用 されてい

る。また,こ の報告 は個人 デ ー タ保護 の原則

を整理 し,そ の 原則 に則 った国 際的調和 を提

案 す るほか,こ のため の国際的協調 の枠組 み

として,次 のよ うな基本 的考 え方 を提示 して

い る。

●国家 間におけ る継 続的及 び 自由 な情報流通

を妨 げない こと。

●各国 は情報 の国際交流 の機 会 を最大 限に保

障 し,そ の規制 は具体的 かつ正当 な目的に

基 づいての み行 うこ と。

●情報資源及 び情報 サ ー ビスに公正競争 のル

ールを適用 し
,非 関税及 びその他 の障壁 を

排 除す るこ と。

●データのセキ ュリテ ィ及 び機密 に関す る効

果的な規則 を確立す ること。

●個人情報 はその所在地 の如何 にかか わ らず,

それが生 み出 され た国にお け ると同様 の保

護が与 えられ なければな らない こ と。

ICCPは この成果 を踏 まえ,国 際世論 の喚

起,各 国公・私 にわた る分野の意 見の交換等 を

目的 として,同 じく1977年9月,オ ース トリ

アのウ ィーンにおいて 「国際 デ ータ障壁 とプ

ライバ シーの保護一 流れ と影響一 」 と題

す るシンポジウムを開催 した。 この シンポジ

ウムは,各 国 マス ・メデ ィア も大 きく報 ず る

ところ とな り,"越 境 デ ータ流 出"(Tlans-

borderDataFlow)の 語 は一 挙 に市民権 を

獲得す る ところ とな った。

このシンポ ジウムに は,各 国国 際機 関か ら

約250名 の参加 をみ,多 彩 な議 論 が繰 り広 げ

られたが,同 時 にその 中で"ヨ ー ロッパ はプ

ライバ シー保護 を手 段 として アメ リカ合衆国

に対 す るデー タ障壁 を設 け よ うとしてい る"

とす るその後 もしば しば現 われ る基調 的な伏
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線 もあ らわにな っている。

1977年11月,デ ータ ・バ ン ク ・パネルはそ

の9年 にわた る活動 を終 え,新 たにガ イ ドラ

インの作成等具 体的 な問題の検討 を 目的 とす

る 「国 際デ ータ障壁 とプライバシーの保護 に

関す る専 門委員会」の設置が,1978年2月 の第

19回 科 学技 術政 策委員会 で決定 された。同委

員会 は,同 年4月 か らその活動 を開始 したが,

その任務 は,① 個人 データの国 際流通 に関 し

ガイ ドライン案 を策定す るこ と,及 び②非 個

人 デー タの国際流通 につ いて,そ の法 的,社

会的問題 を検討 す るこ ととされ,① について

は1979年7月,② につ いて は同12月 ま で に成

案 を得 るよ う求 めた。

この任務 の うち,① に関 しては,同 委員会

はその内部 に起草 グルー プを設置 し,ガ イ ド

ライ ン草案 の作成 を行 わせてい るが,197841三

10月 に は第1次 草案 が作成 され,1979年2月

には第2次 草案 が作成 されてい る。

起草 グル ープ及 び専 門委 員会におい て,こ ・

のガイ ドライン草案 に関 してかわ され た議論

は多岐 にわ たってい るが,主 な論 点 と して は

次 の ものが あ る。

(1)国際 的 デー タ流通 の 自由の強 調

デ ータ流通 の 自由 とプライバ シー保護 の

調和 を図 るべ きことについて合意が ある も

のの,デ ー タ流通 の 自由の強調度合 につ い

ては欧米 間 に相違 がみ られ る。

(2)マニ ュアル処理 に係 るデ ータの取扱 い

問題の 中心 が,自 動データ処理に係 るもの

であ るこ とについて は合意 がみ られつつ も,

マ ニ ュアル処理 に係 るものについて も,こ

れ を積極 的に取 り入れ よ うとす る意見 があ

り,こ の点 について は各国 の法制,考 え方

の相 違 もあ るところか ら,か な りの議論 が



費や され てい る。

(3)保護 対 象の法人へ の拡大

1978年 に 入 って立法化 された各国 プライ

バ シー法 にお いて は,法 人 を も保護対 象 に

含 める傾 向がみ られ,こ の ことが ガイ ドラ

イン起草作 業 に影響 を及 ぼ してい る。 しか

しなが ら,自 然人 のみな らず法 人 を も含 め

るこ とについて は,未 だ完全 な合意 が形成

し難 い状況 に あ る。

その他 に も種 々の論点 が存在 してい るが,

ガ イ ドライ ンに盛 り込むべ きプライバ シー保

護 の原則 につ いて は,ほ ぼ議論 が収敏 しつつ

ある もの とみ られ,第2次 草案 において は,

次 の8つ の原 則 が掲 げられてい る。

●デー タの収 集 の制 限

●デー タの収集 ・利 用の 目的の限定

●デー タの提供 の制 限

●デー タ保護 措置 の実施

●個人 デー タ処理 の公開

●個人の参加

●デー タの貯蔵 の制 限

●デー タ処理 の責任 の明確化

なお,ガ イ ドライ ン作成作業 は,1979年7

月 までには終 了 し,OECD理 事 会 に よ り加

盟 国に対 して勧告 され る予定 で ある。

欧州評議会

欧州評議会 は,人 権擁護 に関す る活動 の一

環 と して早 くか らこの問題 につ いて関心 を示

して い たが,各 加 盟国 におけ る議 論の高 ま り

に対応 して,1971年,閣 僚委員会 は 「電 子 的

デ ータ ・バ ンクに係 る個 人 の プ ラ イバ シー

保護 に関す る委 員会」 の設 置を決定 し,本 格

的検討 を指示 した。同委 員会は検討 の結 果 を
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閣 僚 委員会の決議案 として取 りま とめ,私 的

部門 にお けるデー タ ・バ ン クに関す る部 分 に

つ いて は1973年9月 に,ま た公 的部門 に関す

る部分 につ いては1974年9月 に,そ れ ぞれ閣

僚委 員会 で採択 され た。 これ らの決議 は,そ

れぞれの分野 にお ける コンピ ュー タを使用す

る個人情報 について,そ の収集,蓄 積,処 理

及 び流通 に関す る一連 の原則 を含 む もので あ

ったが,閣 僚委員会 は,こ れ らの決議 の採 択

に際 し,コ ンピュータによ るデ ータ処理が未 だ

初期 の段階 にあることか ら,欧 州協定 化 は時

期 尚早 であると結 論す る ところ とな った。

しか し,そ の後の情 報処 理の展 開に伴 い,

1976年,閣 僚委員会 は新 たに「デ ー タ保護 に関

す る1享門委員会」を設置 し,① 国外 にお けるデ

ータ処理及び国境を越えるデータ処理 とプライ

バシー保護,② 特定の種 類の自動 デ ータ処理 シ

ステム(特 に医療分 野に関す る もの)に 関す る

諸 規制,及 び情報処理業者 の倫理綱領 につ い

て検討 を指示 した。専門委 員会 は この それ ぞ

れの テーマについて作業 グル ー フ。を設 け,検

討 を開始 し,① につ いて1976年11月,「 デー タ

保護 に関す る国際協定草案 」 を作成 した。

この草案 は,1977年11月,協 定 案 と して改

訂 されたが,専 門委 員会 は,そ れ まで の聞及

びその後 も,各 国 の プライバ シー法の 分析,

比 較検討 を続 けてい るほか,関 係各方面 か ら

の意 見聴取,OECD,EC等 との連絡 協調 に

努め,OECDの ガ イ ドライン作成 作 業,EC

の 統一 プライバ シー法案作成 作業 に も大 きな

影 響 を与 えて きてい る。

国際協定案は,そ の後 の専 門委 員会の検討

の中で逐次改訂 が行 われて きてい るが,1978

年5月 段階の協定案 では,全 文13条 で 次の よ

うな構成 をとってい る。
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第1条 定 義

第2条 対象範 囲

第3条 デー タ保護 に関す る最小 限の規 制

第4条 二国 以上 にまたが るデー タ処理 に

対 す る国内法の適用

第5条 越 境 デー タ流 出の特別規制

第6条 締 約 国間の協力

第7条 費用及 び料金

第8条 本協定実 施の ための諮問的委員会

第9条 他の締約 国間協定

第10-一;13条 最 終規定

この うち,第3条 のデ ータ保護原則 として

は,次 の事 項が掲 げ られて いる。

a.個 人 デー タは,

(1)公正 かつ 合法的 な手段 によ り収集 され,

伝達 されな けれ ばな らない。

(2)目的 を限定 して蓄積 されな けれ ばな らな

いo

(3)記録 す る 目的にて らし,適 当(appro-

priate)か つ 適切(relevant)な もので

な けれ ばな らない。
'

(4)正 確 で あ り,必 要 な範囲 で ア ップ ・ッ・一一・

デ イ トな ものでな ければな らない。

(5)記録 す る目的の達 成上必要 な期間 を超 え

て,個 人の氏名 と結 び付 けた形で保持 さ

れ ては な らない。

b、 思想,宗 教 的若 し くは政治 的信条 又は人

種的所 属 に関 す る個人 デー タは,本 人た る

個人 の同意 を得 た場 合又 は法令によ り許 さ

れ た場 合の ほか,こ れ を蓄積 してはな らな

い。

c.犯 歴 デ ータは,法 令 によ り許 された場合

の ほか,こ れ を蓄積 して はな らない。

d.管 理 責任 者 が定 め られ ない ままに,個 人
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デ ー タの 自動 デー タ処理 を行 うことを許 し

て はな らない。

e.す べ て の個人 は,自 動 デ ータ処理 され る

個人記録 の存在,及 びその 目的,並 びにそ

の記録 の管理責任者及 びその者の所在地 を

知 ることがで きなければな らな い。 、

f.す べ ての個人 は,記 録 の管理 責任者又 は

その代 理者又 は特 に指命 された者か ら,

(i)自動 処理記録の中に 自己 に関す るデー タ

が含 まれて いるか を確認 し,

(ii)もし存在 すれば,そ の デー タの提 供 を受

け ることがで きなけれ ばな らない。

g.す べ ての個人は,前 述のa,b又 はcに

反 して蓄積 されてい る個人 デー タの訂正 又

は消去 を記 録管理責任者,そ の代理 人又 は

特 に指 命 され た者 に請求す ることがで き,

それ が拒 否 された場合 には,そ れに対 して

救済 を求 め ることがで きな ければな らな い。

h.コ ン ピュータ施設にお いて通常講 じられ

る安全対策 のほか,自 動処理記録 に含 まれ

る個人 デ ータ及 びプログラムを偶然や故 意

によ る喪失,破 壊か ら保護 し,及 び無権 限

の者 によ るアクセ ス,変 更又 は開放 を防止

す るため,特 別に必要 な措置 を講 じな けれ

ば な らない。

なお,当 然 の ことなが ら,こ の協定 案に お

いて は,こ れ らの原則 の適用 除外 を認 めるべ

き場合 があ ることが指摘 されて お り,例 えば,

国家 安全保 障,公 安,社 会的無秩序,犯 罪 捜

査あ るいは専 門的職業.ヒの秘密保持,更 に は

本人 たる個人 又は第三 者の利益擁護 にかか わ

る場合 な どを挙 げてい る。

欧州評議会 に よるこの協定案作成作 業は,

最 も順調 に進 んだ場合,1979年 三栄 に締 結が見

込 まれ るが,2,3の 条 項 につ いてなお加 盟



各国間 に意 見の対 立 があ るところか ら,場 合

によって は,1980年 に ずれ こむ こ とも予想 さ

れ る。

その他の国際的活動

欧州共同体

欧州共 同体 は,そ の構 成機 関の欧州経済共

同体(EuropeanEconomicCommunity)の

場 にお いて コン ピュータに関す る全般的な関

心の1つ として,コ ン ピュータ化情 報 シス テム

と人権の保、護について関心を示 して きたところ

であ り,1973年 の 閣僚理事会↓こ対 す る委 員会 報

fii・「情報処理 に関す る共同体 の政 策」にお いて

共通 プライバシー保護政策確 、フ1の必 要性が指

摘 されてい る。

その後,EECは 統 一 プラ イバ シー法 を樹

立 すべ く.作業 を行 って いるが,こ れ に並行 し

て,ECの 議 決 機 関であ る欧州議会 も1976年

以 来,こ の問題 に関す るワーキ ング ・グルー

プを設置 し,統 一 プライバ シー法 の策定作業

を進 めてい る ところか ら,EECに よ る法 案

,作成 は,こ の欧州議 会の作業結果 待 ちとなっ

てい る。欧州議会 は,早 くて1979年 中 に成案

を得 る見込みで あ るので,EEC案 は1980年 に

ず れ こみ,更 にその後において も加盟 各国の

批准の ため にある程度 の期間が必要 とみ られ

て いる。 しか しなが ら,一 方 において,欧 州

評議会 の作 業が早 まれば,こ の関係 でEC側

の 作業 スケ ジュール も影響 を受 ける ことにな

ろ う。

北欧評議会

1975年 に加盟 国間の プライバ シー保護 法制

の調和 を図 り,デ ータ ・フ ローに関す る国際
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協 定 締結の ための計画 が策定 され,ワ ーキ ン

グ ・グル ープが設置 された。

北欧評議会 では,協 定 に至 るステ ップの1

つ として,ま ず加盟 国の国内法の調和 を目指

してお り,1977年 か ら正式 に この観点 か ら検

討 作業 を開始 して い る。

◇沁

以上,プ ライバシー保護 に関す る国 際的調

和 の動向 をみて きたのであ るが,こ れか らも

明 らかな とお り,主 として ヨー ロ ッパ各 国の

イニ シアテ ィブが大 きく働 いて い る。 コンピ

ュータの利用,国 際的 コン ピュー タ通 信 の分

野に おいて は,ア メ リカ合衆 国が極 めて大 き

な地 位を占めてい る ことを考 えれ ば,こ の こ

とに1つ の事情 を読 み とることは容易 で あろ

う。

そ して,プ ライバ シー保護 に関す る国際的

な ガイ ドラ インや協定が成 、γした場 合,そ れ

がそれぞれ の国 に及ぼす影響 とともに,国 際

デー タ処理 企業,多 国籍企業の活動 に もそれ

な りの影響 を 予測 しな けれ ばな らないで あろ

う。

しか しな が ら,ア メ リカ合 衆国 も,OECD

の ガ イ ドラ イン策定 作業等 に積極 的 に参加 し

てい るところであ り.,プ ライバ シー保護 の問

題が国内問題 か ら国際問題へ と転 換 を遂 げつ

つ あることは,既 に否定 し得 ない と ころで あ

ろ う。

4国 際データ流通の もう1っ

の 問題 社 会 的脆弱 性

コンピュータ と通信技 術の発 展は,地 理 的

制約 を急速 に縮 小 し,国 境 を越 えて流 れ るデ



一 夕量 は 日増 しに増大 しつつ ある
。国 際的 に

自由な情 報の流通 を確保す るこ とは,国 際社

会にお ける社会 的,経 済的,文 化的発 展に欠

くことがで きない もので はあ るが,同 時 に,

デ ー タ流通の質 的,量 的拡大 は,公 ・私 の分

野を問わず各国 間の関係 を緊密化 し,新 たな

相互 依存 を形成 しつつあ る。

これ に伴 い,国 際的あ るい は国 内的 に新 た

な問題 も様 々な形 で出現 しつつ あ り,プ ライ

バ シー保護の 国際的調和 の必 要性 が指摘 され

るの もその1つ であ るが,も う1つ,社 会的

脆弱 性(Vulnerability)の 増 大 が問題 として

指摘 され る ところ とな ってい る。

この問題 は,あ ま りに も多 くの個人 に係 る

デー タや,一 国 の経 済等 に関 す るデ ータが,

外 国に一方 的 に蓄積 され る場 合や,国 の重 要

な意 思決定 においてす ら,外 国 にあ るデ ータ

ベ ースや その処理 装置 に依存 す る場 合 に発生

す る。

これ は国家 の主権 を確保 し,そ の安 全 を保

障す る上 で1つ の懸念 を呼ぶ 。すなわ ち,国

家相 互間 において外交 上の問題 が生 じた とき

は もちろん,そ うでな くとも,情 報 保有国 に

依存 した形 で しか国際社会 での活動 が行 えな

い状態一 いわゆ る情報植民地 が生 じる

お それ があ る。

既 に1972年,カ ナダ連邦通信省,法 務省 合

同 タス ク ・フォースは,そ の報告書 で,こ の

点 につ いて極 めて率直 な表明 を行 って い る。

「カナ ダ国民 の データは,経 済効率の理 由か

ら国外 に蓄積 され,現 在 は このデ ータの流 れ

またはそれ を記 録す る ことで さえ も,そ れ を

禁止す る規則 はない。 ……主要 な問題 は,ア

メ リカに蓄積 されて いるカナダ国 民に関す る

デー タによ り,そ の対 象者 の プライバ シーが
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侵 害 され てい るとい う問題 ではない。それ は

むしろ次 のよ うな問題 となる① 外 国によ るデ

ータの流 れの結果 ,カ ナダ国民 に対 す るデ ー

タ処理 と通信 の企業が失な われ る② ア メ リカ

のデータ ・バンクにお けるデ ータは,機 密 の規

則や法廷の禁1卜命令 を含む各種の理 由で,外

国に流出す る ことが独断的 に抑圧 されるで あ

ろ う③ アメ リカの 法律の変更に よ りカナダ国

民 のデ ータは保護 が薄 くな るで あろ う④ そ し

て,カ ナ ダは独N'ノ1国として,外 国 に蓄積 され

てい るカ ナダ国民 の要機密性 の高いデ ー タの

情が増加 す る点 に,国 家 的な当惑 と憤 りとを

感ず ることにな ろ う……」

先 述 したプ ライバ シー保護の 国際的調和 に

関す るOECD等 の 検 討 に お いて も,こ の点

は国 際デー タ流通 に伴 う問題 の1つ として視

野 の中に入れ られて いた ところであ り,1977

年9月 の 「国際 デー タ流通 とプライバ シーの

保護」 に 関す るOECDシ ン ポ ジウムにお い

て も重要 な検討課題 として取 り上 げ られて い

る。

乙の問題 に関 す る最 初 の包 括 的検 討 は,

1977年4月,ス ウ ェーデ ン政府 によ り開始 さ

れた。同国政府 は国防省 に 「コン ピュータ ・

シス テムの脆弱性 に関す る委員会」 を設置 す

ることを決定 し,国 家 及 び社会 の安 全 と安定

を確保す る視点 か ら,コ ン ピュー タ ・システ

ムの脆弱性 について評 価分析す るよ う命 じた。

そ して,こ の決定に際 して国 防大 臣の行 った声

明 は,こ の問題 に関 し,国 際デー タ流通 にか

かわ らない国内的な側面 の重要性 を も併 せて

指摘す るもので あった。

同国防大 臣は,極 めて大量 のデ ー タが少 数

のデー タ ・セ ンターに集 中 されて い ること,

行 政 や民 間事業活動 は既 に コン ピュー タ ・シ



ステムに極 めて大 き く依存す るよ うにな って

いるこ と,そ の結果,コ ン ピュー タ化 され た

データの悪用 や誤用 の危険 が増大 し,か つ,

様 々 な反社会的活動 や圧力 に格好 の 目標 を提

供す るこ とにな ってい るこ とな どを指摘 し,

次 の よ うに述べ てい る。 「デ ー タ処 理 の 発展

が近代化 され高度 に工 業化 され た社会の脆弱

性 を更 に一層増大 させて いるこ とは,明 らか

で ある。 そ して,こ の こ とが国家 の安全 政策

に大 きな影響 を及 ぼす こ とも,ま た明 らかで

ある。脆弱性 の問題 は,単 に戦争状態 にお い

てのみ重要性 を持 つ もので はな く,国 家 に対

す る脅威 と圧力 が生 じると きはいつで も重要

性 を有 す る もの であ る。 この危 険の中に は,

また,世 界的 に広 が りつつ あるテ ロリズ ム も

視野 に入 れ られ る。 したがって,コ ン ピュー

タ ・システムの脆 弱性 の問題 は,最 も静穏 な

平和時 か ら戦 時に至 るすべ ての状 況 において,

国 の外 か らで あろ うと内か らで あろ うと,社

会共 同体 を脅 かす もの として とらえ られなけ

ればな らない」

いずれ にせ よこの問題 の検討 に当 っては,

国 際的協 調 を必要 とす るとみ られ たこ とか ら,

ス ウェーデ ン政府 は,1977年12月,OECD科

学 技 術委 員会の下 にあ る「情 報・コンピュー タ・

通信 政策 ワーキン グ ・パ ーテ ィー」(ICCP)

に対 して,こ の問題 に関す る検討 を開始 す る

よ う要請 した。ICCPは,こ の問題 の重 要性

を認 め,翌1978年4月,1979年 活 動計画 案 に

おいて検討 フ。ロジェク トを発足 させ るよ う加

盟 各国 に提案す るところとなったが,国 内問

題 と しての性格 も濃 い ところか ら,未 だな お

正式 プロジェク トの発足 をみて いない。 しか

しな が ら,ICCP事 務 局 レベルの検討 作業 は

継続 され てお り,1978年11月 に は,加 盟国 に
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対 し,こ の問題 の検討 基礎資 料 とす るため,

既 にな されてい る調査 ・研究結果 資料 その他

関連 資料 の提供 を求 めてい る。

なお,上 に述べた スウ ェーデ ン国防省 の委

員会は,1978年6月,報 告書 を政府 に対 して

提出 した。

同報告書 において は,コ ン ピュータ及 び通

信利用の現状 と将来 の動 向 を調査 し,社 会 的

脆弱性の観点か らこれを分析 した後,結 論 と

して次の点 をあげて い る。

●コン ピュータ通信利用 の発展 は,適 切 な対

策が とられな い限 り,社 会 的脆 弱性 を増 大

させ よ う。

●社会的脆弱性の要因 と して は様 々な ものが

あるが,主 な もの として は,他 国の デ ータ

処理へ の依存,デ ー タ処理 の集 中,デ ー タ

処理要 員への依存,及 び ある種 の情報 の蓄

積 に伴 うリス クをあげ るこ とがで きる。

●デー タ処 理セ ンターにおいて は,リ ス ク評

価 を行 い,十 分 な 防護対策 を講ず ると とも

に,緊 急時対策 プラ ンを策 定すべ きで あ る。

●戦時 に備 えた計画 を策定 すべ きであ る。 こ

の計画 には,戦 時 におけ る大型 コンピ ュー

タの疎 開,デ ー タ処理 の分 散化 な どが含 ま

れよ う。

●政府 は,社 会 的脆 弱性 の観 点か らコン ピュ

ータ化 を評価 し,脆 弱性 の増大 防止 の ため

の政策 を樹立すべ きであ る。

●政府 は,コ ン ピュータ利用 者の ための ガイ

ドライ ンを提示 すべ きであ る。 なかで も,

デ ー タ処理の集 中,統 合 を抑制 す ることが

必要 であ り,第 一 段階 と して地理的 な分散

を図 るべ きで あ る。

●他国 におけるデー タ処 理へ の依存 について

は,何 らかの制約 を課 す必要 が あ る。



●デー タ処理要 員について は,信 頼 し得 る者

を要員 として充 て るよ うその選任 は注意 深

く行 われ なければな らない。

●緊急時対策 の策定及 びその他 の防護措置 の

実施 につ いて,指 導及 び援助 が行 われな け

ればな らない。

この社会的脆弱性 の増 大 に関す る問題 につ

いては,ス ウ ェーデ ン以外の 欧米各国 にお い

て も関心 を もたれてい る ところであ り,2,3

の 国 にお いて,こ の問題 にふれ た検討 がな さ

れてい る。

フ ィンラン ドは,1978年 初 頭 に,政 府のAD

P委 員 会内に「社会的脆弱性問題に関す る小 委

員会」 を設置 し,問 題 点,対 応策等 の検 討 を

開始 した。 また イギ リス で は,行 政 管理 省

が行 った 「中央 政 府 の コ ン ピ ュー タ利 用 に

関す る長期 レビュー」報告(1978年4月)の

中で,行 政機関 のデー タ処理 システ ムの信頼

性,弾 力性,自 主性等 の確 保の見地 か ら問題

点 を指 摘 して お り,フ ランスで は,]978年1

月 に大統領 に提 出 された報 告書 「社会 の情報

化」(L'InformatisationdelaSocibtも)に

お いて,世 界的 な通信,デ ータ ・ネ ッ トワー

クの発 展の中 でフ ランスが 自立す ることの必

要 性 を主張 してい る。
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1世 界の コン ピュータ設置状況

1-1各 国 別 汎 用 コ ン ピ ュー タ1-2各 国 別 汎 用 コ ン ピ ュー タ

設置台数 設置金額'

1977年 末 現在,IDC調 べ

国 名 台 数 備 考 国 名 金 額

ア メ リ カ
1977年 末現在, ア メ リ'カ 421億 ドル

58,100
IDC調 べ

西 ド ィ ッ 14,086 1977年 末現在, 西 ド イ ツ 73億 ドル

イ ギ リ ス 9,935
IDCEuropa

調 べ
イ ギ リ ス 53億6,000万 ドル

フ ラ ン ス 10,107 〃 フ ラ ン ス 53億3,000万 ドル

イ タ リ ア 6,050 〃 イ タ リ ア 23億3,000万 ドル

ベ ネ ル ク ス 3,891 〃
オ ラ ン ダ 14億500万 ドル

ス イ ス 2,456 ノノ

ベ ル ギ ー 8億2,000万 ドル

北 欧4ヵ 国 3,470 〃

ス イ ス 12億7,500万 ドル

その他の西 ヨーロ ッパ諸国 2,626 〃

ス ペ イ ン 9億1,000万 ドル

西 ヨ ー ロ ッ パ 全 体 52,621 〃

ス ウ ェ ー デ ン 8億5,500万 ドル

日 本 19,319
1976年 末現在,

IDC調 べ デ ン マ ー ク 5億9,000万 ドル

カ ナ ダ 3,372 〃

オ ー ス ト ラ リ ア 1,874 〃
その他の西ヨーロッパ諸国 14億500万 ドル

ブ ラ ジ ル 1,273 〃 西 ヨ ー ヨ ッ パ 合 計 275億8,000万 ドル

南 ア フ リ カ 851 〃 日 本 92億6,300万 ドル

メ キ シ コ 536 〃

カ ナ ダ 25億7,700万 ドル

東南 ア ジ ア/オ セ アニ ア

そ の 他 の 中 南 米 諸 国

1,549

1,101 二 オ ー ス ト ラ リ ア 11億1,300万 ドル

中 近 東 549 〃 ブ ラ ジ ル 7億2,500万 ドル

ア フ リ カ 437 〃 その 他 の中南 米諸国 5億4,300万 ドル

カ リ ブ 諸 国 327 〃

欧米以外の自由諸国合計 167億6,500万 ドル

欧米以外の自由諸国合計 31,188 〃 ソ 連 ・ 東 欧 62億7,800万 ドル

ソ 連 ・ 東 欧 15,299 ,ノ 世 界 全 体 927億2,300万 ドル

(ミ ニ,お よ びスモ ール ・ビジネ ス ・コン ピュー タは含 まな い) (ミ ニ,,お よ び スモ ー ル ・ビ ジ ネ ス ・コン ピュー タは 含 ま な い)
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1-3世 界 の 汎 用 コ ン ピ ュー タ市 場 に

占 め る ア メ リカ系 メ ー カ ー の 位 置

(1977年 末,ID(調 べ,設 置 金額ベ ース)⑤ イ ギ リス

非 ア メ リカ系 メ ー カ ー

17.2%

そ の 他2.1%

NCR1.9%

CDC

Burroughs

ア メ リカ系 メ ー カ ー82.8%

総 額927億2,300万 ドル

1-4各 国 の メ ー カ ー別 シ ェ ア

その 他3.0%

ICL

26.5%

KTcRJ}・

HIS

.ぷ

ぶ8・5%CDC1
.3%

◎ フランス

NCR

弐

⑧西 ドイツ

その他1.2%

駕
Siemens

19.2%

ザ/・

uぷ 捗c6'

その他4.8%
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◎イタリア

Univac

12.3%

HIS

18.9%

CDC2.6%

NCR1.2%

そ の他2.0%

ICL1.6%⑧ ベ ネル ク ス

その他

㊤ 8.2%∂

%'哉

母 匂

BUrr・Ugh、

6.4%

Univac

8.9%
HIS

9.7%

IBM

62.5%

⑧北欧4国

IBM

53.8%

そ の 他

7.4%ア

?'6㌔'O

eurS⑫

IBM

54.7%

㊨ ス イ ス

ICL1.6%

NCR

7.3%

CDC

11.4%

Univac

l7.6%

継
句'B

urroughs

2・1%HIS

① 西 ヨ ー ロ ッ パ 全 体

その他

璽 　
CDC
5.0%

3.7%

Univac

8.4%

HIS

Burroughs10.0%

その他1.9%

IBM

54.5%

IBM

54.5%

〔糠 ㌻三∵ 。。.。ンピー,_」
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市場

 

タユピンコ各国の●

 

2

輸 出 入 額(1974～76年)
(100万 ドル)

 

●/周 辺機器生産

 

ターユピンコ世界各国の

 

12

生 産 輸 入 輸 出 市 場 規 模

1974 1975 1976 1974 1975 1976 1974 1975 1976 1974 1975 1976

一 一 一

ア メ リ カ

ミニコンピュータ

小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

}・,131

3.'640

}・・123

3,733

}・,488

4,448

一

一

一

一

一

一

一

　

}553
787

}642
861

}77・

1,122

一

一

一

一

一

一

一

計 5,771 5,856 6,936 115 129 234 1,340 1,503 1,892 4,546 4,482 5,278

ミニコンピュータ 23.5 20.5 22.5 70.0 102.5 127.1 7.0 6.2 8.2 90.5 116.9 141.5

イ ギ リ ス
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

380.7

18.8

420.3

18.4

471.5

22.6

376.0

174.0

377.2

164.0

440.8

180.4

352.5

4.7

389.5

4.1

440.8

4.1

404.2

188.1

408.O

l78.3

471.1

198.9

計 423.0 459.2 516.6 624.0 643.7 748.3 364.2 399.8 453.1 682.8 703.1 811.8

ミニコンピュータ 95.7 127 164 40.8 53 66 38.0 50 64 98.5 130 166

フ ラ ン ス
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

421.2

247.7

457

286

512

345

251.8

133.9

287

155

327

176

185.2

80.4

212

92

241

107

478.8

301.2

532

349

598

414

計 764.6 870 1,021 426.5 495 569 303.6 354 412 887.5 1,011 1,178

ミニコンピュータ 251.3 164.8 250.0
ぺ

72.2 69.0 75.0 135.0 93.2 135.0 188.5 140.6 190.0

西 ド イ ツ
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

271.1

687.5

183.6

559.4

260.0

680.0

132.4

342.7

114.9

326.8

130.0

340.0

87.4

320.6

80.1

255.5

90.0

320.0

316.1

709.5

218.5

630.6

300.0

700.0

計 1,209.9 907.8 1,190.0 547.3 510.7 545.0 543.0 428.8 545.0 1,214.1 989.7 1,190.0

ミニコンピュータ 1.92 2.68 3.75
'

7.31 11.49 15.40 一 『 一 9.23 14.17 19.15

イ タ リ ア
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

151.88

61.52

170.80

75.06

193.00

89.30

226.07

43.83

262,025

53,615

287.90

61.60

100.48

48.45

116.73

58.21

133.20

68.50

277.47

56.90

316.10

70.46

347.70

82.40

計 215.32 248.54 286.05 277.21 327.13 364.90 148.93 174.94 201.70 343.60 400.73 449.25

ミニコンピュータ 2.8 2.9 3.4 14.1 18.6 27.4 2.4 2.5 2.9 14.5 19.0 27.9

オ ラ ン ダ
小 ・中 ・大型機.

周 辺 機 器

41.2

17.1

46.5

16.4

50.1

18.5

86.2

71.3

80.9

70.2

94.9

80.7

29.5

11.9

33.4

1ユ.4

39.6

13.0

97.9

76.5

94.0

75.2

105.4

86.2

計 61.1 65.8 72.0 ・171 .6 169.7 203.0 43.8 47.3 55.5 188.9 188.2 219.5

ミニコ.ンピュータ 一 1 2 25 25 26 一
一 一 25 26 28

寸

ス イ ス
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

　

31

一

32

一

32

27

53

26

52

25

50

一

19

一

21

一

22

27

65

26

63

25

60

計' 31 33 34 105 103 ]01 19
21 22 117 115 113

ミニコンピュータ 7.58 7.84 11.33 48.59 51.77 70.02 0.53 0.55 0.66 55.64 62.07 80.69

ス ペ イ ン
小 ・中 ・大型機

周 辺 機 器

　

一

一

〇.72

一

1.40

37.72

56.59

%.37

57.30

42.30

67.68

一

1.50

一

6.45

一

7.74

37.72

55.09

36.37

5ユ.57

42.30

61.34

計 7.58 8.56 12.73 142.90 148.44 180.00 2.03 7.00 8.40 148.45 150.01 184.33

ミニコンピュータ
一 一 一 13 17 23 一 一 一 13 17 23

小 ・'中 ・大 型 機 30 33 33 60 47 48 6 6 6 84 74 75

スウ ェーデン
周 辺 機 器 159 167 178 70 88 95 111 116 121 118 ]39 152

計 189 200 212 143 152 166 117 122 127 215 230 250

ミニ コンピュータ
一 一 0.1 6.6 9.5 14.7 一 一

0.1 6.6 9.5 14.7

小 ・中 ・大型機 36.0 39.8 46.9 62.9 79.8 86.3 30.7 34.6 41.1 68.2 85.0 92.1

ベ ル ギ ー
周 辺 機 器 35.8 47.0 56.0 43.8 54.5 61.0 29.0 38.3 45.8 50.6 63.2 71.2

計 71.8 86.8 103.0 113.3 143.8 12.0 59.7 72.9 87.0 125.4 157.7 178.0
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生 産 輸 入 輸 出 市 場 規 模

1974 1975 1976 1974 1975 1976 1974 1975 1976 1974 1975 1976

ミニ コン ピュータ
一 一 一 一 　

一 一 一 一 一 一 一

デ ン マ ー ク 小 ・中 ・大型機
一 一 一 　 一

一 　 一 一 一 一 一

周 辺 機 器 　 一 一 一 一
一 　 一 一 一 一 一

計 10.55 15.12 7L21 80.82 一 11.77 12.72 一 69.99 8322 一

ミニ コン ピュータ
一 一 　 510 6.26

一

0.04 0.43
一

4.96 5.83
一

小 ・中 ・大型機 　 一 一 38.92 42.56
一

0.ユ0 1.89 一 38.82 40.57 一

オース トリア
周 辺 機 器 10.02 6.32 一 11.67 13.77

一
9.81 6.84 一 11.88 13.24 一

計 10.02 6.32 一 55.59 62.59 一 9.95 9.16 一 55.66 59.64 一

一 一 一 一
ミニ コン ピュータ 一 一 一 一 一 一 一 一

一 一 一

フィンラ ン ド
小 ・中 ・大型機 一 一 　 一 一 　 一 『 一

一 　 一 一 一 一周 辺 機 器 一 一 　 一 一 一

計 8.38 11.30 一 48.04 55.20 一 0.66 1.04 一 55.76 65.47 一

ミニコンピュータ 3.6 5.4
　
13.0 17.2

一
4.5 7.3

一
12.1 15.4

一

小 ・中 ・大型 機 一 一 一
20.0 18.0 一 2.6 3」 一

17.5 14.9
一

ノ ル ウ ェ ー
周 辺 機 器 0.9 L5 　

8.6 9.0 一 1.0 4.2 一
8.5 9.0

一

計 4.5 6.9 一 41.6 44.4 一 8.ユ 14.6 一 38.1 36.4 　

ミニコンピュータ 一 0.26 2.09 12.88 12.94 13.73 一 一 1.30 12.88 1321 14.51

小 ・中 ・大型 機 0.72 1.18 1.18 134.62 146.57 161.34 0.57 0.91 LO5 134.76 146.83 161.48
オーストラリア

周 辺 機 器 3.29 7.19 &63 32.90 48.38 60.54 4.01 4.84 5.36 32.19 50.73 63.81

計 4.01 8.63 11.90 180.40 207.89 235.61 4.58 5.75 7.71 179.83 210.77 239.80

ブ ラ ジ ル 計 42.40 48.85 一 96.40 119.16 一 42.40 48.85 一 96.40 119.16 一

ミニコンピュータ 9.38 8.76
　

2.56 2.97
　

6.40 7.20
一

5.54 4.54
一

小 ・中 ・大型機 一 一 一
15.80 13.30

一 　 一 一
15.80 13.30

一

イ ス ラ エ ル
周 辺 機 器 6.24 5.85 一 2.07 3.87 一 4.00 4.50 一 4.31 5.19 一

計 15.62 14.59 一 20.43 20.14 一 10.40 1L70 一 25.65 23.03 一

ミニコンピュータ 0 0 0 3.3 3.5 4.4 0 0 0 3.3 3.4 4.4

小 ・中 ・大型機 0 0 0 32.7 27.2 32.6 0 0 0 22.7 27.2 32.6
メ キ シ コ

周 辺 機 器 0 0 0 0.7 2.5 2.8 0 0 0 0.7 2.5 2.8
』計

0 0 0 36.8 33.2 39.7 0 0 0 36.8 33.2 39.7

ミニコンピュータ 0 0 0 0.12 0.52 0.96 0 0 0 0.12 0.52 0.96

小 ・中 ・大型機 0 0 0 3.82 6.74 15.76 0 0 0 3.82 6.74 15.76
イ ラ ン

周 辺 機 器 0 0 0 0.17 0.24 0.30 0 0 0 0.17 0.24 0.30

計 0 0 0 3.99 6.98 16.06 0 0 0 3.99 6.98 16.06

シンガポ ール 計 0 0 0 8.9 9.0 7.0 0.50 0.83 1.45 8.10 7.56 7.Ol

イ ン ド 計 1.75 2.10 3.00 2.50 5.00 7.00
一 一 一

4.25 7.10 10.00

ミニコンピュータ 0
一 一 0.81 1.03 一 0.1ユ 0.18 一 0.69 0.85 0.88

小 ・中 ・大型機 0
一 一 3.67 4.69 一 0.52 0.82 一 3.15 3.86 4.01

香 港
周 辺 機 器 0

一 一 2.3 1.0 一 0.39 0.18 一 1.95 1.92 1.78

計 0
一 一

6.83 6.81 一 1.03 1.18 一 5.80 5.63 6.67

ミニコン巳 一タ 0 　 一 1.32 0.48 0.08 一 一 一 工32 0.48 0.80

ム
小 ・中 ・大型機 0 一 一 10.80 4.80 8.00 一 一 一 10.80 4.80 8.00

口 湾
周 辺 機 器 0

一 一 5.84 2.64 4.27 　 一 一 5.84 2.64 4.27

計 0
　 　 17.96 7.92 113.07 一 　 　 17.96 7.92 13.07

ミニコ ンピュータ 0
一 0.15 0.80 2.75 2.81 一 一 一 0.80 2.75 2.81

小 ・中 ・大型機 0
一 一 11.05 15.44 26.00. 一 一 一 11.05 15.44 26.00

韓 国
周 辺 機 器 0

一 一 1.74 2.68 2.10 一 一 } 1.74 2.68 2.10

計 0
一 0.15 13.59 20.87 30.91 一 一 一 13.59 20.87 31.06

注)1,ア メ リカ商 務 省NTIS発 行 の 各 国市 場 調 査 レ ポ ー トに よ る。

2,1976年 は予 測

3.小 ・中 ・大 型 機 に は,汎 用 デ ジ タ ル,ア ナ ログ,ハ イ ブ リ ッ ド ・コ ン ピ ュー タ が含 ま れ る。

4.周 辺 機 器 は,別 売 りの もの の み で あ る。
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2-2 日本 のコンピュータおよび関連装置生産 ・輸 出入実績

③ 生産実績 (単位:100万 円)

デ ジ タ ル 型 電 子 計 算 機 関連装置 アナロ

年 計 算 横 本 体 付 属 装 置
端 末 通信制

1

電子計
補 助

グ型電
計

一般用 制御用 計
外部記

憶装置

入出力

装 置
計 装 置 御装置

小 計 算機応

用装置
装 置

子計算

機

1969 76,242 6,109 82,351 46,373 38,09384,466 3,798
一
170,615 5,953 17,842 1,534 195,944

1970 115,932 9,511 125,443 78,276 48,143126,419 17,913
一
269,775 13,532 25,309 1,847 310,463

1971 141,860 8,410 150,270 86,450 51,427ユ37,877 23,077
一
311,224 10,217 22,815 2,093 346,349

1972 184,004 7,818 191,822 81,771 82,499 164,270 26,106
一
382,198 12,644 23,941 1,905 420,688

1973 203,062 11,888 214,950 99,440 78,279 177,719 35,400
一
428,069 18,213 25,609 557 472,448

1974 288,164 11,349 299,513 123,378 57,939 181,317 55,579
一
536,409 23,145 28,459 1,051 589,043

1975 246,303 12,817 259,120 106,752 56,648 163,400 74,855
　 497,375 19,679 33,521 671 541,246

1976 226,669 10,936 240,605 147,659 60,127 207,786 117,507 7,085 572,983 21,398 22,237 433 617,051

1977 278,604 15,912 294,516 139,919 70,756 210,675 141,303 12,093 658,587 35,250 25,012 425 719,274

1978 366,469 13,170 379,639 174,621 88,152 262,773 163,726 13,343 819,481 52,504 38,048 215 910,248

注)1,ア ナ ログ型電 子計算機

アナ ログ ・デ ジタル混合型 を含 む。

2.デ ジタル型 電子計算機

計算機本体・…・・プログラムを内蔵 した もの。

一般用……制御用以外の もの。

制御用…… プロセス制御用,工 作機械制御用 など制御

専用の もの。

付属装置……電子計算機本体 と電気的 に接続 される もの

に限 る。

外部記憶装置 ・…・・磁気 テープ装置,磁 気 ドラム装置,磁

気 デス ク装置等。

入 出力装 置……紙 テープ読取装置,カ ー ドせん孔装置,印

刷装置,入 出力 タイプ ライタ等。

デー タ端末装 置…… リアルタイム処理方 式における窓 口装

置,デ ー タ収集装 置等。

通 信制御装 置……データ伝送 において通信回線 と情報処

⑤ 輸出実績

理装置(中 央処理装置,端 末装置

な ど)の 間で,両 者間の データ授

受の制御 を行 うもの。

電子計算機応用装t置…… プロセス制御,工 作機械

制 御,デ ータ ・ロギング

用で本体 を分離 で きる も

ので本体だけを除いた装置。

補助装置 ……分類機,検 孔機な どのカー ド式関 係

機器(PCS),変 換装 置(カ ー ド ・紙

テー プ変換装置,A-Dコ ンバ ータな

ど),オ フライン機 器等。

3.通 信制 御装 置は,51年 か ら他装置に分類 されてい

た ものを独立。

(通産省機械工業統計より)

(単 位:1,000円)

年 デジタル本体 同周辺 装 置 小 計
電子計算機及
び関連装置*

合 計
対前年同期上ヒ
(%)

1967 4,097,506 284,277 4,381,783 466,618 4,848,401 173

1968 2,634,860 1,534,771 4,169,631 376,199 4,545,830 94

1969 2,679,827 3,729,188 6,409,015 459,550 6,868,565 151

1970 3,973,536 1,114,357 5,987,893 698,134 5,786,027 84

1971 5,587,325 2,382,095 7.969(420 1,040,064 9,009,484 156

1972 8,215,586 2,644,405 10,859,991 491,193 11,351,184 126

1973 6,062,081 5,727,917 11,789,998 503,226 12,293,224 108

1974 10,232,526 7,797,183 18,022,709 794,273 18,816,982 153

1975 11,088,917 9,628,578 20,717,495 834,021 21,551,516 115

1976 11,395,863 27,296,299 38,692,162 586,743 39,278・,905 182
∨

1977 17,866,070 22,134,999 40,001,069 999,231 41,000,300 104

1978 32,908,226 36,176,853 69,085,079 600,481 69,685,560 170

*ア ナ ログを含 む (大蔵省通関統計 よ り)
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⑥ 輸入実績
(単 位:1,000円)

年 本 体 周 辺装 置 本体 部 品 周辺装置部品 合 計 対前年同期上ヒ

1967 7,792,068 24,693,417 9,324,302 522,540 42,332,327 173

1968 8,613,472 28,922,560 9,097,395 46,633,427 110

1969 14,774,461 34,030,267 12,358,405 61,163,133 131

1970 22,718,258 51,551,127 21,525,324 95,794,709 157

1971 21,659,315 48,873,090 22,903,714 93,436,119 98

1972 23,436,531 38,221,098 27,431,719 89,089,348 95

1973 32,469,006 49,564,223 25,460,653 107,493,882 121

1974 48,609,269 65,435,839 30,787,492 144,832,600 135

1975 45,504,283 51,870,431 33,285,177 130,659,891 90

1976 49,493,000 46,173,604 36,954,128 132,620,732 102
、

1977 54,491,363 54,755,124 37,244,830 146,491,317 110

1978 36,346,000 45,199,000 29,455,000 111,000,000 76

(大蔵省通関統計より)
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